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昨年（2019 年）後半に主に南米諸国で連鎖的に生
じた社会騒乱は、2010 年代のラテンアメリカ（中南
米）諸国を展望する上で、長らく引照されることに
なるだろう。各国固有の文脈と要因があり、中南米
を一体として捉えることの問題点も議論されてきた
が、外部環境の変化を反映して連鎖的に変動が生じ
やすい地域的特徴を失っていないことも事実である。

そうした留保の上で、2010 年代の最後の年に集中
した社会騒乱を理解するには、いくつかの共通の要
因や背景を押さえておく必要があるであろう。小稿
では、「黄金の 10 年」（2003 〜 13 年）とも呼ばれる「資
源ブーム」が終焉した 2014 年から 6 年を経ても抜け
出せない経済低迷、「ブーム」の中で誕生した中間層
の期待と挫折、汚職の広がり等による政治家や民主
政治に対する不信の増大、教育・保健・年金・治安
など質の高い公共サービスを供与できない政府や制
度に対する不満と怒り、デジタル化を背景にしたソー
シャルメディアの影響（代表制の断片化）などの要
因が、変動を理解する上で重要と考えている。

「資源ブーム」と「中間層の台頭」
IDB（米州開発銀行）のモンテロ総裁が報告書『ラ

テンアメリカ・カリブの 10 年』を発表し、世界経済
で存在感を高めつつある中南米の「次の 10 年」を楽
観的に展望したのは、「資源ブーム」に沸く 10 年前
であった。良好な国際環境を活用して年率 5% の持
続成長を遂げ、2025 年までに一人当たりの所得は倍

増すると、その経済的躍進を展望したのである 1。
実際、「ブーム」を背景にした長期の経済成長と、

条件付き現金給付政策など社会政策の効果もあり、
貧困削減が進み、ジニ係数が低下、低所得層の購買
力が上昇した。その中で、「中間層の台頭」が、国際
機関から注目を集めた。2000 年から 2015 年までの
間に、貧困層人口（1 日当たりの収入 4 米ドル以下）
は 43% から 23.6% に減じ、基盤の「固い」中間層（同
10 から 50 ドル）は 21% から 34.5% に増大、その間
にあって貧困層から脱した「脆弱な」中間層（同 4
から 10 ドル）は 34% から 39.4% と約 40% に達して
いる。双方含め、中間層は総人口 6 億人の約 55% か
ら 75% に増大したのである 2。

「ブーム」終焉後の経済後退
しかし、まもなく楽観主義は暗転、各国は厳しい

現実と向き合うことになった。すでに 2013 年の初め、
IBRD（世界銀行）は「中間層の台頭」を分析した報
告書において、「過去 10 年間に享受したような良好
な国際環境にもはや頼ることはできない」とし、環
境の変化しだいで貧困層に戻るリスクを抱えた「脆
弱な中間層」にとって、ミドル社会の到来に寄せた「期
待感が絶望に代わるリスクがある」と警告していた 3。
同年 6 月には、ブラジル サンパウロでバス料金の値
上げに端を発した大規模な抗議行動が起き、全国に
広がったのである。

2014 年、中国経済の減速や米国の量的緩和の縮小

ラテンアメリカをめぐる

騒乱の背景を探る

2010 年代末に起きた社会騒乱の連鎖をどう読むか
遅野井 茂雄

2019 年に政府への抗議運動が、エクアドルに始まりチリ、ボリビア、コロンビアへと波
及し、世界に大きな衝撃を与えた。今なぜ、ラテンアメリカで抗議運動が起こり、ここま
で拡大した原因はどこにあるのか ?それぞれ異なる要因、共通する問題があることを南米
全体で俯瞰し、この 4か国と長く政治の混乱と経済の停滞が続くカリブ地域のハイチを加
えて、専門家が解明する。

特集
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を背景に頼みの資源価格が下落、以降、中南米諸国
は一人当たりの GDP 成長率で、年平均でマイナスに
沈み、2010 年代は新たな「失われた 10 年」となった。
昨年は GDP 成長率 0.1%（CEPAL：国連ラテンアメ
リカ・カリブ経済委員会）と、近年はサブサハラを
含む新興地域にも大きく水を空けられ、中南米は世
界経済において存在感を失った。本 2020 年は 1.3%

（CEPAL）と予測されているが、新型肺炎の発生も
あり回復はまったく望めず、まさに「中所得国の罠」
に陥った感が否めない。

特に南米諸国は、モンテロ報告が「ブーム」時に
こそ必要と自制を込めて指摘したような構造改革の
努力を怠った。低い生産性の向上、付加価値を持つ
生産部門の拡大、インフラの改善、教育の質の向上、
インフォーマルセクターの改革と社会保障の拡充、
そのための税収の拡大などの努力である。時にグロー
バル化に背を向ける保護主義政策をとり、流れ込ん
だ潤沢な収益を、国民の支持につながる安易な社会
政策に注ぎ、一時の高止まりした資源価格に依存し、
結局はその急落にともなう悪循環に再び陥ったと言
うことである。

もとより、経済後退によって変動のすべてが説明
できるわけではない。だが、「ブーム」時に著しい改
善をみせた社会指標が悪化に転じ、国民の不満から
各国で政権交代や社会抗議につながったことは明ら
かである。特に「ブーム」を謳歌し長期にわたり政
権に就いてきた左派ないし中道左派政権は、「ブーム」
の終焉とともにマクロ経済の安定を損ない、経済悪
化を強いられ、国民の支持を失い、いずれも政権交
代となるか、経済破綻に直面した。選挙があるとき
は政権交代に、ないときは抗議行動につながる傾向
を持ったと言えよう。

民主主義・公的制度に対する不満の増大
経済の後退にともなう国民の不満の高まりは、「ラ

ティノバロメトロ」（サンティアゴに本部を置く国
際 NGO で、ラテンアメリカ全域で世論調査を実施）
の報告にみるように明らかである。民主主義に対す
る満足度は 2010 年をピーク（44%）に毎年漸減し、
2018 年には最低の 24% に落ち込んだ。政府に対する
支持もピーク時（2009 年）の 60% から 32% と最低
である。中南米では、長らく民主主義を支える政党・
政治家、議会や司法など制度に対する信頼度は 10 〜
20% 台と低く、そこにオデブレヒト社（ブラジルの

最大手総合建設企業）などによる地域全体を巻き込
むかつてない汚職構造が露見し、そうした不信の構
造を強めてきた 4。2018 年は、一部で民主制度の変
質と独裁化が進み、他方で大統領選挙でも制度を重
視しない左右のポピュリスム候補者がメキシコ、ブ
ラジルで勝利した。

また教育や保健、治安など公共サービスを担う公
的制度に対する満足度は低く、とくに経済の後退に
ともないその不満が強まった。公共制度に対する不
満の高まりが、「資源ブーム」を背景に増大した中
間層の期待感と挫折を反映したものであることは、
OECD などの国際機関の報告において分析されてき
たところである 5。

社会政策の恩恵を受け「脆弱な中間層」となっても、
公的サービスへのアクセスが自動的に保障されるわ
けではない。ましてインフォーマルセクターの中間
層は経済後退の影響を受けやすい。他方で、社会政
策の恩恵を受けなかった「堅固な中間層」は、公共
サービスの質が改善されないとなると不満が昂じや
すい。所得水準のさらに高い上位の中間層は、そも
そも質の悪い公共サービスを頼りにせず、教育・保
健や治安に至るまで民間サービスに依拠するのが普
通で、納税者意識は低く、公共制度の向上に対する
税負担の増大に理解は乏しい。

長期左派政権の崩壊
PT（労働者党）政権下での大規模汚職の露見を介

し、反政府抗議活動の勃発において先行したのはブ
ラジルであった。大統領弾劾から右派暫定政権に移
行、2018 年の選挙で極右政権の誕生となった。アル
ゼンチン（キルチネル政権）、エクアドル（コレア政
権）でも同じように政権交代が続いた。またベネズ
エラでは、チャベス死後（2013 年）の後継政権の下
で経済破綻から政権の独裁化が強まり、昨年初から
国際社会を二分する危機となったが、ニカラグア同
様、地域協力の枠組みが分裂する中で長期政権は命
脈を保っている。

長期左派政権の中で、例外的にマクロ経済の安定
に腐心し公共投資をテコに成長を維持してきたのが
ボリビアのモラレス政権である。先住民の地位改善
につなげた同政権だが、資源の国有化により生じた
余剰に依拠した「共同体的生産モデル」が限界に達
し、外貨準備高が急減した。自ら制定した 2009 年憲
法下で禁止された連続 3 選に強引に出馬、集計時の
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不正の疑いから非先住民系の反政府暴動を呼び起こ
し、辞任・亡命となった。5 月 3 日に予定された選
挙管理のための右派の暫定政権下で、外交経済政策
は急展開をみせている。ウルグアイでは 2004 年から
続いた拡大戦線政権が 19 年の選挙で敗れ、保守政権
に交代した。

反対にエクアドルでは、左派政権の後継として登
場したモレノ政権が、自由主義経済に転換、10 月
IMF の支援を受けてガソリン価格の補助金を撤廃
すると、先住民・労組の反乱に直面、補助金撤廃を
見合わせる事態となった。同じくアルゼンチンで
は、マクリ政権が通貨下落による経済危機に襲われ、
IMF の支援を受けつつも、2019 年インフレ率 55%、
貧困人口 35% に達する中で、選挙で左派のペロン党
に再度政権を譲った。

「太平洋同盟」諸国に及んだ連鎖
社会危機の連鎖は左派政権に止まらず、「太平洋同

盟」のチリやコロンビアに及んだ。ペルーと同様、
グローバル市場との連携を強め、マクロ経済の安定
を軸に高い実績を維持、悪化する外部環境に対して
は、「ブーム」時の財政黒字をテコに反循環型の刺激
策を採用し成長を維持してきた国々である。いずれ
も厳しい経済環境の中、政権交代した保守政権の下
で起きた想定外の大規模な反政府抗議の連鎖拡大で
あった。

一方、ペルーでは国民の不満は議会選挙によって
吸収された。選挙で選ばれたすべての元大統領と 2
人の元リマ市長が汚職容疑で勾留・起訴されている

（ガルシア元大統領は自殺）。その中で、世論の支持
を頼りに汚職対策の改革を進めるビスカラ大統領が、
独自の憲法解釈で野党の支配する議会を電撃的に解
散し奏功したものだが、生じた政治危機と汚職の摘
発の連鎖によって公共投資や開発プロジェクトが遅
延、経済の後退は否めない。

メキシコでは、すでに大きな政治変動を経験して
きた。資源輸出に依存した南米と異なり、NAFTA
を通じたバリューチェーンへの組み入れの下で北米
市場への製造業の輸出拠点となったが、その有利な
環境を社会指標の改善や持続成長につなげることは
できなかった。安価な労働コストに依拠し、国内市
場の効率的な統合が進まず、12 年に及ぶ麻薬戦争
にともなう治安の悪化が障害となった。そこに汚職
と相まって既存政治への不満が昂じ、2018 年、歴

史的勝利で新興左派政権（ロペス・オブラドール
AMLO）への交代となったが、政権の経済政策に対
する不確実性から 2019 年はゼロ成長となった。

チリ暴動の衝撃
中でも、大きな衝撃を与えたのは、自由市場経済

の成功物語を体現し、ピニェラ大統領自ら「安定し
た民主主義をもつオアシス」と誇示したチリの抗議
活動であった。地下鉄の料金値上げに因る 10 月 18
日の学生の抗議が、目を疑うばかりの暴力を交えて
の大規模な反政府抗議活動として全国に拡大、発展
振りを披露する舞台となるはずの国際会議（APEC
首脳会議と COP25）は開催を断念せざるを得なく
なった。

チリの事例は、高位中所得国に位置づけられる中
南米諸国全体に共通する課題を突き付けている。一
人当たりの GDP の上昇や、購買力に基づいて貧困削
減の成果を誇ってきた状況に冷水を浴びせ、植民地
時代からの遺制である不平等構造に改めて警鐘を鳴
らしたのである。同時に、所得水準において先進国
の仲間入りを果たした国において、教育、医療、年
金など公共サービスにおいても先進国並みのものが
国民に等しく提供されるような統治のあり様が鋭く
問われたと言えよう。

社会危機は、経済状況の改善が期待できない中で
短期的に収まることはないだろう。チリの抗議活動
も 4 月 26 日に予定された新憲法制定に向けた国民投
票の動きにも関わらず収拾の目途が立たない。最も
制度化が進んだ国で、既存の政党や制度に対する支
持率は一桁台まで急低下しており、人々の離反は決
定的である。軍政の課した憲法を新たに制定し、国
民の社会経済権利を謳い、開発における国家の役割
を見直すのは是としても、憲法の改正で格差が是正
されるわけではない。むしろ期待感が高まれば危険
ですらある。OECD 諸国の中で最も格差が大きい国
において、低い租税負担率の向上や間接税に比重が
高い税制の改革、軍政が敷いた制度の目玉でありな
がら低所得層の生活にとって厳しい AFP（積立て型
年金制度）など、国民生活に直結する改革が求めら
れている。

また抗議活動が従来の上意下達的な組織的運動と
異なる点も、政治交渉での解決を困難としている。若
者を中心に SNS を介し抗議活動は同時多発的に大規
模となるが、ジェンダーなどの個別多様な要求が噴出、
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政治代表の断片化を特徴としているからである。
フランスのパリでも見られたような暴力・略奪行

為は、外部勢力による陰謀説に与しないとしても、
理解を越えるものがある。治安当局による対応も課
題である。

社会的な流動性を抑制してきた中南米の階層社会
において、所得のみならず、教育、住居地域、人種、
ジェンダー、地域間など格差の構造は広く深いもの
がある。「特権の文化」（CEPAL）も含め、急激な格
差の是正は、社会の分断を一層強める動因となりか
ねない。

チリをはじめ、社会騒乱や政治危機を契機に、多
くの国で軍の影響力が増大している。この中でいか
に民主的な統治の下で、個別利害を乗り超えて、実
行性のある社会的な合意を見出していけるかが課題
である。長期的構造的な視点から、開発のあり様を
再考できるか、中南米は政治的に重要なタイミング
に立ち至ったと言えよう。（3 月 8 日記）

＊
【付記】

新型コロナウイルス（COVID-19）の世界的な蔓延
から中南米諸国も免れることはできず、3 月第 2 週
目に入ると、ほぼすべての国で感染者が確認され、1
週間で感染者数が倍増する勢いで広がっている（4
月 7 日午後 2 時現在、感染者数 37,046 人、死者数 1,407
人、PAHO（汎米保健機構）による）。

コロナ危機の影響で、本稿執筆時点から地域情勢
は一変しており、政治日程など、本稿が前提とした
情報や条件にも大きな変化が生じている。

先行した他地域での感染防止策に沿って、非常事
態宣言が発令され、都市封鎖などの行動を厳しく制
限する措置が概ね執られており、経済への影響は甚
大なものとなることが予想される。CEPAL は、今
年の GDP 成長率をマイナス 1.8% から 4% に落ち込
むと予測しているが、終息の見通しも立たない中で、
景気後退が続いてきた中南米地域は、かつてない不
況に晒される可能性が高くなった。

当面は集会の禁止など強制力をともなう感染防止
策が、社会騒乱への勢いを抑える効果を持つであろ
うが、失業率の急増はもとより、脆弱な保健医療体
制を考えれば、コロナ危機の及ぼす社会的な影響も
計り知れないものがある。ウイルスに対抗する国家
の能力と社会の対応力が各国で試されており、その
結果しだいでは、世界恐慌を経て 1930 年代に地域を

襲ったような政治社会変動に直面するかもしれない。
（4 月 8 日記）

（おそのい しげお　筑波大学名誉教授）

1	 �Luis Alberto Montero, La década de América Latina y el Caribe, 
una oportunidad real, IDB, 2011 

	 （�http://idbdocs.iadb.org/wsdocs/getdocument.
aspx?docnum=36197933）

2	 OECD, Latina American Economic Outlook 2018 
	 （http://www.latameconomy.org/EconomicOutlook/）
3	 �World Bank, Economic Mobility and the Rise of the Latin American 

Middle Class, 2013 
	 （�https://openknowledge.worldbank.org/bitstream/hand

le/10986/11858/9780821396346.pdf?sequence=）
4	 �Latinobarómetro, Informe 2018

	 （http://www.latinobarometro.org/lat.jsp）
5	 OECD, Latin American Economic Outlook 2019

	 （http://www.latameconomy.org/EconomicOutlook/）
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はじめに
1990 年の民政移管以来、比較的豊かで政治的に安

定していたチリで 2019 年 10 月 18 日から暴動が相次
ぎ、多くの死傷者も出るなど、過去数十年で最大の
混乱に陥った。公共交通機関の運賃 4% 引き上げ（日
本円にして 5 円）が引き金となって発生したデモは、
経済格差や権力濫用と腐敗などのより深刻な政治社
会問題への抗議行動に発展した。過激な抗議活動が
再び盛り上がると懸念されていた 2020 年 3 月にも抗
議デモが断続的に発生しており、ピニェラ政権はそ
の鎮静に躍起となっている。デモは何故、暴動化し
たのだろうか。政府には打開策があるのだろうか。

デモが暴徒化した原因
今般のチリにおけるデモの背景には 2003 年から

2014 年の約 10 年間続いた資源ブーム後の経済停滞
から生じる失望感に加えて、上流階層との経済・社
会格差が拡大したことに対する中間層の怒りがある。
バチェレ大統領の第 1 次（2006 〜 10 年）、第 2 次

（2014 〜 18 年）政権と第 1 次ピニェラ政権（2010 〜
14 年）は、従来の政権とは異なり、ある意味で「変
化」を意味するもので、国民の期待が膨らんでいた
が、それが裏切られたことで国民の怒りが爆発した
といえる。したがって、チリの反政府デモは、2018
年 11 月に始まったフランスの「黄色いベスト」抗議
活動との共通点がみられる。フランスの場合は燃料
コスト、チリでは地下鉄料金の値上げが引き金となっ
たが、抗議活動は当初の要求を遥かに超えて膨張し、
不平等やその他の社会問題に対する一般的な要求へ
と拡大していった。ピニェラ大統領は打開策として、
フランスのマクロン大統領が提唱した「国民的議論」
の枠組みをチリでも活用していく方針だと発言する
場面もあった。

抗議デモに対するピニェラ大統領の当初の対応が
誤っていたと指摘する報道は多い。デモ発生当時政
府は平和的にデモ行進する大半の市民と、地下鉄の
駅を燃やし店舗のショーウィンドウを壊した暴徒と
を区別することなく、人々の行動を非合法的な行動
だと強く非難し、夜間外出禁止令をともなう非常事

態宣言を発令、事態の鎮静に 9,000 人以上の警察官
と軍を出動させた。夜間外出禁止令は、ピノチェッ
ト将軍による独裁政権時代の記憶を呼び覚ますもの
でもあった。しかし、軍事政権時代を経験したこと
がない若年層はこのような政府の強硬措置に対して、
威圧感を感じながらも必要とあれば治安当局と衝突
することも辞さない姿勢をみせた。抗議デモの取り
締まりの責任者としてチャドウィック前内務・治安
相に対する弾劾決議案が 12 月に可決された。ピニェ
ラ大統領に対しても弾劾決議案が提出されたが、議
会で棄却された。UNHCR（国連難民高等弁務官事務
所）は、市民の抗議集会中に人権の侵害があったと
する報告書を出した。皮肉にも同事務所を率いるの
はバチェレ前大統領である。

抗議デモが続いている現状からすると、国民はピ
ニェラ大統領がデモの鎮静に向けて提案した「新し
い社会的アジェンダ」には満足していないことが分
かる。チリでは貧困層（特に極貧）は急減したが、
所得分配と所得以外の分野での格差が顕著化してい
る。チリは OECD（経済協力開発機構）加盟国のな
かでも所得格差が甚大な国の一つでもあるとともに、
縁故主義や血縁関係等に基づく硬直的な社会構造が
顕著であり、それに対する反感、特権階級および議
会・政党及び政治家に対する嫌悪感は特に強い。また、
企業間での価格協定の慣行、大企業による脱税、多
種多様な機関における汚職腐敗は近年チリのマスメ
ディアを騒がせている。右派政党連合とバチェレ政
権がそれぞれ政治献金の違法疑惑で提訴されたこと
もあった。このような社会の脆弱性への不満が SNS
等によって拡散伝達されていった。

こうしたビジネスマン、政界、軍隊、警察にまつ
わる汚職腐敗事件の増加が権力者に対する国民の不
満と怒りを招く。富裕層がより豊かになる一方で、
一般労働者の賃金は生活費の上昇に追いついていな
い。チリの失業率は 7% にとどまってはいるものの、
全労働者のほぼ 3 分の 1 が自営業者か家事労働者で
ある。多くの場合、正規契約ではなく本給以外に支
給される恩給・有給休暇・健康保険などの付加給付

チリで起こった抗議デモが
なぜ暴動化するまでになったのか ?

桑山 幹夫
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も限られている。また、正規雇用者の多くが短期契
約で働いている。女性と若年層の雇用率が OECD で
最も低い国の一つでもある。世帯主である数十万人
の女性が正規雇用されておらず、この状況を改善す
るには、柔軟性をともなう勤務時間制やパートタイ
ム体制、近代化された解雇手当制度、職業訓練、法
的効力を持つ差別禁止法等が必要になるが、このよ
うな経済改革の実施には時間がかかる。

また近年、年金制度の改善が国民の大きな要求事
項の一つとなっている。チリの AFP（個人拠出年金
制度）は海外から称賛されてきたが、その現実は複
雑である。現在の年金制度は 1982 年にピノチェッ
ト軍事政権下で創設されたが、その制度の擁護者が
多い反面、反対者も少なくない。2016 年には約 60
万人が年金基金を運営する AFP 制度の打ち切りを
求めてデモを行なった。現行年金制度への反対運動

（NO+AFP）を主導するグループは年金管理機関が
「わが国で最も裕福な投資家の隠し銀行と化してい
る」と批判する。一般国民が受け取る年金は、富裕
層や軍関係者のそれとは大差がある。一般国民の年
金額が少ないだけでなく平均寿命が伸びていること
から、退職後 20 年以上をカバーする年金制度に対す
る期待が高まっていた。

また、チリの医療システムは、FONASA（国民健
康基金）と呼ばれる公的保険と ISAPRE（年金健康
機関）と呼ばれる民間保険の混合モデルで運営され
ているが、CASEN（全国社会経済特性調査局）によ
ると、民間の ISAPRE 制度を利用できるのは国民の
20% 未満であるのに対し、FONASA に加入する人口
は 80% に達している。近年、公的保険は改善されて
きているとはいえ、病院や医師、技師の不足、健康
診断・予防接種などの保健サービスを含むプライマ
リケアが不十分であること、患者の治療待機期間が
長すぎることなど、未だに多くの問題を抱えている。
一方で、民間運営の ISAPRE に対する不満は、医療
プラン価格の上昇、保険の対象となる治療のカバレッ
ジが限られていることと関係している。

さらに、国からの補助金を必要とせずに質の高い
持続可能な公共交通機関をサンティアゴ市に導入す
ることを目的として「トラン・サンティアゴ」が
2007 年 2 月に導入されたが、交通事情は今日でも首
都サンティアゴが直面している最大の問題の一つと

なっている。現在でもバスや地下鉄の長い待ち時間、
通勤通学時間の遅れと相まって、運賃が割高である
との批判が多い。過去 12 年間でシステムの再編、路
線の変更、不測事態への対策などに多額の投資がな
されたにもかかわらず、市内を毎日移動する大勢の
市民の交通輸送のニーズに効率的に対応できていな
いのが現状だ。無賃乗車率も今なお高く、同システ
ムは引き続き赤字で運営されている。

教育制度についての不満も高まっている。2006 年
に高校生がより質の高い教育制度を求めて、「ペンギ
ン革命」の呼称で知られる学生運動を始めた。同年
5 月には 79 万人の学生が全国各地で暴動やデモ行進
を行った。同年 3 月に発足したばかりの第 1 次バチェ
レ政権は大きな政局危機に直面することになった。
その後 2011 年にも自分たちの要求が満たされていな
いとして学生が抗議活動を復活、教育制度改革を目
指して当時政権を担っていたピニェラ大統領に圧力
をかけた。こうした要求を受けて、第 2 次バチェレ
政権下の 2015 年 1 月に「初等・中等に関する教育制
度改革」が国会で承認された。加えて、2016 年 1 月
に高等教育の無償化に向けた法案が可決され、家庭
の所得水準が下位 50% である学生の学費が無償化さ
れた。これらの改革で教育制度は改善されたように
みえるが、教育は社会的流動性に直結するため、多
くの専門家は未だに改革すべき点が多いと指摘する。

抜本的な打開策はあるのか?
個人の政治思想とは関係なく、国会議員が国民の

生活の質を向上させることを目的に、「国民の対話」
（Diálogo Nacional）を進めてコンセンサスに基づく
政策を打ち出す必要があるとの認識がチリ国内で高
まっている。だが、政治家と対話して合意に達した
としても、政治家や支配層に対する市民の信頼が回
復されなければ、「国民の対話」が問題解決にどれだ
け役立つのか疑問視する専門家もいる。CEP（公共
問題研究所）の最新の調査によると、有権者のわず
か 19% しか特定の政党を支持しておらず、これまで
のような左派中道連合と右派連合との 2 大政党連合
を軸とする政治体制だけでは迅速に問題に対応する
ことは難しくなっている。加えて、国民のチリ議会
に対する信頼度はさらに低下している。支持率が 6%
に過ぎないピニェラ大統領が抜本的な改革を打ち出
せるとは考え難い。
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一連の抗議デモで要求された重要事項のなかに、
ピノチェト軍政下で起草された 1980 年憲法の書き換
えがある。現憲法はこれまで 200 以上の事項につい
て改定が行われてきた。1989 年にマルクス主義など
の特定の政治思想を実質的に禁止するような政治多
元主義を制限する条項が廃止された。2005 年にはラ
ゴス政権下で任命上院議員および終身上院議員の廃
止、大統領の軍総司令官および警察軍長官の罷免権
の復活、国家安全保障委員会の大統領諮問機関への
改編が達成された。また第 2 次バチェレ政権は、法
案の可決及び新法制定に必要な票数の統一（以前は
法律によって可決のために必要な票数が異なってい
た）、加えて議会を通過した法案の合憲性判断を憲法
裁判所が行う制度の廃止、などの憲法改正を進めた。
しかし、現憲法のままでは国家は健康、教育、社会
保障に関係する国民の利益を直接に提供しない「補
助的国家」（Estado Subsidiario）と化していること
が問題だとする見方が強い。先住民グループやその
他の少数派の権利が未だに確保されていないとの認
識もある。

まとめと今後の展望
ピニェラ大統領は暴動後の社会政策の一環として、

基礎連帯年金の 50% 引上げ、最低賃金の保証、健康
保険の改善、医薬品の値下げ、光熱費・水道料金お
よび公共交通機関の凍結または引下げ、最も脆弱な
130 万世帯に対する一時給付金の支給（世帯平均 10
万ペソ）といった一連の政策を発表した。これらの
措置は国民が抱えるピニェラ政権に対する反感を一
時的にでも和らげる役割を果したかもしれないが、
経済社会が健全なかたちで回復成長しない限り、格
差を永続的に縮小することは不可能であることは大
統領自身も国民も理解しているはずだ。2019 年 11
月 15 日には、新憲法制定に向けた国民投票などにか
かる憲法改正条項改正法が公布された。2020 年 4 月
26 日に行われる国民投票では、①新憲法制定を希望
するか否か、②新憲法を起草する組織として、制憲
混合代表者会議または制憲代表者会議のどちらを希
望するか、が問われることになっている。しかし、
新型コロナウィルスの影響により、国民投票は 10 月
まで延期されることになった。

2017 年の大統領選では、ピニェラ候補はバチェレ
前政権で一時的に頓挫した改革路線を引きついで、
経済刺激政策と社会福祉政策を推し進めていくと期

待された。よって、今回の抗議デモの原因は現ピニェ
ラ政権に対する不満だけではない。チリの政治体制
全般、そしてすべての政党に対する不満である。抗
議活動の背景にはピノチェット軍事政権から尾を引
く体制への批判だけでなく、社会福祉政策を公約通
りに実行できなかった中道左派政権の責任もある。

一般的にチリでは抗議デモは珍しくなく、学生、
フェミニスト団体、民間年金や民間医療保険制度の
改革を求めるグループなど、これまでも多くの団体
組織が改革を求めて活動してきた。また、2017 年に
生まれた「拡大戦線」（フレンテ・アンプリオ）連
合のような「新興中産階級」の動きもある。これら
の動きは政治の非政治化プロセスをともなうもので、
伝統的な政治組織とは異なる新しい体制をつくりあ
げる。今般の抗議運動の参加者の多くは労働組合の
会員でもなく、特定の政党を支持する者でもない。
与党勢力は暴動化を共産党と拡大戦線の責任として
非難したが、抗議運動を主導する政党や組織は事実
上皆無に近いように思われる。今般の一連の抗議活
動は、単純に左派・右派のイデオロギーの対立と言
えるものではなく、むしろ既成の権威体制（エスタ
ブリッシュメント）の否定と考えられる。

チリ一般国民の格差・不平等に対する不満は所得
分配に関するものだけでなく、市民としての基本的
な権利の保証に係るものだと考えられる。「社会契約」
を書き直し、市民の怒りの根源に決定的に対処する
唯一無二の機会が到来したのかもしれない。しかし、
言うまでもなくそれには多くのリスクがある。チリ
がこれまで成し遂げてきた政治経済面での成果が幻
想であったと有権者が結論付けてしまい、「角を矯め
て牛を殺す」ことがあってはならない。ピニェラ大
統領は暴動そのものを鎮めるよりも、自身の選挙戦
で公約した経済成長、雇用創出、犯罪防止のスロー
ガンを推進し、チリがこれまで展開してきた市場開
放モデルを修正しながら、より具体的なロードマッ
プを速やかに提案していかなければならない。

（くわやま みきお　神戸大学経済経営研究所 リサーチ・フェロー、

ラテンアメリカ協会ラテンアメリカ・カリブ研究所 シニア研究員）
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2019 年 10 月 20 日に実施された大統領選挙の最終
結果公式発表では、与党 MAS（社会主義運動党）の
モラレス大統領が 47.08% の得票率で、36.51% のメ
サ元大統領に 10% 以上の差を付け、第 1 回投票で勝
利した。一方、選挙の開票プロセスにおける不正疑
惑を契機として、ボリビアの政情は急激に不安定化
し、全国各地でモラレス政権支持派と反モラレス政
権派による抗議活動や道路封鎖、そして双方の抗議
団体間や警察との間で衝突が生じた。10 月 31 日か
ら OAS（米州機構）の選挙監査チームによる監査作
業が開始されたが、国内の社会的騒擾が急速に拡大、
激化したことを受け、11 月 10 日にモラレス大統領
は辞任を表明し、メキシコに亡命した（その後、ア
ルゼンチンに亡命）。この結果、権力の空白が生じ、
治安が急速に悪化する中、11 月 12 日、アニェス上
院議員（第二副議長）が上院議長に、そして大統領
に暫定的に就任した。2020 年 1 月には、新たな選挙
日程が公示された。

この間の社会的騒擾により死者 35 名、負傷者 832
名が発生した。以下、その経緯を振り返るとともに、
2020 年 5 月に予定される新たな選挙の見通しについ
て紹介したい（3 月 26 日、新型コロナウイルスの影
響で総選挙を 6 月 7 日～ 9 月 6 日の間に延期する法
案が国会に提出された。）。

大統領選挙前の動向
2019 年 10 月の政情不安を分析するためには、2016

年 2 月 21 日の国民投票まで遡る必要がある。2009
年に公布された新憲法は、大統領の任期は連続 2 期
までと規定しているため、3 期目の再選を目指すモ
ラレス大統領は、憲法改正のための国民投票を実施
した。国民投票の結果は、賛成 48.70%、反対 51.30%
となり、僅差で憲法改正が否決された。にもかか
わらず、 2016 年 12 月の MAS 全国党大会において
は、モラレス大統領の再出馬が決定された。その後、
2017 年 11 月、憲法裁判所は、米州人権規約第 23 条「い
かなる人も選挙で選出される権利を有する」との規
定が、連続 3 選を禁止する憲法第 168 条よりも優位
に立つとの根拠により（憲法第 13 条第 4 項は、人権

関連の国際条約は国内法規に優位に立つと規定）、大
統領ほかの「無期限再選」を認める判決を発出した。

2018 年 12 月 TSE（最高選挙裁判所）は、17 年 11
月の憲法裁判所判決が 16 年 2 月の国民投票の結果よ
りも優位に立つとして、モラレス大統領の再立候補
を認める決定を行った。同判決の発出前後から、反
モラレス派市民・団体は、国民投票が実施された日

（2016 年 2 月 21 日）を示す「21F」及び「ボリビアはノー
と言った」をスローガンとして、全国各地で大規模
な抗議活動を継続的に実施した。

もう一点特筆されるのが、四権の一角を成す TSE
に対する不信感の増大である。選挙裁判所の職員は
全国で約千名いるが、2018 年以降、TSE 幹部及び職
員の辞職及び解雇が相次ぎ、18 年は約 70 名、19 年
は 5 月までに約 50 名が辞職又は解雇された。18 年
10 月にはウリオナ長官及びエクセニ副長官が、「TSE
の最高意思決定機関である大法廷において、重要な
問題に関する意思決定が行えなくなる状態に陥った」
との理由により辞任した。TSE 判事は国会が選出す
るが、上・下両院で MAS が 3 分の 2 以上を占めて
いるため、TSE の 7 判事のうち、チョケ TSE 長官
を含む 5 判事が MAS に近い判事と見られていた。
また、幹部職員が辞職した情報通信技術局と選挙プ
ロセス局は、選挙関連データの登録や集計作業を所
管する部署であるため、選挙結果が操作されるおそ
れがあるとの見方が広まった。

以上が 2019 年 10 月 21 日以降の社会的騒擾の直接
的な契機となったが、その背景として、06 年以降約
14 年続いたモラレス政権に対する反発が挙げられる。
反モラレス派は、モラレス政権が、国会で 3 分の 2
以上の議席を有する MAS を通じ、行政府のみなら
ず、立法府、司法府も押さえ、政権に有利となるよ
うな各種施策や反 MAS 派の政治的迫害を行ってお
り、このような権威主義的かつ恣意的な手法によっ
て民主主義が危機に瀕していると訴えた。また、先
住民基金を巡る汚職事件を始め、数多くの汚職事件
及び疑惑が政権批判を強めた。

一方、モラレス政権は、反ネオリベラリズムを掲
げ基幹産業の国営化等を推進したが、2014 年半ばま

ボリビア大統領選挙後の政情不安とやり直し選挙
了泉庵　達士
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で続いた一次産品の国際価格高騰の恩恵もあり、政
権期間の平均 GDP 成長率は約 4.9%、一人当たり
GDP は約 1,000 米ドルから約 3,400 ドルに増加、極貧
層は 38% から 15% に低下、最低賃金は 55 ドルから
300 ドルに増加し、中間層が拡大する等、マクロ経
済政策では成功を収めた。2019 年 10 月の大統領選
挙では、メサ元大統領も、モラレス政権の経済政策
を基本的には踏襲すると述べていることから、経済
政策や貧富の格差が今次の社会的騒擾の背景となっ
たとは考えられない。

モラレス大統領辞任までの経緯
10 月 20 日の投票日には、執筆者も複数の投票所

で選挙監視を行ったが、国内・国際選挙監視団によ
る監視の下、暴力的行為は発生せず、投票自体は平
穏裡に実施された。（写真 1）問題が発生したのは投
票終了後である。TSE は 20 日 19 時 40 分、開票率
83.76% の時点で、TREP（開票結果送信システム）
による暫定開票結果を公表した（モラレス大統領
45.71%、メサ元大統領 37.84%）。

憲法上、1 回目の選挙において、50% ＋ 1 票を獲
得した候補がいない場合、又は 40% 以上を獲得しか
つ次点候補との間に 10% 以上の得票差をつけた候補
がいない場合、45 日以内に上位 2 名による決選投票
が実施されると規定されている。

20 日 20 時 30 分、メサ元大統領は、TREP の暫定
結果及び二つの民間団体による出口調査結果（モラ
レス大統領 43.9 ～ 44%、メサ元大統領 38.7 ～ 39.4%）
を踏まえ、決選投票に進むとの勝利宣言を行った。
この宣言に触発されたものと思われるが、21 時 30
分には、モラレス大統領も勝利宣言を行った。一方
TSE は、20 日 19 時 40 分の TREP の開票結果の公
表後、データの更新を丸一日中断した。21 日 19 時
頃に更新が再開された時（開票率 95.63%）には、そ

れまでの傾向が変動し、モラレス大統領がメサ元大
統領に 10% 以上の差を付けていた（モラレス大統領
46.87%、メサ元大統領 36.73%）。10 月 21 日、OAS
はプレスリリースを発出し、TREP の開票結果が大
きく変動したことは説明困難であると指摘した。23
日、OAS 選挙監視団は暫定報告書を提出し、今次選
挙手続における各種問題を踏まえ、決選投票を実施
するのが最良の選択肢であると勧告した。

TREP の公表中断を契機に、開票プロセスに不正
があったとして、ボリビア全土において反モラレス
派による抗議活動が発生した。（写真 2）複数箇所で
暴動に発展し、県選挙裁判所の建物や投票箱の放火、
MAS 関係者への脅迫や自宅の放火等が発生し、数多
くの政府高官等が辞任を表明、治安が急速に悪化した。

10 月 21 日モラレス大統領は、選挙不正疑惑に関連
した批判を受け、OAS による監査を要請し、同監査
結果に「法的拘束力」を持たせるとの OAS 側の条件
を飲み、31 日から監査チームによる作業が開始され
た。一方、21 日、メサ元大統領は、OAS の監査結果
を受け入れないとの声明を出した。11 月 1 日、TSE
の全判事は、選挙の公式最終集計結果を採択・署名し、
モラレス大統領の勝利が確定した。

11 月 2 日、カマチョ・サンタクルス市民委員会委員
長がサンタクルス市内の大集会において、モラレス大
統領に 48 時間以内の辞任を求める最後通牒を突きつ
ける、国軍に対しては、市民の側に立つよう求める書
簡を発出する、と述べたことが大きな転換点となった。
この発言は反モラレス派を大いに勇気づけ、全国各地
における抗議活動が拡大、激化し、連日、警察やモラ
レス支持派との衝突が発生し、負傷者数が急増した。

11 月 8 日夕刻、ボリビア国家警察コチャバンバ県
本部機動隊が造反したことを契機として、9 日まで
に全 9 県の県本部において造反が発生した。11 月 9
日午後、モラレス大統領は、カトリック司教会議ほ

写真2：ラパス市内における抗議活動（2019年 10月 23日）写真1：投票所における開票作業（2019年10月20日）
	 （写真はすべて執筆者撮影）
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かの助言に基づき、野党との緊急会合を呼びかけた
が、即時に拒否された。10 日早朝、アルマグロ OAS
事務総長は、選挙の無効及び新たな TSE 判事による
新たな選挙の実施を勧告した。カトリック司教会議
も、モラレス大統領に対して選挙のやり直しを助言
した。その直後、モラレス大統領は選挙のやり直し
を発表したが、反モラレス派は即時に拒否し、同大
統領の辞任を求めた。

11 月 10 日午後、カリマン国軍総司令官及びカル
デロン国家警察長官は、モラレス大統領に対して辞
任を助言した。同大統領の最大の支持母体の一つで
ある労働総連も同様に辞任を助言した。その直後、
モラレス大統領は、ラパス市から自身の支持母体の
あるコチャバンバ県チャパレ地方に大統領専用機で
移動し、ガルシア・リネラ副大統領と共に辞任を表
明するに至った。12 日、同大統領はメキシコに政治
亡命した。（写真 3）

アニェス暫定大統領の就任
11 月 10 日午後にモラレス大統領が辞任を表明し

たことにより、一時的に権力の空白が生じた。警察
も全ての県本部で造反が発生したため、充分な治安
維持機能を発揮できず、10 日夜以降、治安は急速に
悪化した。12 日、アニェス上院第二副議長（野党国
民統一党）は、上院が定足数（議席数の過半数）を
満たさない中、上院規則第 41 条（上院議長及び第一
副議長が不在の場合、第二副議長が上院議長に就任
する）に基づき上院議長に就任、直ちに上・下両院
本会議を招集し、憲法第 169 条第 1 項（大統領が不
在となる場合、副大統領、上院議長、下院議長の順
番で継承する）及び第 170 条（大統領が死亡、辞任、
不在等となる場合、大統領職を停止する）に基づき
暫定大統領に就任した。これに先立ち、同日、憲法

裁判所は、2001 年 7 月 31 日付憲法宣言第 0003/01
号を引用し、大統領継承においては、憲法第 169 条
第 1 項が適用されるべきとの声明を発出した。

11 月 13 日、アニェス暫定政権が発足した。暫定
政権の主要目的は、国内の治安回復と新たな選挙の
実施である。前者については、11 月 23 日以降、アニェ
ス暫定政権と前政権支持派抗議団体との間で協議が
断続的に行われた結果、25 日に合意に達し、「和解
のための合意文書」が署名された。これを契機として、
全国各地における抗議活動及び道路封鎖は急速に収
束し、治安が改善した。

11 月 24 日、10 月 20 日の選挙を無効として新たな
選挙を実施する、TSE 及び県選挙裁判所の新たな判
事を選出するとの内容の法律が公布された。TSE 判
事 7 名のうち大統領に任命権のある 1 名について、
11 月 25 日にロメロ氏が任命され、12 月 18 日、国会
において残り 6 名が選出された。12 月 20 日、ロメ
ロ判事は TSE 長官に選出された。

新たな大統領選挙と新政権の課題
2020 年 1 月 6 日、新たに選出された TSE 判事に

より新たな選挙日程が公示され、5 月 3 日の 1 回目
の選挙実施が確定した（決選投票がある場合は 6 月
14 日に実施）。1 月 24 日、反 MAS 派の大統領候補
が複数出馬することにより、票が分散することを危
惧したアニェス暫定大統領は、大統領選挙への立候
補を表明した。その際、暫定大統領職にある者の大
統領選挙への立候補は、法的に問題がないことを明
らかにしたが、大統領選挙には立候補しないとの従
前の約束に反するとして、同日以降、アニェス暫定
大統領の立候補に否定的な意見が大きくなりつつあ
る。2 月 1 日、反 MAS 派大統領候補がサンタクル
ス市に結集し、反 MAS 統一候補の擁立を試みたが、
失敗に終わった。2 月 3 日、9 つの政党及び政党連合
の大統領、副大統領候補及び国会議員候補が TSE に
登録された。主な大統領候補の支持率は、表のとおり。

いずれの候補が勝利したとしても、政治的には、2

 写真3：�「モラレス前大統領は独裁者」のチラシが貼られた最高選挙裁判所
（2019年11月12日）

政党・政党連合名 大統領候補者 支持率（%）
MAS（社会主義運動党） アルセ前経済・財政大臣 32
政党連合「市民共同体」 メサ元大統領 23
政党連合「フントス」 アニェス暫定大統領 21

政党連合「私達は信じる」カマチョ前サンタクルス
市民委員会委員長 15

その他候補  9

表： 2020 年 2月 23日公表のMercado y Muestra 社の世論調査結果
	 （未定・不明除く）
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分化された国内の融和及び安定的な政権運営が最重
要課題となると考えられる。特に、現時点で、国会
ではいずれの政党又は政党連合も過半数の議席を獲
得できる見込みはなく、政党間の協力関係が成立し
なければ、法案採択が滞ることとなる。

経済的には、2014 年半ば以降の一次産品国際価格
の下落に対して、モラレス前政権は、外貨準備の取
崩し、国際機関・外国からの借款の増加及び国債発
行により対処してきた。現在、外貨準備高は対 GDP

比約 20% まで減少（2014 年約 155 億ドル→ 2020 年
約 64 億ドル）、対外債務は対 GDP 比約 25% に増大

（2007 年約 22 億ドル→ 2018 年約 102 億ドル）、2015
年以降財政赤字が継続している（対 GDP 比 2018 年
8%、2019 年 9%）。また、主要輸出品である天然ガス
の輸出量が継続的に低下する状況において、次期政
権が、どのような経済政策を採るのかが注目される。

（りょうせんあん たつし　在ボリビア日本大使館参事官）

ラテンアメリカ参考図書案内

『浮島に生きる －アンデス先住民の移動と「近代」』
村川 淳　京都大学学術出版会
2020 年 3 月　408 頁　4,800 円＋税　ISBN978-4-8140-0267-2

ペルーとボリビア国境の標高 3,810mにある大湖ティティカカのペルー側の町プノ湾
に、トトラ（葦）を刈り定期的に積み上げて作られた浮島ウロス島がある。住民はトト
ラの舟で移動し、漁撈と交易を生業にしていたが、浮島が観光化していく過程で人々の
生活は大きく変化し、土地問題、移動、先住民をめぐる国家との関係等で問題が生じて
いる。
本書ではまず、ペルーの地理的概況の中で土地問題、移動、先住民をめぐる問題構成
を整理し、浮島が土地闘争の一大中心地であった湖岸一帯の歴史的特質、湿地帯に暮ら
す移動民の自治運動の展開、移動する浮島という独自圏域としての水上交通の再編、浮
島の観光化と交易活動の再編を貨幣系の流れから見て、さらにペルーの国民登録制度、
徴兵など、近代国家による浮島生活者への介入、観光客が持ち込んだ貨幣による眩惑と
フジモリ政権下での国家主導によるマイクロクレジットの普及、浮島における自然資源
利用と保護区管理など、人々は主体的に縛られ身動きが取れなくなってきた実態を明ら
かにする。
部外者には警戒感が強いボリビアの人々の中に入り込み、2004 ～ 10年の間断続的
に9世帯と寝食を共にし、周辺の人たちからも聞き取りしてまとめた、浮島をめぐる人々
の生活の変化を異なる視点から解析した労作。全ページ上質紙を使い写真、図版も見易い。
著者は、ラテンアメリカ地域研究者で京都大学、滋賀大学等非常勤講師。	 〔桜井 敏浩〕
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本稿の目的は、2019 年 10 月にエクアドルで発生
した反政府抗議デモの経緯を分析し、その意味を考
察することにある。

反政府抗議デモの発生と拡大
まず事件を時系列的にたどることにしたい。モレ

ノ政権に対する抗議デモは 2019 年 10 月 3 日から 13
日までの 11 日間続いた。その契機は、IMF と合意
した政府が、歳出削減による財政健全化のために、
ガソリンなど燃料の料金に対する補助金を廃止する
と発表したからである。モレノ政権は 2019 年 3 月
11 日に IMF と趣意書を締結し、21 年までに約 42 億
米ドルの融資を受けることで合意していたが、約束
となる政策措置（財政規律、税収、国際収支、労働
などの諸分野にわたるとみられる）の実現が遅れて
いたため、半年後の 9 月末に、補助金廃止という緊
縮措置の発動を決断したという背景があった。

モレノ政権は 10 月 1 日に燃料補助金の廃止を定め
た大統領令第 883 号を発令し、同第 883 号は 10 月 3
日に施行された。この補助金は過去 40 年間以上にわ
たって継続されてきたものであり、補助金の総額は
年間約 15 億ドルに上るとみられる。補助金廃止に
よってガソリン価格は一気に 123% 上昇した。

これを受けて 10 月 3 日には、輸送業界の労働組合
組織が結集し、トラック、バスやタクシーの運転手
らによるガソリン値上げ反対のストが激化して、首
都キトやクエンカ、グアヤキルという主要三市や国
内各地に拡大していった。とくにキトではストが暴
力的なものへと拡大し、一部のデモ参加者が暴徒化
して道路封鎖や放火、機動隊との衝突が発生した。
そのため、モレノ大統領は同日、60 日間の非常事態
宣言を発令したが、混乱は続き、翌 4 日の逮捕者は
370 人に達した。

モレノ大統領は、10 月 7 日に、政府機能の一部を
キト市からグアヤキル市に一時的に移転すると発表
し、例外状況を宣言した。政府機能の移転という措
置に関して、日本のマスコミ報道では、首都の移転

（遷都）に着手したのではとの解説記事が目についた。
しかし、それは違っていた。この措置は 2008 年憲法

の第 165 条第 3 項（「例外状況が宣言される際、共和
国大統領は、政府の拠点を国家領土のいかなる場所
へでも移動できる」と規定）に則る措置である。規
定によれば、首都キトから国内のどの場所に移動し
てもよく、今回は、国内第二（人口最大）の都市で
あるグアヤキル市への移動が選択されたのであった。
背景として指摘できるのは、20 世紀末からの数年間
において、度重なる住民蜂起（中心は先住民などの
社会運動）によって首都の旧市街が占拠され、大統
領府に閉じ込められた大統領が国外脱出を余儀なく
された経緯などがあり、街路が狭く袋小路でもある
旧市街で退路を断たれないうちに脱出して形勢を立
て直すために、政府中枢の移動が明記されたものと
考えられる。

抗議活動の主体はやがて先住民組織に移り、数千
人規模の先住民が首都に集結して、大規模化した。
デモの影響はやがて原油生産地帯にも及んで、関連
施設の操業停止と減産を余儀なくされた。実際、10
月 1 日に日産 53 万 7,606 バレルだった原油生産量は
10 月 9 日に 22 万 3,214 バレルとなり、8 日間で半減
した。損失額は 2,800 万ドルに上った。

デモの激しさに直面した大統領は譲歩を余儀なく
され、10 月 13 日には、政府代表と先住民代表が直
接対話をもつことになった。協議の結果、モレノ大
統領は 10 月 14 日に大統領令第 894 号を発令し、燃
料補助金の廃止を定めた第 883 号を撤回すると表明
した。15 日午前零時以降、ガソリンの料金は補助金
廃止前の価格に戻った。両者が交渉のテーブルに就
いたのは、国連とカトリック司教会議による仲介の
働きかけが大きかった。

先住民団体は抗議活動を停止し、10 月 14 日に暴
動は収まった。外出禁止令と非常事態宣言が解除さ
れて市民生活は沈静化する。11 日間にわたり一時的
に暴徒化もみられたデモは、こうして終息に向かっ
たのである。

事件後の情勢
抗議デモが終息してから 10 日ほど後の 10 月 25 日、

先住民運動の中心を担う CONAIE（エクアドル先住

エクアドル 2019 年抗議デモ
−その背景と意味を考える

新木 秀和
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民連盟）は民衆議会をキト市内に設置した。民衆議
会とは社会運動による代替的な議会であり、先住民
運動が活発であった 1990 年代以降にしばしば開催さ
れていた。その議会が活動を再開したのである。経
済危機を克服するための代替案となる経済モデルを
策定することが目的であり、その後、10 月 31 日に
は代替案が承認され、11 月 6 日にはその案がエクア
ドル議会に提出されたが、審議の対象とされること
はなかった。

また事件後の 10 月 28 日から 30 日までの 3 日間、
エクアドル政府の招聘により、米州人権委員会がエ
クアドルにおける人権状況の調査を行った。そして
2020 年 1 月 14 日に同委員会は報告書を公開した。
抗議デモが人権問題の面でも注目されたことがうか
がわれる。

前述したように、抗議運動の激しさに直面したモ
レノ政権側は、大統領令の撤回という形で要求に妥
協したものの、根本的な解決に至らなかったことは
明らかであり、その後も政府の苦境は続いた。すな
わち、IMF との合意による目標達成を定期的に遂行
する義務に縛られたまま、抗議デモを受けて軌道修
正した政府は、10 月 18 日に経済成長法案を議会に
提出したが、11 月 17 日に否決されてしまう。その
ため税制面に限定して法案を再調整し、11 月 21 日
に税制改革法案として議会に再提出した。税制改革
を柱とする同法案によって、政府は 2020 年中に約 6
億ドルの税収を見込んでおり、プラスチック袋、電
子たばこ、デジタルサービスなどへの課税や、所得
が 100 万ドルを超える企業に対する法人税を一時的
に引き上げることなどの諸項目が盛り込まれていた。
同法案は 12 月 17 日に議会承認され、2020 年 1 月 1
日に発効している。

背景にあるもの
エクアドルの事件に前後して世界ではいくつかの

反政府デモが活発化していたため、それらの関連性
や連続性を指摘する見方がいくつも出されている。
計画性も指導者もなく、SNS などを通じていわば自
然発生的に抗議活動が続けられる国々の場合とは異
なり、エクアドルの場合は、労組や先住民組織によ
る組織化された活動として抗議デモが展開したとい
う特徴がみられた。とくに目立ったのは先住民を中
心とする多様な民衆の姿であった。同時期に反政府
デモが激化したチリとは異なり、むしろボリビアと

同じく、先住民が主体の運動になったことが明らか
である。周知のように、20 世紀末から 21 世紀初め
にかけてエクアドルでは先住民運動が高揚し、新自
由主義的政策を進める諸政権や大統領に対抗して大
規模な抗議デモを主導して、大統領を辞任に追い込
むなどの大きな影響力を行使してきた。

しかし、コレア政権の 10 年間に先住民運動を含む
社会運動は抑圧や弾圧を受けて分断され弱体化して
いた。そのような状況は、社会各層に対話を呼びか
けるモレノ政権の下で徐々に変化し、ここ数年で先
住民組織の再活性化といえる状況が生じていた。言
い換えれば、モレノ政権にとってジレンマといえる
のは、コレア政権との違いを強調するために大統領
が社会運動組織との対話路線に転換したことで、く
すぶっていた不満や批判を一挙に受けることになり、
かつてのような抗議デモの発生や予想外の過激化を
誘発したことであろう。

今回の抗議デモに関しては、モレノ大統領とコレ
ア前大統領の対立関係という要因も重要であった。
両者の反目を背景に、ベルギーに滞在するラファエ
ル・コレアがベネズエラのマドゥーロ政権と連携し、
エクアドル国内の反政府活動を画策したのだという
主張が、政権側から出された。その解釈によれば、
今回の事態はクーデタを狙った策謀であり、結果と
して、2000 年（軍人と先住民が連携してマワ政権を
打倒したが国際非難を呼んで短命に終わった臨時政
権）や 2010 年（コレア政権に対する警官等の反乱）
の事件と同様に、クーデタ未遂事件ということにな
る。もちろん、そのような見方を否定する論調もある。
いずれにせよエクアドルの事態に対し、国際機関や
諸政府から民主主義の擁護や社会秩序の回復を求め
る声が高まったのは確かだ。抗議活動や反政府行動
が内外の連携によって展開する状況は、ラテンアメ
リカを含む世界各地に共通する特徴になっているよ
うである。

少し視野を拡大すると、21 世紀に入ってからしば
らく続いてきた一次産品の輸出ブームが 2010 年代半
ば頃に終わりを告げ、経済状況が下降線をたどるに
つれて、ラテンアメリカ諸国が根底に抱える矛盾や
分断状況が露わになってきたという指摘も根強い。
その見解は、一時的な好景気で隠されていた社会矛
盾が一気に噴き出したのだと主張する。つまり、改
善されない社会格差や政治の腐敗体質という共通の
要因があげられている。2000 年代の経済成長に乗っ
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た左派政権のバラマキ政策によって、いくつかの諸
国では中間層や貧困層の状況改善がみられたものの、
他の国々では、かえって社会の分断が大きくなった
ばかりか、政府官僚機構の肥大化や非効率化が加速
する一方で、社会全体の格差解消にはさほどつなが
らず、社会的セーフティネットも未整備のまま残さ
れた。そのような場合、制度的民主主義が維持され
ても権威主義的な傾向が強まり、腐敗体質もあらわ
になって、民主主義の質が問われる状況が表面化し
ただけでなく、国民の間に政治不信が蓄積し、抗議
活動が拡大かつ激化しやすい土壌が醸成された。多
くの諸国で選挙による政権交代が続いてはいるが、
右か左かというイデオロギー対立よりも、人々が既
成政治への幻滅や拒絶を強めて、社会の流動化や分
断が進むという問題が膨らんできた。域内各地で政
治不満や政情不安の連鎖が発生しやすい環境が生ま
れてきたという訳である。

コレア政権を左派ポピュリズムの論理で捉えると、
その権威主義的な傾向が社会運動への抑圧などを通
じて不満と不安の温床を生み出していたところ、国
民対話を標榜しながら新自由主義的政策を推進する
モレノ政権の下で、解き放された組織運動による抗
議行動が拡大して統制のとれないものとなったのが
10 月の事件につながったといえる。脱 IMF を完遂
したコレア政権はかえって中国への依存を過度に強
めていたが、そこから軌道修正をはかったモレノ政
権には IMF への再接近という選択肢しか残されてい
なかったことになる。ラテンアメリカ諸国の通例に
もれず、資源輸出と対外債務に依存する歴史的構造
が根本的に解消されていないエクアドルでは、政府
にとっても社会運動にとっても、限られた選択肢の
もとで調整と妥協の道を探ることが現実的な方向と
ならざるをえないであろう。

今後の展望
2020 年 3 月に入って、新型コロナウイルスの感染

拡大の影響による世界経済の低迷がラテンアメリカ
にも徐々に及びつつあるなか、エクアドルにとって
はとりわけ原油価格の急落が先行きの困難を予測さ
せる材料となっている。

2017 年 5 月に就任したモレノ大統領は、21 年 5 月
に 4 年間の任期を迎える。そして、21 年 2 月に大統
領選挙が実施されることが決まり、選挙戦が始まり
つつある。明らかなことは、18 年 2 月の国民投票で

再選が阻止され、かつ逮捕容疑がかけられているコ
レア前大統領は立候補することができない点である。
また、モレノ大統領自身も再選の意思はないと表明
している。様々な予想が示されつつあるところ、次
のような調査結果も出されている。たとえば、20 年
2 月 8 ～ 9 両日に民間調査機関 CIESS が行ったアン
ケート調査では、大統領にふさわしい人物としてラ
ファエル・コレア 29%、ハイメ・ネボット（グアヤ
キル市長）13.8%、ハイメ・バルガス（CONAIE 議
長）13.7%、レオニダス・イサ（元 CONAIE 議長）
12.4%、ギジェルモ・ラソ（前回の大統領選最終候補）
7.7% という結果になった。抗議デモの影響なのか、
回答者が変化を望んでいるのか、コレアやバルガス
への支持は有力候補の不在を浮き彫りにしているよ
うでもある。諸政党間の離合集散に向けた動きがど
のように推移していくのか、今後の展開から目が離
せない。

＊
【付記】

2020 年 3 月 11 日で IMF との合意期間（1 年）が
終了した後、モレノ政権は、原油価格の大幅下落と
新型コロナウイルスの感染拡大による経済困難のた
めに、3 月 23 日に IMF に対して 5 億ドルの緊急支
援を要請した。それに加え、IDB（米州開発銀行）、
CAF（ラテンアメリカ開発銀行）、世界銀行から総額 
5 億ドルの融資を受けることになった。

（あらき ひでかず　神奈川大学外国語学部教授）
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はじめに
2019 年 11 月 21 日に、コロンビアでは 42 年ぶり

といわれる全国規模の市民による抗議行動「全国ス
ト」（paro nacional）1 が発生した。チリで発生した
市民の抗議行動の波及として報道されたり、隣国ベ
ネズエラからの大量難民の一部が誘発しているなど
と SNS では取りざたされたりもした。だが、11 月
21 日の全国動員はあらかじめ企画されていたもので
あり、突発的に起こったものではない。

本稿は、昨年 11 月からの全国抗議行動の経緯を考
察しつつ、コロンビアにおける国家―市民関係にお
ける課題を明らかにするものである。

コロンビアにおける全国抗議行動の意義と歴史
コロンビアで 1960 年代以降頻繁に発生した市民

による政府に対する抗議行動は、「市民スト」（paro 
cívico）と呼ばれてきた。経済危機を背景に、政府が
適用した強権的政策や社会政策の縮小などに対する
抗議行動は、時に全国各地に発展した。市民が政府
に要求をつきつけ、圧力をかけるための実力行使と
しては最終的な手段である。通常は労働組織や都市
貧困地区の住民組織が中心となって組織し、政府へ
の抗議行動として街頭デモや行進を行う。部分的あ
るいは全面的に生産や商業活動が放棄され、交通機
関を麻痺させる。物流や市民生活に多大な影響を与
え、政府当局も市民の要求に対して交渉の場を設け
ざるを得なくなる。非暴力で平和的な集合行動であ
るが、ときに抗議行動が過熱し、突発的な暴力行為
が発生すると、中央政府や行政首長が警察を動員し

て抑圧し、暴力的衝突に至ることもあった。
市民ストの多くは地方レベルで実施されることが

多かったが、1977 年 9 月 14 日に発生した全国スト
は、多様な社会部門を動員した史上最大規模の全国
抗議行動となった。政治思想的傾向の異なる 4 つの
労働組織が連携して「全国労働組合審議会」を構成
し、全国規模のスト決行準備にあたった 2。都市の労
働条件や公共サービス改善だけでなく、農民、学生、
社会保障制度に関する幅広い要求項目が政府に提出
された。

その後もコロンビアでは市民ストはことあるごとに
特定地域を拠点に組織されてきたが、2019 年 11 月以
降発生した全国ストが 42 年ぶりの、国民抗議行動と
評されるのは、地域や特定部門を越えて、それぞれの
市民組織の全国ネットワークが連携して主要都市で同
時に発生し、それに自然発生的に一般市民が「鍋たた
き」（カセロラッソ）という抗議行動で応じたためで
ある。1977 年当時は表舞台で意見表明すらできなかっ
た先住民組織が南西部カウカ県からボゴタに合流し、
抗議行動が当初 3 週間近く続行したことによって、か
つてない規模の動員数となった 3。

2019年11月以降の全国抗議行動の経緯
−主要アクターと要求内容

表 1 に 2019 年 11 月から今日までの抗議行動に関
する主要なできごとをまとめた。また、表 2 は、11
月 28 日に「Comité Nacional de Paro」（スト全国委
員会：以下 CNP）4 が政府に提出した 13 の要求項目
である。動員の中心組織は労働組合連合、学生代表
組織、先住民組織の 3 者であり、それに共鳴した多
数の一般市民が加わった。抗議内容は、大企業中心
の経済路線が招いた経済格差、高等教育の現場にお
ける不満、農村部における社会組織リーダーの殺害、
政治汚職という、いずれも今日コロンビア社会が抱
えている深刻な問題である。

11 月 21 日の第一回全国抗議行動は、税制改革や
年金改革、政治家の汚職、FARC（コロンビア革命
軍）との和平合意後の和平政策の停滞に対する抗議
の表明として、11 月 4 日に労働組合組織の CUT（コ

コロンビア − 2019 年 11 月に始まった全国規模の
抗議行動とその背景

幡谷 則子

11月21日の全国スト、ボゴタ中心街の国立博物館前に集まったデモの集団
（Carmen Inés Gamboa 撮影）
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特集　ラテンアメリカをめぐる騒乱の背景を探る

ロンビア中央労働組合）、CGT（労働総同盟）、およ
び学生代表組織の呼びかけに呼応して発生した。隣
接諸国との国境封鎖という厳重な軍・警察の監視の
もと、デモ行進が実施された。首都ボゴタをはじめ、
メデジン、カリ、バランキージャなどの主要都市で
一斉に動員がかけられた。さらに、1970 年代の市民
ストにはなかった現象である街頭での「鍋たたき」が、
夜間外出禁止令が出されていたにも関わらず、主要
都市で自然発生的に展開された。

全国ストの背景にある第一の要因は労働者の生活
への脅威となる、ドゥケ政権が国会提出を予定して
いた一連の労働法、社会保障制度改革にあった。具
体的には、Colpensiones（国家年金基金）の廃止、
老齢年金受給資格年齢の上昇、若年労働者層の賃金
の削減などである 5。

第二は教育予算問題であった。国公立大学の学
生たちは、教育部門への政府の投資の不足を訴え、
2018 年を通じて、度重なるデモ・行進や 2 か月にわ
たる大学でのスト（paro）を実施し、政府との対話
交渉も重ねた。その結果2018年末、政府に約1憶3,000
万米ドルの国公立大学助成の予算配分を承認させた
が、具体的な成果がみられていない。

第三は、（元）紛争地域における先住民や市民組

織リーダー、社会復帰を果たしたゲリラ兵や、紛争
被害者への土地返還運動を推進していた活動家など
の虐殺への抗議であった。紛争被害者や紛争地での
社会活動家、コミュニティリーダーの安全確保は
FARC との和平合意の柱の一つであったが、ドゥケ
政権発足後の 15 か月の間に社会運動家の殺害は増加
傾向にある 6。特に状況が深刻なのは、カウカ、ナ

日時 出来事 主要アクター 関連事項
2019 年
11月4日 11月21日の全国規模での市民ストの呼びかけ。CUT、CGT、学生代表組織、「農民サミット」

ほか市民組織 
2019 年
11月21日

ボゴタ、メデジン、ブカラマンガなど、主要都市
で同時に行進・デモなど実施。

デモ参加市民組織、カセロラッソ（鍋たたき）
参加一般市民

ボゴタでは目出し帽着用者がデモに乱入、攪乱
行為。ペニャロサ市長夜間外出禁止令発令。

2019 年
11月25日 学生ディラン・クルス（Dilan Cruz）死亡。 一般市民の鍋たたき続行 11月23日、ESMADによる発砲が原因。

2019 年
11月28日

CNP（市民スト全国委員会）、政府に13の要
求文書を提出 ;第 2回全国規模抗議行動。

CNP、労働者組織、学生代表組織、
先住民自治自衛組織

2019 年
12月2日

メデジンでもアンティオキア大学周辺で学生一
名死亡。

2019 年
12月3日 CNPと政府代表との初会合。 CNP、大統領府長官 会合決裂。政府の労働法改正案に関する代

案はCNPから拒絶される。
2019 年
12月4日

第3回全国規模ストの動員；学生組織「最前
線」を結成。

CUTほか労働組合組織、学生代表組織、先
住民自治自衛組織

2019 年
12月5日 第 2回CNPと政府会合。 CNP、大統領府長官

CNPは直接交渉テーブルを要求、政府は「国
民対話（会話）」を主張、合意に至らず。政府は
「一連の改革法案」を検討するという立場。

2019 年
12月8日

12月10日の全国動員計画は縮小、ボゴタ、
チャピネロ地区でコンサート実施。 ボゴタデモ参加者 動員活動は各地で続くが実質的にクリスマス休

暇に入り、政府との交渉は中止。
2020 年
1月21日

第 7回CNPと政府会合/ボゴタでの抗議行
動に麻薬犯罪組織のメンバー介入。 CNP、大統領府長官 クリスマス休暇中44日の空白後の行動。

2020 年
1月30/31日

ボゴタにて、CNP召集による第 2回社会組織
集会。

CNP、労働者組織、学生代表組織、
先住民自治自衛組織他市民組織代表 今後の動員スケジュールの検討。

2020 年
2月12日 CD議員ウスカテギ他「反スト委員会」結成。

2020 年
2月20/21日

FECODE（コロンビア教員連盟）主体の全国
スト。 教員、大学生、CUT、女性運動組織ほか 教員に対する武装組織による脅迫への抗議。

2020 年
3月5日 ボゴタの国立大学に暴徒潜入、EMADと衝突。

2020 年
3月25日 全国抗議行動実施予定。 CNP、労働組織、学生代表組織ほか 新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡大に

よりボゴタ市長は縮小または中止を要請。

表 1：2019 ～ 20年の市民による全国ストをめぐる動き

出所：El Tiempo, El Espectador, Semana ほかニュース記事をもとに執筆者作成。

（1）	 現在国会審議にかけられている税制改革法案の取り下げ。
（2）	 �18 の国営金融機関を合併する金融ホールディング会社の設立

を定めた条令の廃止。
（3）	 �労働省が発行する、健康上の理由での欠勤や休職中の労働者の

契約終了（解雇）認定の廃止。
（4）	 対暴動機動隊の解散と警察の真正化。
（5）	 現在政府が検討中の年金改革法案の廃案。
（6）	 �労働法改革法案の廃案、また「国家開発計画」にある 4 条項

（193,198,240,242）を廃止すること。（パートタイム労働者
が法定最低賃金以下の賃金しか得られず、社会的扶助制度への
アクセスもないことへの批判）。

（7）	 政府による国家資産の民営化と譲渡を禁止。
（8）	 �学生、先住民組織、国営企業労働者や教員組織、農民組織とか

わした合意の順守。
（9）	 �農牧業者が抱えるニーズに関する諸課題への対処（FTA の見

直しも含む）。
（10）	ハバナで調印された FARC との和平合意内容の遂行。
（11）	反政治腐敗（汚職）法案の国会審議。
（12）	�カリブ地域の電力会社（Electricaribe）の経営危機を補填する

ための増税の廃止。
（13）	環境保全運動組織との協働による環境保全政策の決定。

表 2：CNPが政府に提出した 13の要求項目（2020 年 11月 28日）

出所：�https://www.eltiempo.com/bogota/los-13-puntos-que-lideres-del-paro-
le-exigen-al-gobierno-de-ivan-duque-437882　（2020年3月10日閲覧）
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リーニョ、カケタの各県である。これらの県の山間
部、農村部、都市周縁部では、FARC が撤退したあ
とにその拠点を確保した他の武装組織、パラミリタ
リー、和平合意に与しなかった FARC の分派、麻薬
密売犯罪組織グループなどが混在しており、暴力の
連鎖が起こっている。2 回目の全国動員が組織された
11 月 28 日 7 に合わせてボゴタに多数の先住民代表が
集結し、12 月 4 日の全国動員に加わった。Guardia 
Indígena（先住民自治自衛組織）は抗議行動を牽引
する重要な柱となった。

第四の要因は、2016 年の合意で約束された和平プ
ロセスの遵守の要求である。2018 年ドゥケ政権期に
はいってから、FARC との和平合意に基づく政策は
明らかに後退した。ドゥケ大統領は移行期正義に関
わる和平のための JEP（特別法廷）を規定する法律
の改訂を試み、憲法裁判所と対立した。和平合意内
容に不服で、武装解除に応じなかった FARC 分派は
各地で武装活動を再開していたが、ドゥケ政権の和
平政策に反発した FARC 党議員のイバン・マルケ
ス（Iván Marques）とヘスス・サントリッチ（Jesús 
Santrich）が 2019 年 8 月に再武装を宣言した。こう
した FARC 党議員の反発は、政府にタカ派路線を再
燃させる口実を与えた。国連は 2019 年に 52 名の元
FARC 戦闘員の殺害があったことを指摘している。
また、ボテロ前防衛大臣は、再武装した FARC 分派
に対する軍の作戦が奏功したと報告したが、戦闘死
者の中に子供兵が含まれていた事実が隠蔽されてい
たことを追及され、辞任に追い込まれた。

政治汚職の撲滅も抗議行動の要求の要である。
2018 年 8 月 26 日に、「緑の同盟」党議員の提案により、
反汚職（政治腐敗防止対策）に関する国民投票が実
施された。その内容は①国会議員と政府高官の給与
引き下げ、②汚職が発覚した政治家・公務員の公的
職務禁止、③汚職政治家の資産没収、④選挙で選出

された候補者の資産公開義務；⑤選挙キャンペーン
支出の報告・公開の義務など 7 項目であった。国民
投票が有効となる最低投票数に 50 万票不足し、この
国民投票は無効となった。その後、いくつかの項目は、
議員立法によって国会に提出されたが進展はない。

政府の対応
ドゥケ大統領は「全国ストを国民の意見表明の場

として支持する」と表明しつつも、11 月 21 日の全
国規模抗議行動に備えて国境封鎖を敷き、ESMAD

（Escuadrón Móvil Antidisturbios：対暴動機動隊）
を配備した。緊張の中で、平和裡にデモは進んだ。
この日の SNS 等での配信内容をみると、鳴り物あり、
カラフルな衣装やプラカードありと、お祭りムード
すら感じられる。同夜、大勢の市民が街頭に出て「鍋
たたき」に加わった。しかし、初日に目出し帽を着
用した数人の若者と ESMAD との間で小競り合いが
生じたことを皮切りに、連日各都市で暴力行為が散
見されるようになり、死者も出たことから、ボゴタ
ではペニャロサ市長が夜間外出禁止令とアルコール
飲料の販売禁止令を出した。23 日、ボリーバル中央
広場でデモ行進が ESMAD によって遮られ、この衝
突の最中発砲された銃弾が一人の学生の頭部に命中
し、二日後に死亡するに至った。抗議行動はさらに
ヒートアップし、この日のボゴタでの総動員数は 1
万人を超えた。

11 月 28 日、CNP は政府に 13 項目にわたる要求文
書を提出した。この日カウカ県から 150 名を超える
先住民自治自衛組織メンバーがボゴタに到着し、カ
ウカ地域での社会組織リーダーに対する暴力への抗
議のために抗議行動に合流した。

12 月 3 日、CNP と政府との初めての会合がボゴタ
にて開かれた。しかし、政府提案の「Conversación 
Nacional」（広く国民と対話を行う）という方針は、

2月24日の首都ボゴタにおけるデモの様子（Leticia Jaramillo 撮影） ナリーニョ県トゥマコ市におけるデモの様子（2月24日）
（Gustavo Cabezas 撮影）
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正式な交渉の場の設置を求めた CNP の要求からは程
遠く、物別れに終わった。12 月 4 日の全国抗議行動
には、学生によって組織される「Primera Línea」（最
前線）と呼ばれるグループが、文字通りデモ行進の
最前に立ち、ESMADの介入を牽制するようになった。

その後も、2020 年 1 月末までに 7 度にわたって、
CNP と政府代表との会合が大統領官邸で開かれた
が、すれ違いが続いた。その後も両者の溝は埋まらず、
CNP は 2 月 21 日と 3 月 25 日の全国レベルの総動員
を決定した 8。

2019～20年全国抗議行動をどう読むか
現在まで続いているコロンビアの全国抗議行動の

様相を、域内諸国で起こった国民の抗議運動と比較
すると、①幅広い層の参加、②若者層・学生のイニ
シアティブ、③中間層の不満の高まりとその爆発、
④伝統的政党政治への不信感の表れ、等が共通点と
して指摘できる。

コロンビアでは、加えて FARC との和平合意後の
人権侵害問題、特にオルタナティブ・メディアや地
域社会リーダーへの迫害（恐喝・殺害）の深刻化に
対する抗議の側面が強い。こうした和平や平等、正
義を求める国民の運動は、長年コロンビアの強靭な
エリート政党支配体制が封じ込めてきたが、これに
対する反発として 1977 年の「全国スト」が起こった。
その後も抜本的な政治体質の変革はないまま 21 世紀
に入ったが、非暴力で声をあげてきた民衆のネット
ワークは国内外で形成され、彼らの訴えが露出され
るようになった。対政府要求内容は、1977 年の全国
ストでの要求と重なる部分が多いが、その置かれた
状況が異なる。多様な文化、多様な社会層の存在を
認め、彼らの存在と声を支持する国際世論が存在す
るのである。

元大統領のウリベ路線を継承するドゥケ政権は、
全国ストの勃発から一気にその支持率を下げた。市
民の抗議行動への対応は、現政権の生命線になる可
能性もある。ボゴタ、メデジン、カリの三大都市で
は、この間に首長の改選があり、いずれも独立系か
市民運動系の出自の首長が就任した。現ボゴタ市長
のクラウディア・ロペス（Claudia López）は 2018
年の反政治腐敗国民投票を実現させた立役者の一人
であった。この点から、伝統的政党とは一線を画し
ている主要都市には新しい風が吹きこまれることを
期待したい。

気がかりなのは、市民による非暴力の集合行動と、
政府とその暴力装置の間の対峙である。デモに撹乱
分子が侵入することは、極右の煽動、分断戦略と通
じている可能性がある。スト（paro）の意義と市民
の抗議行動としての正当性を維持するには、ESMAD
が実力行使に至る場面は避けなければならない。

もう一つの懸念は、市民の抗議行動が、和平や平
等、正義を求める国民の運動の分断に政治的に利用
され、世論の二極化が一層深まることである。実際、
2 月 12 日に与党 CD（中道民主）の下院議員 J.J. ウス
カテギ（José Uzcátegui）ほか、右派保守系の市民
組織代表たちが「Comité Contra-Paro」（反スト委員
会）を結成した。この中には FARC による紛争被害
者に対する特別議席を求める団体や、JEP に異議を
唱える国民投票推進団体などが含まれている。すな
わち、2016 年の FARC との和平合意に対する国民投
票において、「無処罰をともなう和平はあり得ない」
と No キャンペーンを張ったグループである。全国
ストに批判的な政治家がウリベ派市民を動員すれば、
2016 年の国民投票時に起こった国民の分断の再現に
つながるだろう。

1	 �「パロ」は動詞「parar」（停止する）の名詞形で、労働争議
においては職場放棄という意味で「huelga」（ストライキ）と
ほぼ同義で使われる。本稿では「市民スト」（paro cívico）と
表現されることが多い「市民による抗議行動」の意味で捉えて
いる。

2	 �詳細は幡谷則子『ラテンアメリカの都市化と住民組織』古今書
院、1999年、212～221頁。

3	 �正確な動員数は不明だが、2019年11月21日の3大都市のデモ
行進参加者数だけでも40万人を超えるという推計もあり、政
府発表数値とは大きな隔たりがある。

4	 �スポークスマンはCUT幹部のファビオ・アリアス（Fabio 
Ar ias）。他に学生組織（Asociación Colombiana de 
Representantes Estudiantiles de la Educación Superior）代
表のアレハンドロ・パラシオ（Alejandro Palacio）（コロンビ
ア国立大学）等から構成され、スト（paro）の日程調整と呼び
かけを行うとともに政府との交渉窓口として機能する。

5	 �h t t p s : / /www .bbc . com/mundo/no t i c i a s - ame r i ca -
latina-50503455　2020年3月10日閲覧。

6	 �CINEPや人権擁護組織の統計では、2016年の和平合意後の社
会組織リーダーの殺害件数は400人以上に上るという。

7	 �11月21日から実質間断なく抗議行動は継続していたが、11月
28日を2回目の全国動員と捉える報道が多い。

8	 �本稿脱稿（3月13日）後の3月14日に、新型コロナウイルス
（COVID-19）感染拡大防止のために、3月25日のデモは中止
となり、動員は各戸内での鍋たたきに縮小された。

（はたや のりこ　上智大学外国語学部教授）
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2020 年 1 月 12 日、ハイチ大地震から 10 周年の節
目を迎えた。ハイチは震災からの復興を果たしたの
かという質問を受けることがあるが、「復興」という
文脈だけでは捉えきれない複雑な事情がハイチには
あるように感じる。

2017 年 2 月に誕生したモイーズ大統領は、農業や
電力改革等の「変革のキャラバン」の公約実現に向
けて順調にスタートを切ったようにみえたが、2018
年 7 月以降、治安の悪化、政治的な不安定というハ
イチ特有の負のスパイラルに陥った感がある。 

本稿では、2018 年 7 月から 19 年 11 月までの 1 年
半の政治的不安定と断続的な暴力的デモの発生とそ
の背景にあるものは何なのか、そして、これからの
ハイチはどうなっていくのかについて見ていきたい
と思う。

断続的な暴力的デモの発生
ハイチは経済発展に向けて、政治的安定と社会の

安定が不可欠であるが、2018 年 7 月 6 日の石油製品
の値上げ公示の日に始まった 3 日間に及ぶ道路封鎖、
商店の略奪などの騒擾により、その早期実現は儚い
夢と消えた。ラフォンタン首相は 7 日に石油製品値
上げの中止を発表し、その騒擾の責任をとる形で 14
日に辞表を提出して事態の収拾を図った。8 月 5 日
にモイーズ大統領は野党指導者のセアン氏を新首相
に指名し、9 月 17 日にはセアン内閣が発足した。

しかし、8 月にはペトロカリベ基金に関わる汚職
問題（後述）について責任を追及する通称「ペトロ
カリベチャレンジ」運動がジャーナリスト、音楽家、
若者たちによって展開され、9 月、10 月、11 月と抗
議運動が続いた。

年が明けて 2019 年 2 月 7 日のモイーズ大統領就任
2 周年を機に同大統領の退陣要求デモが発生し、そ
れに対するセアン首相の対応にモイーズ大統領が不
信感を抱いたのを契機に、セアン首相に対する問責
決議が下院で採択されて同首相は 3 月に辞任した。4
月、大統領の信頼の厚いラパン文化・コミュニケー
ション大臣が暫定首相に指名されたものの、5 月に
は一部上院議員による妨害行為により組閣が阻止さ

れた 1。6 月 9 日には 1 万人規模のモイーズ大統領退
陣要求デモが発生。7 月、モイーズ大統領はミシェ
ル氏を首相に指名したが、今度は下院の承認は得た
ものの、9 月にはまたしても一部上院議員による議
事妨害によって組閣は阻止された。その後、9 月か
ら 11 月初旬までの約 2 か月間に及ぶ「ペイロック」
と呼ばれる道路封鎖や暴力行為が全国各地で生じて
経済社会の機能麻痺が発生するに至り、モイーズ大
統領がいつまで権力の座に留まれるのかわからない
ような危機的な状態が続いた。

しかし、11 月から街は次第に落ち着きを取り戻し、
9 月以降臨時閉校が続いていた学校が 12 月には再開
し始め、今年 1 月にはほぼ通常の生活に戻った。

政治的不安定と治安悪化の背景にあるものは何だっ
たのか?

（1） ハイチ国民の生活
ハイチは、人口 1,100 万人のうち 600 万人超が 1 日

2.4 米ドル未満の生活レベルにある、ラテンアメリカ
（中南米）・カリブ地域の最貧国である。加えて、20
余りの財閥（ファミリー）が国の富の 6 割超を占め
るとも言われる貧富格差の顕著な国であり、その格
差への不満が常にくすぶっている社会である。首都
ポルトープランスでも電力供給は長くて 1 日 8 時間
程度しかなく地方には電化されていない地域も多い。

脆弱な農業インフラに起因する慢性的な食糧危機
（特に地方）、通貨グルド安にともなう物価の上昇、
高い失業率、政治的不安定、度重なる治安の悪化に
翻弄されて、国民の多くは祖国に希望を失い、国外

混迷が続くハイチの政治・社会情勢
水野 光明

ドミニカ共和国領事館前の人だかり（写真はいずれも執筆者撮影）
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への移住を目指す者は後を絶たない。国外に 150 ～
200 万人存在すると言われるハイチ人ディアスポラ

（海外在留自国民）による国内への送金は、2000 年
～ 09 年の 10 年間で 46 億ドルだったが、2010 年～
19 年には 200 億ドルと 4 倍以上に増加しており（世
銀統計）、2014 年以降毎年の送金額は国家予算を超
える規模になっている。この国の経済活動が麻痺し
ても、なんとか国民が生活できているのは海外送金
のおかげという見方もある。

（2） 国にはびこる腐敗 －ペトロカリベ汚職疑惑
2008 年から 18 年まで続いたペトロカリベ・プロ

グラムは、ベネズエラから石油を安価かつ支払先送
りの好条件で借り受け、その石油売却益を基金とし
て社会経済インフラストラクチャーの整備に充てる
べきものであった。この期間に 4,390 万バレルのベネ
ズエラ産石油がハイチで消費され、発生した売却益
は 42 億ドル超といわれる。その基金は、主に 2010
年の震災後の食料配給等の緊急支援や道路整備、公
共建造物等のインフラ整備、保健や教育分野に使用
されたが、その基金の使用に大がかりな不正があっ
たことが行政訴訟高等裁判所の調査で判明した。後
には、約 18.5 億ドルの対ベネズエラ債務が残された。
司法制度の脆弱なハイチにおいて、今後、この大規
模な汚職疑惑が適正な司法手続によって裁かれてい
くのかを国民は注視している。

（3） ドナーの援助疲れ
国際社会は震災直後に総額 90 億ドルのコミットメ

ントを行い、相当額の支援が行われたが、ハイチ国民
は生活レベルの向上を実感できておらず、時折ドナー
に対する不満が聞かれる。ペトロカリベ基金亡き後、
国の発展のためには IMF や世銀等の国際機関による
融資が不可欠である。実際、IMF との間で 215 百万
ドル、世銀からは 162 百万ドルの融資計画が進んで
いたが、2019 年 3 月のセアン首相の辞任に始まる政
府不在の長期化によって同融資が一旦白紙撤回され
る事態となった。また、度重なる治安の悪化がドナー
の支援活動を阻害している点も深刻な問題である。

（4） －部財閥、政治家とギャングの癒着と既得権益化
ハイチでは、一部の財閥、政治家、ギャングの間

の癒着が指摘されており、それが既得権益として存
在する。既得権益側からすれば、大統領や国際社会

が実現しようとするあらゆる改革が有害なものとみ
なされ、妨害される。2019 年 9 月から 11 月まで続
いた断続的なデモや道路封鎖は、モイーズ大統領の
推進する電力改革 2 に抵抗する一部財閥がモイーズ
大統領を退陣に追い込むために資金力を駆使して背
後で操っていたとの指摘がある。

（5） �議会不在になる前に大統領を退陣させようとする
野党の試み

ハイチでは、選挙が予定どおり実施できずに議員
が失職して議会が不在になる際には、大統領が大統
領令によって、政府組閣、選挙法等の重要法案や事
業の承認、予算採択を行えるとする慣行がある。昨
年 9 月から 11 月まで続いた大統領退陣要求デモは、
今年 1 月にほとんどの国会議員が任期切れで失職し
てモイーズ大統領の立場が強まる前に、彼を退陣さ
せようとする急進派野党と一部財閥がその攻勢を強
めた結果とみられている。

野党間合意の失敗とジュトゥ新内閣の発足
11 月 8 日から 3 日間、野党リーダーが一堂に会し

てモイーズ大統領辞任後の暫定政権移行案を議論し
たが、結局マリオット合意と呼ばれる野党間合意か
ら急進派野党ファンミ・ラバラス党が離脱したこと
から 3、急速に野党の勢いは弱まり、モイーズ大統領
は再び息を吹き返した。モイーズ大統領による既得
権益への挑戦（モイーズ大統領のいう「システム」）
の変革）は、いったんモイーズ大統領に軍配が上がっ
た形になった。

本年 1 月 13 日、下院議員全員と上院議員の 3 分の
2 が任期切れで失職した。大統領は、慣行上、議会
不在期間は大統領令で組閣や重要法律を通せる立場
にあったが、山積する課題で成果を得るために、慎
重に野党との政治合意を模索した。しかし、結局、

ジュトゥ内閣組閣式
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野党との合意が得られないまま、3 月 2 日にジュトゥ
環境大臣兼経済財務大臣を首相に指名し、同 4 日に
ジュトゥ内閣が発足した。

これを受けて、6 日世銀がカパイシアン市のイン
フラ開発に 56 百万ドルの支援を表明し、EU も財政
支援再開（今年 30 百万ドル）の用意があると表明す
るなど、前向きな動きもみられる。

これからのハイチの将来はどうなっていくのか?
今後、モイーズ・ジュトゥ政権が、政治的混乱の元

凶の一つといわれる現行憲法の改正問題、国民議会
選挙の実施、汚職との闘い、治安の安定化などの山
積する課題を前進させることができるのか、それとも、
これまでのように治安悪化と政治的混乱という負の
スパイラルから抜け出せずにモイーズ大統領がその 5
年の任期を終えてしまうのか、難しい舵取りが続く。

ここでは最後に、憲法改正問題、治安の安定化の
2 つの課題について説明しておきたい。

（1） 現行憲法の問題点
ハイチの現行憲法は、1957 年から 86 年までの 30

年に及ぶデュバリエ独裁時代が終焉を迎えた翌年の
1987 年に採択されたもので、独裁の過ちを繰り返さ
ないように議会の権限が強いのが特色である。現行
憲法では、組閣にも上下両院の承認が必要であり、
承認を得ようとする首相や大臣に対して議員が不正
な要求を行うことを許す汚職の温床となっている。
また、同憲法は、上院議員が 6 年の任期で 2 年毎に 3
分の 1 を改選、下院議員は任期 4 年、大統領任期は
5 年と定め、頻繁な選挙実施が必要だが、国連 PKO
の支援なしには選挙の実施すら覚束ないハイチでは、
度々議会の不在を招いている 4。こうした問題が長い
間国民や政治家により認識されていても、現行憲法
上、憲法改正には上下院の 3 分の 2 の賛成票が必要
であり、改正は事実上不可能と考えられてきた。

1 月、モイーズ大統領が、現行憲法下での 30 年余
りに及ぶ政治的危機・停滞に終止符を打つために憲
法改正を国民投票によって行う意欲を表明したのは
このためである。大統領が議会の不在という千載一
遇のチャンスを利用して、国民投票による新憲法採
択を進めるのか注目される。

（2） 国連 PKO の撤収の治安への影響
2019 年 10 月、2004 年以来継続していた国連 PKO

が撤収し、文民チームで構成される BINUH（国連ハ
イチ統合事務所）に移行した。これにより、ハイチ
における治安維持は、国家警察が一手に引き受ける
ことになった。外国軍や外国警察の存在なしに治安
維持ができるのか懸念する声が多かったが、昨年の
断続的な暴力的なデモや道路封鎖に対しても粘り強
く対応し、ギャング掃討作戦においても最大のギャ
ングであるアルネル・ベリゼールを昨年 12 月に逮
捕するなど一定の成果を出している。ただし、今年
2 月以降、ギャングによる誘拐・殺害事件の増加や、
一部警察官による待遇改善を求めるデモの発生など、
依然として治安の安定化の行方は楽観できない状況
である。 

なぜ隣国ドミニカ共和国との格差が広がったのか ?
ハイチは、同じイスパニョーラ島に隣接するドミニ

カ共和国と比較して、どうしてこうも貧しいのかとい
う興味深い論点がある。ハイチが経済発展できない
のは、一言で言えば、歴代政権と国民議会が、経済
成長に必要な基礎的インフラ整備（24 時間電化や上
下水道整備等）と、海外投資を誘致するための国内
法整備を行ってこなかったことが原因である。そして
その背景には、上述のような度々生じる政治の機能
不全、腐敗、既得権益の維持に汲々として経済改革
を阻む勢力の存在、そして繰り返される政情不安と
治安悪化の負のスパイラルがある。ハイチは 1993 年
から 96 年、そして 2004 年から 19 年と国連 PKO の
存在なしには治安の維持さえままならなかった。つ
まり、開発どころではなかったのである。

（本稿は執筆者の見方であり、外務省の見解を述
べたものではない。）

（みずの みつあき　在ハイチ大使）

1	 現行憲法上、組閣には上下両院の承認が必要とされている。
2	 �モイーズ大統領は、現在の火力発電から太陽光とLNG（液化天

然ガス）による24時間電化を公約に掲げている。
3	 �マリオット合意は、大統領が職務を遂行できず首相もその代理

をできない場合には破棄院判事（日本の最高裁判事に相当）が
次の選挙まで暫定大統領の任に当たるという憲法の規定に配慮
して、大統領辞任後に破棄院判事から1名を暫定大統領に任命
するものである一方、より急進的な立場に立つファンミ・ラバ
ラス党は、三権のいずれにも属さない3名から構成される政府
創設を提唱した。

4	 �現行憲法の下、1999年3月、2004年3月、2015年1月、そし
て今年1月と4度の議会不在が生じた。
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ラテンアメリカ参考図書案内

『ブラジルの都市の歴史 －コロニアル時代からコーヒーの時代まで』
中岡 義介・川西 尋子　明石書店
2020 年 1 月　402 頁　4,800 円＋税　ISBN978-4-7503-4937-41

様々な移民等により植民地化が進んだ1500年以降建設が始まったブラジルの都市は、
ブラジルという同一の地平にありながら人間環境形成はまちまちであり変化をともない
個性に満ちていて、世界に類を見ない人間環境に関する壮大な実験であるとの著者の観
点から、大西洋岸にあって大湿地を開発した丘と湾の景観都市リオデジャネイロ、サト
ウキビ大農園地帯の中心地だったオリンダと河口の水の都レシーフェ（ともにペルナン
ブーコ州）、1763年に総督府がリオデジャネイロに移転するまで首都であった植民都市
のひな形サルヴァドール、内陸の奥地と鉄道で結ぶ高原のサンパウロ、金採掘鉱山の中
心地であったオウロプレット、最南部の辺境にあってドイツ系やイタリア移民によって
造られた都市、同じく南部パラナ州で日本人開拓者が拓いたミニ国家としての都市ウラ
イなど、様々な 12の都市を取り上げ、終章でコーヒー農園（ファゼンダ）の農場主の
邸宅カーザグランデの建物の建築が 20世紀のル・コルビュジエ等の建築家に与えた影
響を紹介し、近代の建築がブラジルの都市に関わったことを指摘して締めくくっている。
多くの写真、図版を使って、それぞれの歴史、特色、町造りの過程などを紹介した、読
む者の好奇心に応える都市物語。
著者の中岡氏は京都大学で建築を修めた工学博士で 2000年から日本学術振興会サン
パウロ研究連絡センター長として 2年間滞在、川西氏は学校教育学で博士号を持ち、サ
ンパウロ人文科学研究所特別研究員としてブラジルにも滞在し、学校教育に比較都市研
究の視点を取り入れるべくブラジルの都市などを研究している。両氏の共著で『首都ブ
ラジリア モデルニズモ都市の誕生』（鹿島出版会 2015 年。本誌 2015年夏号で紹介）
という優れた解説書もある。	 〔桜井 敏浩〕

『ブラジル法概論 Introdução ao Direito do Brasil』
阿部 博友　大学教育出版　2020 年 3 月　233 頁　2,800 円＋税　ISBN978-4-86692-069-6

ブラジルはわが国のラテンアメリカ企業進出がメキシコに次いで多い国であるが、ブ
ラジル法の研究者層は浅く、ブラジルの法制度、特に経済法について知るための日本語
文献は少ない。本書では、第Ⅰ編でまずブラジル法の形成過程、1988年憲法と政治体制、
司法制度、憲法下位の行政規範に至る法規範の種類の概要を示し、刑法および刑事訴訟
法、2002 年民法典の債権法、企業法、物権法、家族法とウィーン物品売買条約、有価
証券法、さらに民事訴訟法と倒産法、企業法・資本市場法、経済法、知的財産権法、労
働法、そしてブラジルでの企業活動で関わることの多い労使協定、労働訴訟とブラジル
法制度を概観している。第Ⅱ編の第 1章ではブラジル経済法の論点として、経済秩序の
形成と法を1976年株式会社法の概要と特質について、第2章の競争法の歴史的展開で
は、1934 年から 61年までの経済法の黎明期、1962 年から 2010 年までの間のブラ
ジル政府の競争政策と競争法の特徴、2011 年競争法の執行状況について詳述し、第 3
章で腐敗防止のための法人処罰法、第 4章で国際商事仲裁法の下の仲裁合意の要件、存
否の認定、外国仲裁判断の執行可能性について述べ、経済法の分野からブラジル法の発
展を検討し、事例として日系企業による外国仲裁判断の承認・執行の申し立てが拒絶さ
れた例を示して解説している。
ブラジルへの日本企業進出において極めて有用な基礎的文献である。著者は、筑波大
学でラテンアメリカ法、特にブラジル法を研究し博士号を取得した一橋大学院法学研究
科教授。	 〔桜井 敏浩〕
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駐日ラテンアメリカ大使
インタビュー

ホンジュラス

ホンジュラス共和国のパルマ駐日大使は、ラテンアメリカ協会のインタビューに応じ、エルナンデ
ス政権の政策、中米地域統合、日本との関係等について見解を表明した。同大使は、内務・司法省官
房長、ユネスコ常駐代表、国連次席常駐代表等を歴任し、2017 年 10 月から駐日特命全権大使。イン
タビューの一問一答は次の通り。

日本の印象
−大使は日本に着任されて約2年半になりますが、日本に

ついてどのような印象をお持ちですか? これまでの日本滞

在で最も印象深い思い出は

大使　日本ではとても楽しく心豊かになる体験をさ
せていただいています。日本の歴史や文化を学び、
自然の美しさ、魅力的な観光スポット、美味しい食
文化を楽しんでいます。日本人の皆さんの親切とお
もてなし、いつも変わらぬ好意的な対応に感謝して
います。日本のレジリエンス（強靭性）、特に自然
災害に対する脆弱性の中で生きることを学んできた
日本に敬意を表します。東北を訪れ、2011年3月の大
震災からどのように復興しつつあるかをつぶさに見
ることができたのは忘れがたいことです。悲劇の傷
跡はまだ至る所に残っていましたが、地域の人々は
未来を見据え、生活の再建に頑張っていました。

現政権の優先課題は経済開発、治安、教育等
−エルナンデス大統領は2017年に再選され、2014年1

月から約6年間、政権の座にあります。大統領が優先的に

取り組んでいる内政面及び外交面での課題は何でしょう

か。その政権運営をどう評価していますか。

大使　ホンジュラスが直面する課題は、国境の内側
に止まるものではありません。21世紀のグローバル

化社会では、多くの課題が集団的な対応を求めて
おり、私達は複雑な状況に直面しています。気候変
動は、地域社会の内部移住を引き起こし、農業生産
に影響を与え、自然災害に対する脆弱性を高めるな
ど、私達の文化的・経済的な生活形態を変化させて
います。組織犯罪との闘いは、豊富な資源と強力な
暴力を持つ相手との闘いであるため、集団的な対処

エクトル・アレハンドロ・パルマ・
セルナ駐日ホンジュラス大使

日本の開発協力を高く評価
− 貿易・観光の拡大に期待 −

第35回
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を必要とするもう一つの課題です。また、経済発展
に貢献する取り組みを推進し、人々の生活の質を向
上させることの重要性を忘れてはなりません。エル
ナンデス政権は、最も恵まれない人々に対し、適切
な住居を提供し、健康状態を改善し、耕作と市場ア
クセスの支援を通じて収入を確保するための政策措
置の実施に注力しています。教育は、引き続き優先
課題です。質の高い教育内容を確保するだけでな
く、生徒への栄養のある食事の提供、職業に繋がる
技術訓練、貧困家庭に対する奨学制度などの観点か
らも重要です。これらの政策の成果は、投資と輸出
の増加、国民の健康指標の改善、暴力と犯罪の減
少、麻薬密売との闘いなどに表れており、国際機関
や友好国政府からも評価されています。ホンジュラ
スへの観光客や外国からの投資も増加しています。
さらに、エルナンデス政権は地域統合を重視してお
り、特に「北部三角地帯」（グアテマラ、エルサル
バドル、ホンジュラス）の関税同盟や共同開発計画
を推進しようとしています。

台湾重視は今後も継続
−近年、他の中米諸国が相次いで台湾と断交し中国と国交

を結ぶなど、中米でも中国の存在感が高まっています。貴

国と中国との関係はいかがですか。台湾との関係は今後も

維持しますか。

大使　ホンジュラスと中国との間には一定の貿易関
係がありますが、私は、近い将来、ホンジュラスと
台湾との関係が変わることはないと思います。台湾
は、ホンジュラスにとって重要な貿易及び開発協力
のパートナーであり、ホンジュラスはそのことを高
く評価しています。

中米地域統合は着実に進展
−中米諸国は、かねてよりSICA（中米統合機構）を通

じ、外交・経済・社会分野の協力を深めていますが、最近

は統合の動きが停滞しているとの見方もありますがいかが

ですか。

大使　私は統合の動きが停滞しているとは思いませ
ん。いくつかのテーマについて合意の形成に遅れが
生じているというようなことはありますが、それは
多国間交渉ではよくあることです。SICAは、連結
性、衛生、治安、開発等の分野において構成国間の
関係強化に向けて前進を続けています。

日本との貿易・観光の拡大に期待
−日本とホンジュラスは80年以上にわたって良好な関係

を維持していますが、今後どのような分野で関係強化が期

待されますか。貿易や観光はいかがですか。

大使　日本は、ホンジュラスの主要な開発パートナ
ーの一つであり、また、重要な貿易相手国です。両
国間の良好な関係は、文化交流はもとより、国際
フォーラムにおいて国際法の尊重と多国間システム
の強化を重視するという共有する立場にも反映され
ています。貿易面では、関係を拡大する余地は大き
いと思います。幸い、ホンジュラスの製品は日本市
場で好評を得ており、より多くの製品が同様な幸運
に恵まれることを願っています。観光分野では、ホ
ンジュラスは、その美しいビーチ、文化や自然の恵
みにより、カリブ海の魅力的な観光地となっていま
す。より多くの日本人がホンジュラスを訪れ、その
魅力のすべてを体感していただけることを願ってい
ます。

日本の開発協力を高く評価
−ホンジュラスは、45年前に海外青年協力隊派遣取極が

締結されて以来、日本から最も多くの協力隊員が派遣され

ている国の一つです。日本の開発協力をどう評価し、今後

何を期待しますか。

大使　ホンジュラスでは40年以上にわたって日本の
開発協力が行われています。ホンジュラスの18県の
いずれにおいても、インフラ事業、教育支援、JICA
ボランティアなど、日本の協力の存在を見いだすこ
とができます。ホンジュラスは、世界で最も多くの
日本の海外青年協力隊員を受け入れている国の一つ
であるとの栄誉に輝いています。日本国民の支援と
連帯は、最も困難な時期にも示されました。1998年
にハリケーン・ミッチにより壊滅的な被害を受けた
とき、日本の自衛隊が来援してくれたことは、ホン
ジュラス人の記憶に深く根付いています。ハリケー
ンや干ばつなどの自然災害のリスクや影響を軽減す
るための対策を支援するJICAの協力も行われていま
す。また、20年以上にわたるAMDA社会開発機構に
よる活動や相模原・橋本ロータリークラブの地方診
療所に対する支援など、市民団体の協力にも感謝し
たいと思います。さらに、コパンのマヤ遺跡では長
年にわたって金沢大学による考古学研究の技術協力
が行われています。
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ホストタウンとの交流を促進
−東京オリンピック・パラリンピック開催が近づいてきまし

たが、大使が優先的に取り組んでおられることは何ですか。

大使　幸いなことに、群馬県の片品村がホンジュラ
スのホストタウンとなることが決まりました。この
新しい関係が、日本の人々にホンジュラスのことを
知っていただく機会になることを期待しており、片
品村でホンジュラスの魅力を紹介するいくつかのイ
ベントを企画したいと思っています。

読者へのメッセージ
−『ラテンアメリカ時報』の読者に対してメッセージがあ

れば、お願いします。

大使　ホンジュラスについてもっと知っていただ

き、いつかの日かホンジュラスを訪れていただきた
いと思います。まずは、コーヒー、ココア、メロン
など、日本で売られているホンジュラス産品を賞味
頂きたいと思います。また、インターネットを通
じ、ホンジュラスの文化について知って頂くのがも
っと手っ取り早いかもしれません。

（注）本インタビューのスペイン語全文は、ラテン
アメリカ協会ホームページ英語サイトに掲載してい
ます。

（ラテンアメリカ協会副会長　佐藤　悟）

ラテンアメリカ参考図書案内

『国境を越えるラテンアメリカの女性たち
 －ジェンダーの視点から見た国際労働移動の諸相』

松久 玲子編著　晃洋書房　2019 年 12 月　256 頁　2,500 円＋税　ISBN978-4-7710-3248-4

現在ラテンアメリカにおける労働を目的とする移動としては、米国を目指す、南米からスペ
イン等欧州を目指す「南」から「北」への国際移民が知られているが、その他ラテンアメリ
カ域内移民として「南」から「南」への移動も常にある。本書は、この現状をジェンダーと
国際労働移動に着目し、出身国以外へ1年以上居住する正規移民だけではなく、正式な手続
きを経ていない非正規移民、1年未満の期限付き労働契約の季節労働者のうち主に女性を対
象に、脆弱性が高い人々が国籍、ジェンダー、エスニシティなど様々な要因がグローバリゼ
ーションの複層的な状況の中で困難を克服しようとしているかを、事例を基に10人のラテン
アメリカ研究者が検証したものである。
序章でラテンアメリカ地域における国際移民の動向と移民の女性化を（松久玲子同志社大

学大学院教授）、第Ⅰ部「南」から「北」への労働移動ではエルサルバドル女性の移民の動機
と家族（中川正紀フェリス女学院大学教授と中川智彦愛知県立大学講師）、ニューヨークにお
けるメキシコ移民女性（北條ゆかり摂南大学教授）、メキシコから米国への「正規」移動の動
態（イレネ・アンドラデ＝パラ同志社大学博士課程院生）、バルセロナで生きるキューバ人の
戸惑い（田村幸子首都東京大学准教授）、ラテンアメリカからスペインへの家事労働分野にお
ける女性労働者（深澤晴奈東京大学大学院助教）が、第2部「南」から「南」への域内移動
については、メキシコ北東部における中米移民等から「トランジット」移民の家族再統合（浅
倉寛子メキシコ大学社会人類学高等研究所教授）、コスタリカにおけるニカラグア女性移民（松
久）、コロンビアからチリへの労働移動（柴田修子同志社大学助教）、アルゼンチンにおける
女性労働者の社会保障（宇佐美耕一同志社大学教授）を論じており、グローバルな国際労働
分業システムが「北」と「南」を問わず、安価で調整弁となる労働力を作り出す機能を務め
ており、女性に課せられたジェンダーとしての役割・規範は、男性移民に比べて女性が越境
する世帯保持や家族統合への責任がより強く内在することを明らかにしている。	 〔桜井 敏浩〕
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2019 年グアテマラ大統領選挙と
ジャマテイ新政権の展望

太田 大地

時 事 解 説

はじめに
2020 年 1 月 14 日、アレハンドロ・ジャマテイ氏（64

歳、医師、元刑務所主管庁長官）が第 51 代グアテマ
ラ大統領に就任し、ギジェルモ・カスティージョ氏（54
歳、弁護士、前商業会議所専務理事）が副大統領に
就任した。16 日、就任後 2 日目という異例の早さで
ジャマテイ大統領は施政方針を発表し、国の課題解
決に取り組んでいる。本稿では、大統領選挙におけ
るジャマテイ大統領の勝因とジャマテイ政権の政策
について述べる。

1.�2019年大統領選挙におけるジャマテイ大統領の
勝因
2019 年 6 月 16 日、大統領選挙第一回投票でサン

ドラ・トーレス UNE（国民希望党、中道左派､ コ
ロン元大統領の元夫人）候補 1 が 1 位、ジャマテイ
VAMOS（バモス党、右派）候補が 2 位となった。8
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6月16日
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第一回投票
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大統領選
決選投票

17.7 17.0 

グラフ 1：世論調査における候補者の支持率の推移 （1～ 4位のみ）

出所：CID Gallup 社世論調査を基に執筆者作成

就任式でのジャマテイ大統領
出所：2020年1月15日付官報Diario de Centro América表紙
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月 11 日、決選投票が実施され、ジャマテイ候補が逆
転し新大統領となった。ジャマテイ候補が大統領選
に出馬したのは 4 度目であり（2007 年から連続で出
馬）、12 年の努力が実った瞬間であった。同候補の
勝利にはどのような要因があるのか 2 つの観点を分
析する。

要因1：ライバル候補の不出馬
第一の要因はライバル候補の不出馬である。以下

のとおり､ ライバル候補のスリー・リオス VALOR
（ バ ロ ー ル 党、 右 派 ） 候 補 と テ ル マ・ ア ル ダ ナ
SEMILLA（種の運動党、中道左派）候補が第 1 回投
票直前に不出馬となり状況が一変した。

グラフ 1 は世論調査における各候補支持率の推移
を示し、2019 年 1 月～ 5 月、リオス候補とアルダナ
候補はジャマテイ候補より優位に立っていた（5 月、
ジャマテイ候補はアルダナ候補を抜くが、差は僅か）。
ところが 5 月中旬、TSE（最高選挙裁判所）は同 2
名が立候補資格を満たさないとの理由から 2 名を出
馬不可とした。そこからジャマテイ候補は第 2 位に
繰り上がり、第 1 回投票後はトーレス候補を抜き 1
位となった。仮に同 2 名が出馬していた場合、ジャ

マテイ候補は決選投票に進出できなかった可能性が
高く、同 2 名不出馬はジャマテイ候補に有利に働い
たのである。

要因2：トーレス候補に対する国民の拒絶
第二の要因は､ 決選投票で争ったトーレス候補に

対する不支持率の高さである。
グラフ 2 は世論調査における不支持率の推移を示

し、ジャマテイ候補の不支持率が低いのに比べ、トー
レス候補の不支持率は 20% 以上を保ち、上昇してい
る。また、グラフ 3 は有権者所得レベルごとの不支
持率に関する世論調査であり、トーレス候補の不支
持率は高・中所得層で高く、低所得層の不支持率は
低い。これは、同候補がコロン元大統領夫人時代に
地方貧困層へ現金給付等の社会政策を実施したため
であり､ 同候補と政党 UNE には地方貧困層からの根
強い支持がある。一方､ 同候補はコロン政権の実権
を裏で掌握していたとも言われ､ その強権的な姿勢
が高・中所得層から強く拒絶されている。

表 1 は、VAMOS と UNE の決選投票における得票
率を各県貧困率が低い順に並べ、県および県都で比較
したものである。県ごとに見ると VAMOS は 22 県中
14 県で勝利し､ 他方 UNE は貧困率が高い地域を中心

県 貧困率
（%）

得票率（%）
県全体 県都

VAMOS
（ジャマテイ）

UNE
（トーレス）

VAMOS
（ジャマテイ）

UNE
（トーレス）

全国 - 57.9 42.0 - -
グアテマラ県 33.3 74.5 25.5 83.5 16.5 
サカテペケス県 41.1 75.7 24.2 81.4 18.6 
エスクィントラ県 52.9 45.7 54.2 53.2 46.8 
エル・プログレソ県 53.2 54.9 45.0 61.0 39.1 
サンタ・ロサ県 54.3 50.5 49.4 51.9 48.1 
サカパ県 55.9 57.5 42.5 66.2 33.8 
ケツァルテナンゴ県 56.0 70.5 29.4 84.1 16.0 
レタルレウ県 56.1 50.1 49.8 55.2 44.8 
イサバル県 59.9 47.4 52.5 68.7 31.3 
サン・マルコス県 60.2 50.1 49.8 79.1 21.0 
ペテン県 60.8 44.6 55.3 62.5 37.5 
フティアパ県 62.7 50.0 49.9 60.8 39.3 
スチテペケス県 63.8 50.9 49.0 66.9 33.1 
チマルテナンゴ県 66.1 62.3 37.6 79.0 21.0 
バハ・ベラパス県 66.3 51.3 48.6 70.5 29.5 
ハラパ県 67.2 43.4 56.6 48.0 52.1 
チキムラ県 70.6 46.9 53.0 60.8 39.2 
ウエウエテナンゴ県 73.8 46.9 53.0 84.8 15.2 
キチェ県 74.7 38.3 61.6 62.8 37.2 
トトニカパン県 77.5 58.2 41.7 60.9 39.1 
ソロラ県 80.9 50.8 49.1 54.3 45.7 
アルタ・ベラパス県 83.1 36.7 63.2 59.3 40.7 

表 1：大統領選決選投票における得票率（県および県都での比較）
　　　※灰色部分は過半数をとった政党を示す。

出所：TSE（最高選挙裁判所）及び（INE国立統計院）のデータを基に執筆者作成
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グラフ 3：世論調査における有権者所得レベルごとの不支持率

出所：�2019 年 5月 27日～ 6月 5日に実施されたProDatos 社世論調査
を基に執筆者作成
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出所：CID Gallup 社世論調査を基に執筆者作成
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に 8 県で勝利している。県都だけを見ると､ VAMOS
が 22 県都中 21 県都で圧倒的な勝利を納めている。

特徴的なのは、UNE には地方を中心に貧困層から
の支持があるものの､ 首都圏および地方であっても
都市部ではほとんど票を得ていないことである。こ
の状況は､ 都市部に住む有権者がトーレス候補を拒
絶していることを示している。すなわち､ ジャマテ
イ候補が強い支持基盤を持っていたというよりも､
首都圏と地方都市部の反トーレス票が大量にジャマ
テイ候補に流れ､ その結果としてジャマテイ候補が
勝利したのである。

まとめ
以上から、ライバル候補の不出馬とトーレス候補

に対する反対票の存在が、ジャマテイ候補の勝利に
大きく関係したと言える。当然、ジャマテイ候補の
知名度、公約、全国における地道な選挙活動等もジャ
マテイ大統領誕生に貢献したはずである。しかし、
世論調査および投票結果を見る限り､ 前述した 2 つ
の要因こそがジャマテイ候補の勝利に不可欠な要素
であったと言えるだろう。

2.ジャマテイ政権の政策
「完璧な政府ではなく、正しい政府になる」とい

う就任演説の独特なフレーズのように、ジャマテイ
大統領は政権交代で一変されるような一時的な政策
ではなく、国の発展に資する長期的国家計画を主張
しているところが特徴的であり、個々の施策も当国
の長年の課題解決に向けた取り組みが中心である。

経済政策
経済活性化を重視し､ それによる雇用創出と貧困

削減を目指している。政策としては､ 輸出・投資の
増加、ビジネス環境整備、中小企業強化、インフラ
整備（鉄道、空港、港、幹線道路等）、観光促進等
を掲げている。主な目標は、経済成長率 6%（現状
3.4% － 2019 年中銀）、非正規路上販売等のインフォー
マルセクター就業率 6% 減（現状 69.5% － 2018 年
INE）等である。

社会政策
注目すべきは、長い間当国が苦しんでいる栄養失

調問題の解決を優先している点であり、ジャマテイ
大統領は「栄養改善のための国家大十字軍プロジェ

クト」（Gran Cruzada Nacional por la Nutrición）を
立ち上げた。同プロジェクトは貧困レベルの高い地
方 10 県 114 市を対象とし、住民の診察や医療施設
増設等を進めている。当国では 5 歳以下の慢性的栄
養失調（desnutrición crónica）率は 46.5%（2014 年
INE）に及び、政府は同栄養指標を 7% 減少させるこ
とを目標としている。

治安・汚職対策
選挙活動のときから治安改善を主張しており、い

くつかの施策をすでに実行している。例えば、犯
罪発生率の高い地域に対し 4 回にわたる Estado de 
Prevención（一時的な予防措置体制）を宣言し、警
察の増員等による治安改善に努めている。

汚 職 対 策 も 重 点 政 策 の 一 つ で あ り、Comisión 
Presidencial Contra la Corrupción（大統領府汚職対
策委員会）を新設し、CICIG（グアテマラ無処罰問
題対策国際委員会）2 に代わり行政の汚職を調査する
体制作りに努めている。

外交政策
（1）対米国

当国にとって対米関係は最重要であり、米国も移
民や麻薬等の分野で当国に大きな関心を持っている。
特に移民問題は重要事項の一つで、米国を目指す中
米不法移民が恒常的に発生している。ジャマテイ大
統領が対処しなければならない問題として、いわゆ
る「安全な第三国」合意 3 がある。2019 年 7 月、米
国とグアテマラのモラレス前政権は同合意に署名し、
グアテマラが「安全な第三国」として、米国から移
送されるエルサルバドルおよびホンジュラス人移民
を当国で保護する義務が発生する。しかし、合意内
容の詳細は未発表で、グアテマラの貧困や治安の悪
さから、他国の移民に対処する能力がないとして国
内外から批判が出ている。対米関係は良好であるも
のの、ジャマテイ大統領がこの状況をどう乗り切る
のか手腕が問われている。

（2）対中米およびメキシコ

中米北部 3 か国（グアテマラ、エルサルバドル、
ホンジュラス）は米国・メキシコとともに移民や治
安問題について定期的な会合を継続しつつ､ 中米諸
国全体での統合を見据え､ まずは同 3 か国での連携
強化を図っている。ジャマテイ大統領は同 3 か国に
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おけるモノの自由な移動と関税撤廃の実現に向け、
関係国との協議を積極的に進めている 4。

対メキシコ関係でも重要なのは移民問題である。
2019 年 9 月、ジャマテイ大統領は同国を訪問し、ロ
ペス・オブラドール メキシコ大統領と会談を実施し
た。ジャマテイ大統領は両国国境地域（移民が頻繁
に発生）における「Muros de Prosperidad」（繁栄の壁）
プロジェクトを掲げ、フリーゾーン（zona franca）
構築による投資誘致と雇用創出を計画し､ 移民防止
を試みている。これに対し、メキシコ大統領はグア
テマラへ 3,000 万米ドルを供与すると表明した。

（3）対アジア

アジアに関し注目すべきは台湾関係である。とい
うのも、当国は台湾承認国（全 15 か国あり､ 当国
は GDP や人口規模の面で最大）で中国との外交関係
がないためである。ジャマテイ大統領は台湾との外
交関係維持を明言し、2019 年 10 月に台湾を訪問し、
蔡台湾総統と会談を実施した。ただし、中国との経
済関係は強く、2018 年以降グアテマラ国別輸入額第
2 位は中国である。加えて、VAMOS 党の政策綱領
では、台湾との外交関係を維持した上で、アジア諸国、
特に中国との経済関係を重視すると明記されている。

対日関係は引き続き良好である。本年（2020 年）
1 月 14 日、山口泰明衆議院議員が特派大使としてジャ
マテイ大統領就任式に出席するとともに、同大統領
と会談を実施した。ジャマテイ大統領は日本の協力
に謝意を表し、重要な友好国日本との協力関係強化
に尽力したいと述べた。また、2019 年は国際協力機
構（JICA）海外協力隊当国派遣 30 周年であり、本
年 2 月 7 日に記念式典が開催された。出席したカス
ティージョ副大統領は、海外協力隊の活動およびそ
の他協力プロジェクトを継続・拡大したいと述べた。

おわりに
ジャマテイ政権はまだ発足したばかりであり現段

階で評価をすることはできないが、政策やすでに実
施されつつあるアクションを見る限り、課題に対し
真摯に取り組もうとする姿勢が確認できる。CACIF

（グアテマラ経済団体連合会）のアンケートでは、ア
ンケート対象企業の 54.4% が 2020 年当国経済は「成
長する」、41.7% が「安定する」と見ており、「悪化する」
と回答した企業は 3.9% のみで、経済界の期待は大き
い。また、政府が進める栄養改善プロジェクトに対し、

EU 諸国や複数の国連機関が支持を表明している。こ
のような国内外からの期待に応え、ジャマテイ大統
領には就任演説で自ら述べた「国に仕える第一人者」

（primer servidor de la Nación）となり、国の課題
解決につながる取り組みを実行してほしい。

（本稿は、2020 年 3 月 11 日時点の情報を基に作
成したものである。本稿は執筆者の私見であり、所
属する組織の意見を代表するものではない。）

（おおた だいち　在グアテマラ日本国大使館専門調査員）

1	 �選挙後、トーレス候補は過去の不正選挙資金疑惑を理由に逮捕
され、UNEは同候補を除名するとの声明を出した。

2	 �CICIGとは、当国の無処罰問題や汚職等撲滅のため、グアテマ
ラ政府の要請に応じ国連との間で設立された国際機関。2007
年から当国で活動を続けていたが、モラレス前大統領はマン
デート（設置期限）を延長しないと決定し、2009年9月で
CICIGは当国での活動を終えた。

3	 �西語正式名はAcuerdo de Cooperación Respecto al Examen 
de Solicitud de Protección、英語名はAsylum Cooperative 
Agreements （ACAs）。

4	 �なお､同3か国におけるモノの移動の簡素化を目的とした税関
統一がモラレス前政権時に開始されている。ただし、各国税関
を物理的に統一するという意味であり、関税の統一（関税同
盟）とは異なる。
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チリの低年金問題と解決に向けた政府の取り組み

菊地 梨沙

はじめに
昨年 10 月地下鉄の運賃の値上げをきっかけに、南

米チリで長年にわたり蓄積された不満が爆発し、地
下鉄の破壊行為、街中での暴力・略奪行為、そして
全国各地でのデモ行進など政府に対する一連の抗
議活動が発生した。目前に迫っていた APEC 及び
COP25 の同国開催中止の決定にまで発展した今次騒
動は、同国が抱える様々な問題を浮き彫りにするこ
とになった。中でも年金制度改革は、国民が強く訴
えた要求事項の一つである。今次社会危機により高
齢者に対する年金支給額の少なさに改めて注目が集
まり、将来の受給額に悲観した多くの国民は、政府
に制度の改善を求めた。急速な少子高齢化も本改革
の重要性を際立たせる。2017 年の CASEN（全国社
会経済実態調査）1 によると、チリの高齢者（60 歳
以上）の人口は約 300 万人、総人口の 16.2% に達し、
初めて 15 歳以下の子供の人口を上回る結果となって
いる。

ピニェラ大統領は、2018 年 3 月の第二次政権発足
直後から年金制度改革を主要政策の一つとして掲げ
ており、同年 10 月には年金制度改革法案を発表して
いる。今般の社会危機を受け、2020 年 1 月、同法案
に大幅な修正が加えられ、現在も議会審議中である 2。

本稿では、チリの年金問題について、現行制度に
至るまでの経緯、具体的な例を挙げチリの年金の現
状を明らかにし、民意を反映して修正が加えられた
政府の新年金制度改革の内容を概観する。

現行の年金制度に至るまで3

チリの年金制度は、1980 年、ピノチェット軍事政
権下で、それまでの賦課方式から市場原理を軸とし
た個人積立方式に大きな転換を遂げ、その管理・運
用は AFP（年金基金管理会社）に委ねられた。同年
金制度には、国家による最低保障の制度（20 年間の
保険料拠出などの要件付き）が備えられた。次に大
きな改革が行われたのは、2008 年、第一次バチェレ
政権下であった。バチェレ大統領（当時）は、チリ

の当時の年金制度は不安定な雇用の現状を考慮して
おらず、さらに女性にとって雇用や賃金などあらゆ
る面において不安定性が高くなる旨を指摘し、貧困
層、中産階級及び女性のさらなる保護に向けた年金
制度改革を推進した。同改革により国庫を財源とす
る連帯年金制度が導入され、低年金者及び無年金者
のための最低年金保障制度の保護対象者を「より貧
困な 60% の世帯に所属する高齢者」へと拡大し、そ
の支給額も増額された。連帯年金制度は、雇用の不
安定性に対処するとともに、同制度の恩恵が女性に
も行き渡るよう保険料拠出期間の要件が取り除かれ
た。さらに、65 歳時点で子供を有する女性への特別
手当の支給も導入された。その他、バチェレ政権下
において年金制度拡充に関する諸改革が行われたが、
大枠として AFP を主体とする年金制度の基礎的な部
分は変わることなく、現在改革が求められている現
行制度に至る。

現行の年金制度
現行の年金制度は、労働者が毎月賃金の 10% を拠

出する「拠出の柱」、将来の年金額を増やすために労
働者が任意で積み立てる「任意の柱」及び国家が保
障する最低年金保障制度である「連帯の柱」の 3 つ
の柱 4 で構成される。

チリの年金制度の要である「拠出の柱」では、自
営業者を含むすべての労働者が就労開始と同時に、

サンティアゴ市内のデモの様子（写真はいずれも執筆者撮影）
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10% の保険料を拠出する。雇用主は､ 労働者の賃金
から毎月保険料分を控除し、AFP が管理・運用する
個人積立勘定に納付することが決められている。「拠
出の柱」で積み立てられた年金は、原則として男性
65 歳、女性 60 歳に到達することで支給が開始される。
年金の受給は、生命保険会社から終身受取年金を購
入することによる受給、もしくは AFP に積み立てて
きた個人勘定から AFP が決定する毎月の引出し計画
に沿っての受給、またはそれらを組み合わせた形で
行われる。

「任意の柱」は、任意で「拠出の柱」の未納分追
納及び自身の個人積立勘定を管理する AFP、または
他の AFP に貯蓄用の別勘定を持ち、追加で保険料を
納めるなど「拠出の柱」を補強し、将来に備えるた
めの制度である。この柱は、低所得者・中所得者の
拠出のインセンティブが下がらないよう制度的な配
慮はされているものの、任意貯蓄という意味で基本
的に金銭的な余裕がある高所得者向けの制度である
といえる。

「連帯の柱」は、国庫を財源とし、無年金者には
老齢連帯基礎年金、一定の基準額 5 以下の受給額の
低年金者には老齢連帯保障手当が給付される制度で
ある。同支給は、65 歳以上且つ 20 年以上チリに居
住など諸要件を満たすことが条件である。老齢連帯
基礎年金は、65 ～ 74 歳、75 ～ 79 歳、80 歳以上と
年齢層により支給金額が増額する。

低年金の現状
問題となっている低年金の現状を明らかにするた

め、3 名の高齢者の年金受給の実例を挙げる（表）。
上記約 147 ～ 362 米ドル（1 ドル＝ 750 チリペソ

換算）の年金額は、チリの物価を考慮しても非常に
低額である。また、高齢者世帯（2 名）生活費の一
例（図）を見ると、チリで年金収入のみで生活する
高齢者の厳しい現状は明らかである。夫婦の年金受
給額合計が 494,031 チリペソであるのに対し、必要な
支出が 449,500 チリペソと、余剰は月々 44,531 チリ
ペソ（約 59 ドル）ほどであり、ここで支出として考
慮されていない外食や想定外の出費などで容易に支
出が収入を超えることがわかる。

年金制度改革に向けた要求
1980 年から導入された現行の年金制度の加入者が

年金を受給し始めるとともに、その年金支給額の少
なさに対する国民の不満が徐々に蓄積されてきた。
ピニェラ大統領は、2018 年 3 月の政権発足直後から、
年金制度改革を推進する姿勢を見せ、同年 10 月には

残余
$44,513 

被服・履物
$18,000 

通信
（インターネット・電話）

$57,000 

保健医療
$62,000 

交通
$75,000 

水道光熱費
$102,500 

食料
$135,000 

出所：�聞き取り情報を基に執筆者作成。なお、持ち家のため住居費は支出に
含まれていない。

図：チリの高齢者夫婦世帯（70代）の消費支出（月額）（チリペソ）例

78歳女性 78歳女性 76歳男性

勤務歴
1960 ～ 69年
薬局販売員（契約）

1960 ～ 67年
家政婦（個人契約）
結婚後、家庭で裁縫の内職（個人事業主）

1964 ～ 2009 年
スーパーマーケット従業員

年金拠出

雇用主から当時の公的年金に毎月保険料
を拠出。（後に、9年間の勤務期間の内、
保険料の支払が行われたのが 3年間のみ
であったことが判明）

1960 ～ 67 年は、雇用主から当時の公的
年金制度に毎月保険料を拠出。
家政婦の仕事を退職後、4年間、個人事業
主として保険料を納付。

1980 年以前は、民間企業従業員対象の当
時の年金制度に保険料を拠出。1980 年年
金改革が行われた際、AFP が管理する年
金制度に移行。

年金受給資格

あり（2008 年の年金改革以降）。520 週
（10 年相当）の受給資格期間の保険料納
付が達成されなかったため、年金受給資
格なしとされた。しかし、バチェレ大統
領による 2008 年の年金改革により、老
齢連帯基礎年金の受給資格を得た。

あり。当時の受給資格期間が 520 週であ
ったところ、574 週の納付を達成。60歳
に到達した時点で、生涯に亘る年金受給
資格を得た。

あり。65歳の退職時、生命保険会社から
終身受取年金を購入する方法での年金受
給を選択した。

年金額（月額）
（2019年12月時点）

110,201 チリペソ
（約 147米ドル）

222,549 チリペソ
（約 297米ドル）
（内訳：基礎年金 166,062 チリペソ +老
齢連帯保障手当 56,487 チリペソ）

271,482 チリペソ
（約 362米ドル）
（内訳：年金額 193,565 チリペソ +老齢
連帯保障手当 77,917 チリペソ）

表：年金受給額の実例

出所：聞き取りを基に執筆者作成
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年金制度改革法案を議会に提出している。同法案に
係る議会審議が与野党の意見の対立などで難航して
いたところ、2019 年 10 月 18 日以降の社会危機にお
いて、その他の社会的要求とともに年金制度に対す
る国民の不満が爆発するに至った。特に喫緊の課題
として国民が求めたのは、「連帯の柱」の支給額引上
げであった。政府は、「連帯の柱」の引上げについて
すでに議会で審議されていた年金制度改革法案から
切り離し、2020 年の予算案に組み込むことで早急に
法律の整備を行い、2019 年 12 月から同支給額の引
上げを開始した。これにより、80 歳以上の連帯基礎
年金額は即刻 50% 引上げられ、その他 65 ～ 79 歳の
受給者の同年金額も 2019 年 12 月～ 22 年 1 月にかけ
て段階的に引き上げられることが決定された。

新年金制度改革法案6

2020 年 1 月 15 日、ピニェラ大統領は、審議中の
年金改革法案に大幅に修正を加えた新年金制度改革
法案を発表した。同法案は、現行の 10% の積立保険
料（現行制度下の「拠出の柱」）に雇用主負担の追
加 6% を新たに加えた計 16% まで積立 % を段階的に
引上げることを目指している。現行制度は雇用主に
保険料を負担させていないことから、同提案は雇用
主の責任を見直す上で重要なポイントとなっている。
政府は、同改革により現在の年金額が一定額（25UF
＝約 707,000 チリペソ）以下である 100 万人以上の受
給者の年金額の 20 ～ 32% の引上げを見込んでいる。

新年金制度は、国家が保障する「連帯の柱」、労働
者及び雇用主の拠出からなる「個人貯蓄」、そして雇
用主の拠出及び国家の初期出資からなる「共同・連
帯貯蓄」の 3 つの柱で構成される。新設される「共
同・連帯貯蓄」の基金は、女性、中産階級及び介護
を要する高齢者に焦点を当てつつ、最低受給資格期
間 7 を満たす現在及び将来の年金受給者に対する追
加手当に充てられる。

雇用主が拠出する 6% の追加積立金は、「個人貯蓄」
及び「共同・連帯貯蓄」にそれぞれ 3% ずつ拠出される。

「共同・連帯貯蓄」に拠出される 3% のうち、0.2% は
新設される介護保険制度の財源とされる。6% の追加
積立金については、既存の AFP ではなく、新設され
る独立公共機関による管理・運用が提案されている。
国民の年金で営利追求しているとして非難の声が上
がり、大規模な反対運動も起こっている AFP につい
ても、非営利組織や加入者組合組織といった新たな

アクターの投入や運用益がマイナスの際の手数料の
返金など競争強化に向けた諸改革が提案されている。

政府は、年金制度改革によりすべての受給者の年
金額が貧困線（168,000 チリペソ＝約 224 ドル）を下
回らないこと、そして、30 年以上積み立ててきた加
入者の年金額が最低賃金（301,000 チリペソ＝約 401
ドル）以上になることを目指している。

おわりに
政府に対する一連の大規模抗議活動において、国

民の主要な要求の一つとして年金制度改革が訴えら
れていることからも明らかなように、現行の年金制
度は、当時軍事政権が約束したような優れた制度と
はなることはなかった。現行年金制度において低年
金問題が発生している背景には、チリの雇用の不安
定性や低賃金といった構造的問題があり、そのため
に未納、未加入、空白期間が起こりやすいという事
情が存在する。さらに、男性と比較して女性は、雇
用や家庭との両立の面において不利益を被っている。
インフォーマルセクターの労働者も同様に、多くは
年金拠出の余裕がなく、年金加入のインセンティブ
も低い。現在の年金額は、多くの高齢者の最低限の
ニーズを満たしていない。

国民の声を受け、政府は、新制度の確立に向け
て年金制度改革に取り組んでおり、3 月中の同改革
法の成立を目指している。喫緊の課題は、貧困線以
下の年金で生活する高齢者の年金額の引上げ、そし
て、退職後により良い年金が受給できるよう効果的
な積立制度を確立することである。不安定な雇用を
考慮しても、年金の積立は労働者からの強制的な拠
出のみに依拠するべきではなく、雇用主からも拠出
がなされるべきである。追加積立金を管理・運用す

バケダノ広場（今般のデモの中心地）の様子。銅像の土台には No+AFP の
落書きも見られる。
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るために今後新設される機関は、公的且つハイスタ
ンダードであることが期待される。現在チリでは 7
社の AFP が寡占しており、内 2 社を除き全て外国資
本である。新たな年金制度を確立するにあたっては、
AFP 改革も今後重要な鍵の一つとなるだろう。

（本稿は、2020 年 2 月 26 日時点までの情勢に基
づく。執筆にあたり、在チリ日本大使館の Carlos 
Carrasco 氏の協力を得た。記して謝したい。なお、
本稿で示した見解は執筆者個人に属するものであり
所属先の見解を代表するものではない。）
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『独裁が揺らぐとき －個人支配体制の比較政治』
大澤　傑　ミネルヴァ書房　2020 年 3 月　312 頁　5,500 円＋税　ISBN978-4-6230-8664-1

個人支配体制、すなわち独裁体制を比較分析することによって、独裁体制の誕生から
崩壊を体制変動の事例を比較することで、その政治現象を読み解く法則性を探究した研
究である。まず個人支配体制とは何かを述べ、体制のクライアンテリズムによる持続と
軍部・政党といったアクターを挙げ、社会経済構造の変動による体制崩壊の過程を解明
し、軍部や政党への懐柔戦略など個人支配体制の枠組みを示す。続く本書の 2/3 の紙数
を費やした個人支配体制の体制変動に関する事例比較では、反対派の政治参加を認めた
独裁者としてフィリピンのマルコス、インドネシアのスハルトを、反対派と協定した独
裁者としてニカラグアのソモサ王朝とサンディニスタ革命、パラグアイのストロエスネ
ルと軍事クーデタ、一党独裁としてチャウシェスクとルーマニア革命、スペインのフラ
ンコの軍部・政党支配、北朝鮮の金日成と金正恩の体制維持、イランのシャー時代の支
配、無党制型個人支配としてサウード家のサウジアラビア支配を挙げている。終章の「独
裁が揺らぐとき」で体制崩壊の成否・形式を分かつ仮説を検証し、パトロン＝クライア
ントネットワークの構築から崩壊までの過程の考察から、クライアンテリズムの構築と
維持が独裁継続の鍵であり脆弱性を規定するという著者の結論を述べている。
ラテンアメリカについては、本書 142頁から 180頁をニカラグアとパラグアイでの
独裁者についての分析に当てているだけだが、世界各地での独裁体制を知ることにより、
将来また現れるかもしれない独裁の体制を考える上で、極めて意義ある研究書と言えよ
う。著者は上智大学大学院で国際関係論を学び、防衛大学校で本書の基となった博士号
論文を著した気鋭の国際比較政治学者で、現在は駿河台大学法学部助教。	 〔桜井 敏浩〕
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教皇フランシスコの広がる世界

乗　浩子

教皇の訪日 −長崎と広島へ
2019 年 11 月末、ローマ教皇フランシスコは日本

を訪問した。訪日の目的は 2 つあり、唯一の被爆国
を訪れて反核・平和のメッセージを世界に発信する
ことと､ キリシタン弾圧によって殉教した人々を追
悼することだった。

歴代の教皇の中でもピオ 12 世は第二次大戦中の原
爆開発に警鐘を鳴らし、カトリック世界の現代化を
めざした教皇ヨハネ 23 世は 1962 年のキューバ・ミ
サイル危機の際、直接フルシチョフ ソヴィエト連邦
共産党書記長に呼びかけて危機を回避している。ま
た教皇として 1981 年に初めて訪日したヨハネ・パウ
ロ 2 世は広島を訪れ、国際法による核兵器禁止を訴
えた。バチカン（ローマ教皇庁）は 2017 年 9 月に国
連で核兵器禁止条約の署名・批准手続きが始まると、
いち早く批准した。しかし核保有国の米国・ロシア
などに加え、被爆国日本も米国の核の傘のもとにあ
るとしてこれに反対。他方、条約の実現に尽くした
メキシコなどラテンアメリカ諸国は、キューバ・ミ
サイル危機の教訓から人間が住む地域では最初の非

核地帯条約である中南米核兵器禁止条約（トラテロ
ルコ条約）を締結している（1968 年）。

長崎市の爆心地公園を訪れた教皇は「この町は核
兵器が悲惨な結末をもたらすことの証人です」と反
核を訴えた。被爆直後の長崎で米国の従軍カメラマ
ンが写した「焼き場に立つ少年」の写真に心を動か
された教皇は、写真をカードにして関係者に配布し
ている。次いで 16 世紀のキリシタン弾圧で処刑され
た「日本 26 聖人」の記念碑がある西坂公園を訪れ、
殉教者たちを悼んだ。広島では平和記念公園で被爆
者たちの体験談に耳を傾け、「平和の巡礼者として被
爆地を訪れる義務を感じていた」と述べ、核廃絶に
向けて“ ¡ Nunca Más ！”とスペイン語で 4 度繰り
返した。東京で東日本大震災の被害者との集まりに
出席した教皇は、復興に向けた連帯をたたえる一方、
日本カトリック司教協議会が原発廃止を求めている
ことにふれ、慎重さを訴えた。バチカンは核の平和
利用に賛同し、原子力の平和利用を管理する IAEA

（国際原子力機構）の正式メンバーである。IAEA の
事務局長をつとめ、昨年他界した天野之弥氏の業績
を教皇は高く評価している。

移民の子 −教皇になるまで
1936 年 12 月 17 日、のちに教皇となるホルヘ・マ

リオ・ベルゴリオは、イタリア移民の子としてアル
ゼンチンのブエノスアイレスで生まれた。サッカー
に熱中し、タンゴを踊り、アルゼンチンの文豪ルイス・
ボルヘスの作品を好み、台所にも立つ活発な少年だっ
た。小学校卒業後、午前中は父が勤めていた工場で
働き、午後は実業学校に通い、次いで食品衛生研究
所などで働く。この間、働くことの大切さと楽しさ
を実感した。ブエノスアイレス大学で化学を専攻す
るが、聖職者になる堅い決意のもと、男子修道会の
イエズス会に入会（1958 年）。イエズス会が宣教活
動に力を入れていたことも魅力で、ザビエルなど著
名なイエズス会士が活躍し、戦後廃墟の中からめざ
ましく復興した日本に行くことを彼は希望したが、焼き場に立つ少年（バチカン提供）
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入会直前に患った肺の病を理由に拒まれた。1960 年
に清貧・貞潔・従順の請願を行って、イエズス会士（司
祭）となる。その前年、フィデル・カストロやアル
ゼンチンのチェ・ゲバラらが起したキューバ革命は、
西半球の冷戦体制を揺るがすことになった。1965 年
にイエズス会総長（～ 83 年まで）に選出されたペド
ロ・アルペはスペイン出身の医師で、第二次大戦中
に広島の修練院院長をつとめ、原爆投下直後に数多
くの被爆者の治療に当たった。

キューバ革命後のラテンアメリカでは、反革命と
しての軍事クーデターが相次ぐ（ブラジルで 1964
年、アルゼンチン 1962 年および 76 年、チリ 73 年）。
1974 年末からローマでイエズス会第 32 回総会が開
かれ、熾烈な論争の末、解放の神学路線が採択された。
しかしバチカンなどの保守派はこれに抵抗、当時イ
エズス会アルゼンチン管区長の地位にあったベルゴ
リオは困難な対応に迫られた。アルゼンチン司教団
の多くは軍政を支持したが、彼は軍に追われるイエ
ズス会士を神学院にかくまい、秘かに国外に脱出さ
せた。フォークランド戦争（1982 年）に敗れた軍は
政治の舞台から撤退した。彼はドイツで博士論文の
準備を行い、帰国後 92 年に補佐司教、次いで大司教
を経て枢機卿を兼ねることになる（2001 年）。

教皇とラテンアメリカ
2013 年 3 月 13 日、ブエノスアイレス枢機卿のベ

ルゴリオは第 266 代ローマ教皇に選出された。ヨー
ロッパ以外からは 1282 年ぶり、しかも初めてのイエ
ズス会出身の教皇である。エキュメニズム（キリス
ト教諸派の再一致および全世界的神学）を志向する
教皇フランシスコは、就任以来中東・アフリカ・ア
ジアなどの国々を訪れ、イスラム教徒や仏教徒など

とも交流してきたが、以下ではとくに教皇の出身大
陸ラテンアメリカへの働きかけに注目したい。

就任後最初に訪れたブラジルの W
ワールド・ユース・デイ

Y D リオデ
ジャネイロ大会（2013 年 7 月）で若者に呼びかけた
教皇は、2015 年 7 月、第 2 回草の根市民運動国際大
会出席のため南米 3 国（エクアドル、ボリビア、パ
ラグアイ）を歴訪、スペイン人による征服の歴史に
ふれ、先住民の虐殺や奴隷化を謝罪した。“土地・家・
職（tierra,techo,trabajo － 3T）を求める排除された
者たちの叫びに耳を傾けよ”と訴えた。同年 9 月、
教皇フランシスコの仲介で国交を回復したキューバ
と米国を訪れ、歓迎を受ける。ラウル・カストロ国家
評議会議長とオバマ大統領に交渉を促し、両国間に
橋を架けたのだ。翌 2016 年 2 月には東方教会最大の
ロシア正教会のキリル総主教とキューバの首都ハバ
ナで会談。1054 年以来の東西キリスト教会の分裂を
克服する試みである。その帰途訪れたメキシコでは
ぺニャ・ニエト大統領に汚職、麻薬、暴力の深刻さ
を指摘、米国境に近い“不法”移民の通り道である
シウダ・ファレスでミサを行った。2017 年 9 月、半
世紀に及ぶ内戦が終焉したコロンビアで、教皇はそ
の被害者やもとゲリラを招き、国民和解の祈りの集
会を開く。

2018 年初頭にチリを訪れた教皇を迎えたのは、聖
職者による子どもへの性的虐待事件に対する激しい
抗議デモと教会爆破事件だった。教皇は謝罪し、チ
リの司教全員が辞任。こうした性犯罪は欧米諸国や
日本でも起きており、カトリック離れを加速させる
要因にもなっている。聖職者による性犯罪の主な原
因は、カトリック聖職者の独身制にある。ブラジル
では司教団の要請により、結婚によって聖職を離れ
た元司祭の職務復帰を教皇がこの国で実験的に実施

教皇とラウル・カストロ（AP） 先住民女性からアマゾンの草花を贈られる教皇（Mensaje,  dic）
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する方向にある。昨年 10 月、先住民代表を招いて開
かれたアマゾン特別シノドス（世界代表司教会議）で、
アマゾン周辺の司牧活動強化のため既婚男性の司祭
叙階が検討された。会議直前に大規模な森林火災が
起きたこともあって、アマゾンを農地と鉱山に変え
ようとするブラジルのボルソナーロ政権（2019 年～）
への批判も示された。

今後の課題 －福音派の隆盛、中国への接近
ラテンアメリカにプロテスタントが伝来したのは

独立以降だが、近年米国から神学的保守派で親イス
ラエルの福音派やペンテコステ派が到来し、カトリッ
クをしのぐ勢いで伸びている。その背景にはラテン
アメリカのキューバ化と「解放の神学」を阻止する
ため、米国政府の支援を得た布教計画があった。

プロテスタント布教の歩みをたどると、まず第一
の波としてヨーロッパから布教団が到来、宗教改革
を起源とするバプティスト、メソジストなどの歴史
的諸派による布教が開始される。第二の波は 19 世紀
末から 20 世紀初頭にかけて、米国の膨脹主義的外交
政策を背景に自由と民主主義を国境の南（とくに地
理的に近い中米諸国）に伝える使命感のもとに、布
教が活性化した。中心になったのは聖書の無謬性を
信じる福音派（Evangélico）である。ついで布教の
第三の波は 1930 年代以降、これも米国から伝えられ
たペンテコステ派（Pentecostés）で、60 年代から急
増している。ペンテコステとはキリスト復活後の 50
日目（五旬節）の聖霊降臨祭を意味し、教義よりも
神との交わりを重視する。カトリックの中からも聖
霊を重んずるカリスマ派（Carismático）が台頭し、
ペンテコステと協力関係にある。

なかでも米国の布教団の働きかけのもとでプロテ

スタントが急増したのは、中米のグアテマラである。
1982 年に福音派の軍人がクーデターで実験を握ると、
米国の福音派の指導者たちが訪れて「キリストの王
国」とたたえ、カトリックは弾圧された。福音派が
支持する米国のトランプ大統領に次いで、2018 年に
グアテマラが在イスラエル大使館をエルサレムに移
転したのは不思議ではない。ブラジルの福音派でも
と軍人のボルソナーロ大統領も大使館をエルサレム
に移転する予定だったが、アラブ諸国からの移民が
ふえていること、鶏肉などを大量にアラブ諸国に輸
出していることなどから、各界からの反対を受けて
断念した。人口の 4 割をイスラム教徒が占めるアフ
リカでは、親ユダヤ・イスラエル的ペンテコステが
社会の不安定要因になっている。三大宗教（ユダヤ教、
キリスト教、イスラム教）の聖地であるエルサレムは、
国連による国際管理が妥当とする立場をバチカンも
とっている。

今年 2 月、バチカンのギャラガー外務局長（外相）
と中国の王毅外相がドイツで会談した。司教任命権
をめぐり 1951 年に両国が断交して以降、初めての外
相会談で、新型肺炎に対して中国にマスク 70 万枚を
贈ったバチカンへの謝意も述べられた。「宗教の中国
化」をはかる中国政府は、キリスト教の中でも教皇
に忠誠を誓うカトリックに対し特に警戒的である。両
国は 2018 年に司教任命権問題で合意し、19 年に中国
政府公認の聖職者を司教と認めた。現在中国のカト
リック教徒はおよそ 1,200 万人とみられ（非公認の地
下教会との合計）、ラテンアメリカなどで信徒が減少
している現在、中国のキリスト教徒の存在は無視出
来ない。中国は憲法で信教の自由を認めてはいるが、
それが信用できないバチカンは台湾と外交関係を維
持している。現在台湾と外交関係を持つ 15 か国のう
ち、9 か国はラテンアメリカの国々である。16 世紀に
イエズス会のザビエルは中国への布教を志して果た
せなかった。21 世紀の教皇フランシスコは、徐々に
中国との壁を崩しながら接近しようとしている。この
姿勢が中国の信徒の人権を損なわないことを願う。

（よつのや ひろこ　元帝京大学経済学部教授）

＜参考文献＞
教皇フランシスコ／ドミニック・ヴォルトン（戸口民也訳）『橋
をつくるために －現代世界の諸問題をめぐる対話』新教出版社 
2019年
乗 浩子『教皇フランシスコ －南の世界から』平凡社新書 2019年バチカン外務局長と中国外相会談（バチカン提供）
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急成長が見込まれるガイアナ －石油開発と課題－

鈴木 美香

はじめに
近年ガイアナに対する関心が高まっている。その

契機となったのは 2015 年 5 月のエクソンモービル社
によるガイアナ沖での大規模油田の発見であった。

2019 年 10 月の IMF の WEO（世界経済見通し）
では、ガイアナの実質 GDP 経済成長率は石油生産
開始を受けて 2020 年に＋ 85.6% に達し、一人当た
り GDP は 2019 年の 5,252 米ドルから 2024 年には
19,404.5 ドルに急増すると予測されている 1。また、
石油部門は 2024 年までに GDP の 4 割を占めるよう
になると予測されている 2。

本稿は、石油開発や総選挙（2020 年 3 月 2 日）を
巡る動向を踏まえつつ、ガイアナが克服すべき開発
課題は何かを明らかにすることを目的としている。
なお、総選挙結果は 4 月 6 日現在も発表されていない。

したがって、本稿は同日までの情報を基に執筆して
いる。

石油開発を巡る動向 －石油生産開始
石油探査・採掘が認められている沖合鉱区は図 1

のとおり 8 鉱区（ロライマ、カイエチュール、ス
ターブロック、デメララ、オリンデュイック、カヌ
ク、カンジェ、コレンティン、図 1 の丸囲みの部分）
で、最も成果を上げているのは、エクソンモービル
社が開発を進めるスターブロック鉱区である（図 2）。
2020 年 4 月 6 日現在、全体で 19 の油田、同鉱区で
は 16 の油田が発見されている。2019 年 12 月 20 日

鉱区名 主な参加企業
ロライマ アナダルコ（米）
カイエチュール エクソンモービル（米）
スターブロック エクソンモービル（米）、ヘス（米）、中国海洋

石油（中）
デメララ CGX（加）
オリンデュイック トゥローオイル（英）、トタル（仏）
カヌク レプソル（西）、トゥローオイル（英）、トタル（仏）
カンジェ エクソンモービル（米）
コレンティン CGX（加）

表：沖合鉱区開発に参加している主な外国企業

出所：ガイアナ政府ウェブサイトおよび地元紙報道

出所：GGMC（ガイアナ地質鉱物委員会）

図 1：ガイアナの沖合鉱区

出所：Demerara Waves

図 2：スターブロック鉱区
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には、エクソンモービル社、米大手のヘス、CNOOC
（中国海洋石油）から成るコンソーシアムが石油生産
を開始した。ガイアナ政府の 12 月 21 日の発表によ
れば、同鉱区のリサ油田の第 1 フェーズの石油生産
量は 12 万バレル／日、同鉱区では 2025 年までに少
なくとも 5 つの浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出
設備（FPSO）Lisa Destiny で 75 万バレル／日が生
産されるようになる見込みである 3。また、現在同油
田では、第 2 フェーズで 22 万バレル／日の生産能力
を持つ Lisa Unity FPSO が建設中であり、2022 年半
ばの生産開始が予定されている 4。ガイアナ沖全体で
は、今後 30 年間の生産量は 100 万バレル／日となる
見込みとなっている。人口 78 万人に過ぎないガイア
ナが、一人当たり石油生産量が最も多い国となるこ
とが確実視されている。

ガイアナ政府は石油開発促進のため、2015 年 5 月
以来体制整備に注力してきた。2018 年 12 月には、
IDB（米州開発銀行）との間でエネルギー部門の強
化及び持続性支援等に関連し 1,164 万ドルの融資契
約、2019 年 2 月には 0.3 億ドルの融資契約を締結した。
同資金の大半は、エネルギー局の設立および体制整
備、石油・ガス開発の制度的枠組みのためのロード
マップの策定、将来の生産シェア協定（PSA）のモ
デル契約書の作成等に活用された。現在大統領府直
下にあるエネルギー局は、将来独立した省となるこ
とが決まっている。世銀も石油・ガス産業に関わる
政府関係者の研修、多額の資金流入により活性化が
見込まれる銀行・保険業界の改革のために、5,500 万
ドルの支援を実施することを約束している 5。

一方、新型コロナウィルス（COVID-19）の感染拡大、
3 月の原油価格の急落等で世界経済の見通しは急速

に悪化している。これまで楽観ムードに酔いしれて
きたガイアナも打撃を受けかねない事態となってい
る。冒頭で述べた 2020 年の経済成長率（＋ 85.6%）
が大幅に下方修正される可能性もある。

さらに、植民地時代に遡るベネズエラとの国境紛
争も懸案事項として残る。係争地はガイアナの国土
の約 3 分の 2 にあたるエセキボ川左岸地域（図 3）
であり、国連や ICJ（国際司法裁判所）を巻き込ん
だ論争となっている 6。ベネズエラは海外企業による
ガイアナの石油開発に神経を尖らせており、2018 年
12 月にはエクソンモービル社と契約した石油探査船
がベネズエラ海軍から妨害を受ける事件が発生して
いる。

2020年総選挙 －不安定化する政治
3 月 2 日に約 5 年ぶりの総選挙が実施された 7。今

次選挙は石油生産開始後初の総選挙で、最大の争点
は莫大な石油収入の分配策であった。

ガイアナの総選挙は、GECOM（選挙管理委員会）
の選挙実施体制、国内の脆弱な交通・輸送インフ
ラ、開票・集計システム等の問題により、結果発表
に時間がかかることで知られている。今次選挙では
投票日から 3 日が経過した 5 日に暫定結果が発表さ
れた。その時点では、農村部、内陸部では、最大野
党の PPP/C（人民市民・進歩党）がリードしていた。
国内最大の有権者数を抱える第 4 地区（首都ジョー
ジタウンが属する）の結果は未発表であった。5 日
に発表された暫定結果では、与党同盟の「APNU（国
民統一のためのパートナーシップ）＋ AFC（変化の
ための同盟）」が第 4 地区で PPP/C に約 6 万票の差
をつけリード、その結果全選挙区の合計で APNU ＋
AFC が僅か 7,600 票差で PPP/C に勝利を収めること
となった。これに対し、国際機関から成る選挙監視
団、欧米の外交団、野党 6 党は、第 4 地区で不正が
あったとして同地区の票再集計を要請、各地では市
民による抗議運動が起き警察が出動、死者も発生し
た。その後、再集計実施にかかる判断は司法に委ね
られたが、投票日から 1 か月が経った 4 月 6 日現在
も決着がついていない。

今次選挙を通じてガイアナの民主主義の脆弱性、
選挙実施体制の不透明性が露呈した。例え正当な証
拠をもって選挙結果が発表されたとしても、敗北し
た政党がそれを異議なく受け入れる可能性は低い。
新政権発足後も不安定な状況は続くであろう。出所：ベネズエラ・シモン・ボリーバル地理学研究所

図 3：ガイアナ・ベネズエラ間の係争地
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ガイアナの主要開発課題
（1）インフラの整備

ガイアナの国土の大部分は、熱帯雨林や開発途上
地域で占められている。ジョージタウンに足を踏み
入れると、老朽化した建物やゴミだらけの用水路が
目につく。水道管の老朽化によりシャワーや洗面所
の蛇口からは茶色い水が流れてくることもある。幹
線道路の数は限られており、国際空港からジョージ
タウンまでは車で 1 時間以上を要する。地方への移
動手段は車か小型飛行機に限られ、国内移動や物流
の大きな妨げとなってきた。大型港湾施設の建設も
求められている。内陸部には、水、電気、ガスが整
備されていない地域もある。

さらに、ガイアナでは、先住民の言語「水の多い
土地」を意味する国名のとおり、国内に無数の水路
が走っている。人口の 9 割がジョージタウンを始め
とする沿岸部の低海抜地域に居住していることから、
気候変動の影響を受けやすい。

近年ジョージタウンおよびその近郊では、ホテル、
オフィス、会議場、高級住宅やショッピングモールの
建設ラッシュに沸いている。5 年後には現在の姿から
は大きく様変わりすると見られるが、急成長の陰で交
通渋滞や廃棄物処理の問題が深刻化する恐れがある。

（2）法制度の整備と汚職撲滅

法制度改革も急務となっている。石油産業の規制
に関わる鉱業法や環境保護法は時代に則したもので
はなく、各種事業実施の妨げとなっている。世銀は
石油（探査・生産）法改正への支援にも乗り出したが、
同改正法案の起草を担当する米国の法律事務所とエ
クソンモービル社が 40 年近くにわたって取引関係に
あることが判明した。ガイアナの石油産業がエクソ
ンモービル社の意のままにされる恐れがあるとして、
地元では側面支援する世銀に対する批判の声も出始
めている。

ガイアナでは、長らく人種や地域を基盤とした縁
故主義が蔓延してきた。司法制度や法執行機関の機
能不全もこれを助長してきた。トランスペアレン
シー・インターナショナルによれば、2019 年のガイ
アナの汚職認識指数は世界 180 か国で 85 位であった。
18 年比では改善したものの、他のラテンアメリカ・
カリブ諸国と比較すると、チリ（26 位）、バハマ（29
位）、バルバドス（30 位）の水準からは程遠いこと
が分かる。

（3）人種対立の解消

ガイアナはオランダ、英国の植民地時代を経て
1966 年に独立した。植民地時代には奴隷として連行
されたアフリカ人、奴隷制廃止後には年季奉公人と
して来た旧英領インドの出身者が流入した。このた
め現在の人種構成は、インド系 4 割、アフリカ系 3 割、
混血 2 割、その他 1 割となっている。アフリカ系は
主に首都近郊や地方の都市部に集中する一方、イン
ド系や先住民は農村地帯、開発途上地域に多い。隣
国のトリニダード・トバゴやスリナムもガイアナと
同様の人種構成だが、人種対立はガイアナの方が深
刻であり、人種問題に起因する暴力事件も多く発生
している。これは治安改善の妨げにもなっている。

政治も人種問題抜きでは語れず、二大政党の主な
支持基盤を見ると、APNU はアフリカ系、PPP/C は
インド系という構図になっている。今次選挙は、石
油収入の分配という要素も加わり、人種間の対立や
分断がより顕著となった。新政権が特定の人種・地
域に偏った開発や支援を行い、その結果所得・生活
格差が拡大した場合には、両者の対立が激化する恐
れがある。新政権はこれまで以上に人種問題に注意
を払う必要性に迫られている。

（4）人材開発

脆弱な産業構造、狭小な労働市場は、人材育成の
障害となってきた。ガイアナは世界的に見ても人口
1,000 人当たりの移民率が非常に高く、高等教育修了
者の移民率は 9 割にも上る。その多くが米国やカナ
ダ、英国に住む。今後は石油産業、建設業、サービ
ス業での雇用増加が見込まれ、国外移住の動きが減
少すると見られるが、高等教育機関、専門的知識・
技能を持つ人材の数は圧倒的に不足している。ガイ
アナ政府はイスラム銀行の融資を受けた職業訓練プ
ロジェクトの実施に乗り出した。欧米企業もガイア
ナ大学工学部への機材提供、地元の人材育成支援に
着手している。

おわりに
CARICOM（カリコム：カリブ共同体）の加盟国

の中ではハイチに次ぐ貧困国として知られてきたガ
イアナにとって、富裕国への仲間入りは国民の悲願
の夢であった。

他方、未だかつて経験したことのない急成長で生
じる社会のひずみ、国力や経済基盤が弱いガイアナ
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が価格変動の激しい石油に過度に依存することのリ
スクを不安視する声は絶えない。「資源の呪い」への
懸念も広がっている 8。

総選挙の票の再集計を巡る混乱が収束しない中、新
型コロナウイルスの感染が拡大し、政府および国民の
関心は、同感染症関連情報に移りつつある。新政権は、
出だしから未曾有の危機に対応しなければならず、非
常に困難な舵取りを迫られることになろう。

（すずき みか　亜細亜大学国際関係学部非常勤講師、

元在トリニダード・トバゴ日本国大使館専門調査員）

1	 IMF, “World Economic Outlook Database”, 
	 �https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2019/02/

weodata/index.aspx
2	 �IMF, IMF Executive Board Concludes 2019 Article IV Consultation 

with Guyana, September 17, 2019.
	 �https://www.imf.org/en/News/Articles/2019/09/16/

pr19332-guyana-imf-executive-board-concludes-2019-article-
iv-consultation

3	 �Ministry of Presidency, Cooperative Republic of Guyana, 
“Historic oil production begins offshore Guyana – Dr. 
Bynoe”, https://motp.gov.gy/index.php/2015-07-20-18-
49-38/2015-07-20-18-50-14/3920-historic-oil-production-
begins-offshore-guyana-dr-bynoe

4	 �ExxonMovil, “ExxonMobil ups Guyana recoverable resources 
to more than 8 billion oil-equivalent barrels, makes discovery 
at Uaru”, January 27, 2020.　

	 �https://corporate.exxonmobil.com/News/Newsroom/News-
releases/2020/0127_ExxonMobil-ups-Guyana-recoverable-
resources-to-more-than-8-billion-oil-equivalent-barrels

5	 �世銀は2017年12月、気候変動対応として2019年以降は石
油・ガス上流部門への投融資を停止する旨新たな施策を発表し
た。環境保護団体は、今回の世銀の支援内容は同施策と矛盾す
ると指摘している。

6	 �ガイアナが「ベネズエラとの国境問題に関しては1899年のパ
リ裁定により明確に解決した」と主張しているのに対し、ベネ
ズエラは「エセキボ川左岸地域は、1966年のジュネーブ協定
に規定されている通り、植民地時代からの領土係争の対象地で
ある」と反論している。

7	 �前回選挙は2015年5月、次期選挙は2020年5月から8月の間に
実施されるはずであった。しかし、2018年12月に野党PPP/
C（人民市民・進歩党）が内閣不信任決議案を国会に提出する
と、与党議員1名の造反により、賛成33票、反対32票という
僅差で同決議案が可決された。政府はその後これを不服である
と提訴、最終的にはCCJ（カリブ司法裁判所）が2019年6月
に同決議を有効とする判断を下した。GECOM（ガイアナ選挙
管理委員会）の選挙実施体制整備の問題もあり、決議案可決か
ら1年以上経過した後の選挙実施となった。

8	 �IDBは、ガイアナは、カリコム地域最大のエネルギー国である
トリニダード・トバゴの事例（エネルギー産業への依存の高ま
りによる農業の衰退および農作物の輸入増加、農民の減少およ
びサービス労働者の増加、エネルギー収入の教育部門へのバラ

マキによる教育機関の質の低下等）を教訓にすべきと訴えて
いる。Wenner, Mark, Bollers, Elton, Hosein, Roger （2018） 
The Dutch Disease Phenomenon and Lessons for Guyana: Trinidad 
and Tobago’s Experience, Inter-American Development Bank.

	 �「資源の呪い」に関しては、既にガイアナの金鉱産業を対象と
した研究も発表されている。同研究によれば、ガイアナでは金
鉱産業および関連サービス産業が発展を遂げる一方で製造業や
農業等が衰退し、農業から金鉱産業への大量の労働者の移動が
発生し、典型的な「資源の呪い」に直面している。

	 �Hilson, Gavin, Lang Tin （2017）, “Guyana Gold: A Unique 
Resource Curse?”, The Journal of Development Studies, Vol.53, 
No.2, 229-248. 
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キューバといえばチェ・ゲバラ
を思い浮かべる人が多いだろう。
青春時代の思い出がキューバ革命
の理想に重なり、今なおノスタル
ジーを感じる方々も多いのではな
いか。1959 年の革命以来、長く
米国との対立関係にあり、なお社
会主義路線を堅持する反骨心あふ
れる国、太陽と白い砂浜の美しい
ビーチ、カリブの音楽、葉巻で
多くの外国人観光客を受け入れる
国。一見矛盾するような二面性を
持ち、多くの人々を魅了してやま
ない国。

2019 年 5 月末、首都ハバナの
国際協力機構（JICA）キューバ
事務所に転勤となり、仕事と生活
の両方に不安と期待を抱いて赴任

した。あれから 1 年弱が経過し、
まだまだ分からないことがたくさ
んあるが、日本と同じ物差しで見
ていてはだめだということが分か
り、ひょっとすると自分の物差し
が間違っているのではないかと不
安を覚えるようになってきた。そ
んなキューバでの個人的な体験を
お伝えしたい。

ハバナに住み始めた外国人がま
ず驚くのは日常生活品・食品の物
不足だ。赴任日のその夕方に大き
なスーパーにビールを買いに行っ
た。入口にも人だかり、レジ前に
も行列。商品棚を見て驚いた。一
見たくさんのものが陳列されてい
るように見えるが、よく見ると棚
の端から端まで同じシャンプーで
埋め尽くされている。別の棚には
1 種類のケチャップが、さらに隣
には食物油が延々と並んでいる。
バラエティがないのだ。この時、
緑色のトカゲがマラカスを持って
踊っているマークの缶ビールを購
入したが、以来、この銘柄のビー
ルにスーパーで再び出会ったこと
はない。キューバの小売店は全て
国営で、卸市場がなく、多くの商
品が輸入であることから、港に物
資を積んだコンテナが到着すると
市内のどのスーパーにも同じ商品

が並ぶこととなる。品揃えもほぼ
1 商品 1 銘柄で選択肢がない。必
要最低限の商品が並んでいるのみ
で、必要なものが見つからない
時、他に専門店もなく、町のどこ
に探しに行けばよいのか途方に暮
れる。しかしながらキューバの選
択肢のなさに慣れると多くを望む
ことを忘れ、生活がシンプルにな
り、モノがあふれた日本に帰ると
途方に暮れる。

ち な み に キ ュ ー バ 国 内 で も
Cristal と Bucanero い っ た ビ ー
ルが生産されており、ハバナ市内
のレストランで飲むことができる
が、スーパーに出回ることはほぼ
ない。ビール缶の材料であるアル
ミ不足から国内生産に限界がある
のと、卸市場がないため、スーパー
に出回る前にレストラン等に買い
占められてしまうためらしい。米
国の経済封鎖もあり、島内で完結
する経済とならざるを得ず、いろ

キューバ
República de Cuba

三田村 達宏

リレー通信
か国33 第50回

革命 62 年目のキューバ

同じ商品が並ぶスーパーの棚美しいビーチと青空（写真はすべて執筆者が撮影）
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いろな要因が生産活動の制約とな
る。身の丈に合った経済といえる
かもしれない。

レストランはかつて国営レスト
ランのみであったが、外国人観光
客が増えたこともあり、新たに営
業が許可された自営業者によるレ
ストランの数が増えてきている。
この自営業というカテゴリーは
1993 年から始まったもので、肥
大化した国営部門を合理化する
必要から新たな雇用の受け皿とし
て近年拡大してきた。特にレスト
ラン業はサービスが拡大・改善し
てきている。しかし資材調達が難
しく、店の規模・従業員数に規制
がある等、制約も多い。その分、
限られた食材で家庭料理風のメ
ニューが提供され、こぢんまりと
した静かな雰囲気のレストランが
多い。他方、日本ではレストラン
や居酒屋のチェーン店化が進み、
手作りの品の良い小料理屋がすっ
かり影を潜めてきている。

野菜・果物などの生鮮食品は

スーパーにはなく、青空市場に近
い農民市場で購入する。先のスー
パーでは米ドルと 1 対 1 で固定
されている兌換ペソが使われる
が、農民市場ではキューバペソが
使用される。よりキューバ人の生
活に近い場所といえ、市場周りで
は中古の生活品を並べて売る人、
使い捨てライターのガスを充填す
る人、包丁を研ぐ人など、いろい
ろな商品、サービスが提供されて
いる。厳しい環境の中で生きる
キューバ人のバイタリティを感じ
る。市場には肉屋もあるが、冷蔵
施設はなく、売っているのは豚肉
のみ。台の上にのっている塊肉を
用途に応じて切り分けてもらい、
持ち帰るのだが、ビニール越しの
お肉が心なしか生暖かい。日本の
種苗会社の方がキューバに来られ
た時に聞いたのだが、キューバで
作られている野菜のいくつかは日
本の数十年前の種だそうだ。

そんな見栄えの良くない、でも
味の濃い野菜を買って家で自炊す
る。調味料も限られており、塩コ
ショウでシンプルに丁寧に煮込

み、焼き、料理することとなる。
ポテトチップスなどのスナック類
や人工甘味料、着色料がいっぱい
のキャンディ、ガムもなく、ケー
キといえば素朴な焼き菓子ぐらい
だ。ナチュラルで必要最小限の食
生活となり、味覚が敏感になって
くるのを感じる。

市内には 1950 年代のアメ車、
80 年代の旧ソ連の Lada が今でも
現役で走っている。これだけ古い
車に修理を重ねて大事に乗ってい
ることに感心する。米国のオバマ
政権時代には国交正常化、経済制
裁の見直しが進み、経済関係の活
性化、米国人観光客の急増が期待
されたが、トランプ政権になり関
係は逆戻りし、現在、再び経済制
裁が強化されている。これにより
慢性的なエネルギー不足、輸入部
材、部品不足が深刻化している。

着任後、前任者から自家用車を
引継ぎ、週末に給油のためにガ
ソリンスタンドの列に並んだが、
ちょうど自分の番のところでバッ
テリーが上がり動かなくなってし

農民市場

お肉屋さん

街の風景
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まった。車がエンストするのは
キューバでは日常茶飯事で、その
時も並んでいた周りのキューバ人
が車から出てきて、皆で車を押す
のを手伝ってくれた。困っている
ときは助け合う互助精神、連帯感
が人々の間に自然とある。その後、
新しいバッテリーを人づてにお願
いすると、どこからともなく純正
品バッテリーが手元に届いた。1
か月かかったが。

仕事でも相手に何かを頼むとき、
命令する、依頼するというよりも、
困っているから助けてくださいと
言ってしまったほうが相手の懐に
入りやすいようだ。次にあなたが
困っている時には私が助けてあげ
るからという持ちつ持たれつの関
係が大事と人に言われた。その分、
助けてと頼んできた人を怪しまず、
受け入れる包容力が必要だ。ぎす
ぎすした人間関係で物事はうまく
回らないし、情報も入ってこない。
インターネット、ソーシャルメディ
アが行き渡っていないキューバで
はアナログなコミュニケーション
がいまだ健在だ。

カリブの夏は暑い。その真夏、
住んでいる外国人専用アパートの
セントラル空調が止まった。コン
プレッサーが故障し、部品交換が
必要だが、国内にストックがなく、
輸入を待たなければならず、いつ
になるか分からないという。結局、
最も暑い時期をエアコンなしで過
ごすこととなり、夜は電気をつけ
ると虫が寄ってくるので早々に就
寝し、明け方、日の出をベッドの
中で待つ生活を余儀なくされた。
その代わり、明け方の空が赤みを
帯び、少しずつ白々と明るくなる
のをぼんやり眺め、本を読みだす
日々が続いた。

JICA キューバでは農業分野で
は稲作の生産拡大・普及、保健分
野では医療機材整備と早期がん診
断能力向上、その他、下水・廃棄
物処理、地下水管理のための技
術協力等を行ってきており、現在
は運輸及びエネルギーセクターの
マスタープラン作成を目指してい
る。このような業務を通じてキュー
バ側の関係者と議論することが増
え、また事務所でも現地職員を雇
用し、キューバ人スタッフとの共
同作業を行っている。真面目で準
備を怠らず、真剣に議論してくれ
る人達が多い。特にその分野の専
門人材の能力、意欲、モラルは極
めて高い。物質的・金銭的なイン
センティブではなく純粋な職業倫
理、知的好奇心、社会への貢献と
いう精神的な部分が支えになって
いるところがキューバらしい。

事務所の現地職員との普段の会
話で、クリスマスはどう過ごした
のかと尋ねた時、あらためてこの
国を理解することの難しさを感じ
た。相手はしばらく黙り込んだ後
にこう言った。

「外国人のあなたにどう説明し
たらよいか分からないけれど、プ
レゼントを買ったり、特別な食事
を準備することができないことが
あり、そういう習慣を忘れるよう
にしてきた。」

私が黙り込んだ。キューバ人公
務員の平均給与が 30 ドル程度で
あり、一部生活必需品の配給制度
があるが家族を養うに十分ではな
いだろう。海外からの送金や外国
人向けの自営業兼業などで何らか
の収入を得ている人もいるだろ
う。しかしスーパーやレストラン
の日本とそう変わらない価格水準
を見ると、市井のキューバ人がど
うやって生活を維持しているのか

謎だ。

無償の教育・医療サービス、配
給手帳や年金といった制度を国民
に提供し、平等で公正な社会を目
指しており、北欧型の社会福祉国
家やベーシックインカムの理想を
金銭が介さない形で追求している
ともいえないだろうか。モノがあ
ふれ、豊かな生活を謳歌している
ように見える日本だが、余裕のあ
る老後を過ごすためには給付され
る年金以外に 2,000 万円もの貯金
が必要といわれており、どちらが
恵まれているのか考えさせられる。

キューバでの不便さは容易に感
じることができる。日本やアジア
の経験に照らして、開発や成長の
モデルを提示することもできる。
だが謙虚にキューバのやり方を学
び、人々の考えに耳を傾けるべき
だろう。外国人の限られた知識、
理解でキューバを理想化してはい
けないが、自分の生まれ育った国
と比べて自分の見方を変えるのは
許されるだろう。

年末に日本に休暇帰国した際、
本屋を眺めたが、経済成長の再定
義を問うたものが目についた。右
肩上がりの経済成長に基づいた繁
栄のモデルも曲がり角なのだと思
う。半世紀を超えて社会主義国家
という壮大な実験を独自の方法で
実践しているキューバを少しでも
長く、自分の今までの価値観や色
眼鏡を通してではなく直に見届け
たいと思う。

（みたむら たつひろ　国際協力機構
（JICA）キューバ事務所長）
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私は駐モザンビーク日本国大使
として 2017 年 4 月より 2020 年 2
月まで同国に駐在した。モザン
ビークとラテンアメリカ（中南米）
諸国との関係で一番目立つのはブ
ラジルとの関係であるところ、モ
ザンビークに大使館を開設してい
る 4 か国（キューバ、ベネズエラ、
ブラジル、アルゼンチン）との関
係について記述したい。

モザンビークは東アフリカに位
置するポルトガルの旧植民地であ
り、1975 年 6 月にポルトガルか
らの独立を果たした。ポルトガル
からの独立を果たす上で主導的役
割を果たしたのは、1962 年 6 月
にタンザニアで亡命モザンビー
ク人により結成された Frente de 
Libertação de Moçambique（ モ
ザンビーク解放戦線： Frelimo）、
通称フレリモである。

1964 年 9 月 25 日、フレリモ中
央委員会はポルトガルに対する独
立・解放のための軍事行動を決定
し、同日ポルトガル植民地軍に対
する組織的戦闘を開始した。ソ
ヴィエト連邦は独立解放闘争にお
ける反政府ゲリラ活動や政治戦略
について指導を行い、ロケット砲
など多くの軍事兵器を供与した。

モザンビークとキューバの外交
関係はモザンビークが独立を果た
した 1975 年 6 月に樹立された。
キューバはソ連、中国とともにモ
ザンビークの独立と解放のために

貢献し、同国との関係は独立闘争
時代に遡る。このためキューバは
モザンビークの兄弟国とされ、中
南米諸国の中でも特別の地位を占
めている。またキューバは現在で
もモザンビークに 275 名の医師を
派遣し、保健分野で貢献してい
る。2017 年 6 月キューバを訪問
したニュシ モザンビーク大統領
はラウル・カストロ国家評議会議
長と会談し、キューバとの友好と
協力関係を再活性化する意向を表
明した。また同大統領は、モザン
ビークとキューバはかつて自由の
ために共に戦い、今日ではそれぞ
れの国民の発展と繁栄を目指し共
に戦っていると述べた。

これを受けて 2020 年 3 月ディ
アスカネル キューバ大統領はモ
ザンビークを訪問する予定であ
る。キューバ国家元首のモザン
ビーク訪問は、1977 年のフィデ
ル・カストロのモザンビーク訪問
以来初めてである。ディアスカネ
ル大統領のモザンビーク訪問の
際に、首都マプトにおいて経済
フォーラムが開催され、両国の経
済・協力関係の強化が議論される
予定である。観光、保健分野の協

力関係の強化と葉巻の生産国であ
るキューバへのモザンビーク産の
葉タバコの輸出を行うことが期待
される。（筆者注：新コロナウィ
ルス対策のためディアスカネル大
統領のモザンビーク訪問は延期さ
れた。）

モザンビークとベネズエラとの
外交関係は 2005 年 11 月に樹立さ
れた。2009 年 4 月、両国は協力
に関する一般協定及び政治協議の
メカニズムに関するメモランダム
を締結した。ベネズエラのモザン
ビークに対する協力は教育分野に
限定され、ベネズエラは「アフリ
カの一学校を後援する」プログラ
ムをモザンビークの首都マプト市
内の小学校を対象に実施中であ
る。また、チャベス大統領のイ
ニシアティブの下、アヤクチョ大
元帥基金を通じて奨学金を受けた
25 人のモザンビーク人学生がベ
ネズエラの大学で医学とスポーツ
を履修している。2019 年 1 月の
マドゥーロの 2 期目の大統領就任
以降のベネズエラの政治的混乱に
ついて、多くのアフリカ諸国は沈
黙を守っている。マヌエル・アウ

随想
ラテンアメリカ

モザンビークと
ラテンアメリカ諸国との関係

池田 敏雄

ニュシ大統領とカストロ キューバ国家評議会議長（出所：モザンビーク外務省 HP）
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グスト アンゴラ外相は、本問題
に対して公に発言した数少ないア
フリカ諸国の要人の一人である。
同外相は、「合法的かつ選挙で選
出されたマドゥーロ政権との外交
関係を我々は有している。ベネズ
エラの危機に対してアンゴラは対
話を擁護する。対話以外の解決策
はない。」と発言した。この立場
は本問題に対して対話を擁護する
アフリカ連合の立場に類似してい
る。また SADC（南部アフリカ開
発共同体）はグアイド支持を拒絶
し、SADC 随一の政治経済大国
である南アフリカはマドゥーロ支
持を明確にした。しかし、多くの
アフリカ諸国は西側諸国の怒りを
買うことを恐れてマドゥーロ支持
を公にしない。アフリカ諸国がマ
ドゥーロを支持するのは、故チャ
ベス大統領がアフリカ諸国を支援
したからであり、マリ、ニジェー
ル、ベニンなどの国に石油を無償
提供したからである。またアフリ
カ諸国の中に、反帝国主義、反米
主義の感情が残っているからでも
ある。モザンビーク政府要人は
件の問題について発言していない
が、SADC のメンバー国である
モザンビークの立場は SADC の
立場と同一であり、さらにモザン
ビークとしては、歴史的に関係の
深いキューバがマドゥーロ政権の
後ろ盾になっていることも同政権
を支持する所以であろうことは想
像に難くない。このため 2019 年

2 月、ブラジリアに駐在する新モ
ザンビーク大使はマドゥーロに対
して信任状を提出している。

このように記述してくると、モ
ザンビークは社会主義国であるよ
うに思われるかも知れない。確か
にモザンビークは独立達成後フレ
リモによる一党独裁の社会主義国
としてスタートしたが、その後の
内戦による経済社会的混乱の中、
1980 年代に民主化への希求と西
側傾斜が顕著になり、1989 年の
第 5 回党大会でフレリモはマルク
ス・レーニン主義を正式に放棄
し、市場主義経済へと方向転換し
た。1990 年には憲法が修正され、
国名が「モザンビーク人民共和国」
から「モザンビーク共和国」へと
変更された。また複数政党制も導
入された。現在では土地が国有で
あることを除けば、モザンビーク
は通常の市場経済型民主国家と考
えて差し支えない。

モザンビークとブラジルとの
外交関係は、1975 年 11 月に樹立
され、駐モザンビーク ブラジル
大使館は 1976 年 3 月に開設され
た。アフリカのポルトガル植民地
に対するブラジルの立場は、ポル
トガルと歩調を合わせることで
あった。1953 年にブラジルとポ
ルトガルの間で締結された「友好
と協議の条約」により、ブラジル
がポルトガル植民地における自由
のための闘争を支持することを困
難にした。また、ポルトガルとの
上記合意に加えて、米国の強い影
響力もありポルトガルの植民地問
題に関してブラジルがポルトガル
や米国に歩調を合わせることにつ
いて疑問が呈されることはなかっ
た。ブラジルのポルトガル植民地

に対する政策が変化したのは、軍
政下の 1974 年にガイゼルがブラ
ジル大統領に就任してからであ
る。ポルトガルの頸木を脱しブラ
ジルの利益を優先するとの方針を
踏まえ、ガイゼル大統領はポルト
ガルのカーネーション革命を契機
にキューバとソ連の同盟国であっ
たアンゴラを支持し、南アフリカ
のアパルトヘイトを最終的に非難
するに至った。ブラジルはポルト
ガルとポルトガルの旧植民地国と
の調停者の役割を果たそうとした
が、マリオ・ソアレス ポルトガ
ル外相が直接ポルトガルの旧植民
地国の指導者と協議を行うととも
に、ポルトガルの旧植民地国の指
導者がブラジルに対する信頼を有
していなかったことから、その企
ては挫折した。マシエル・モザ
ンビーク初代大統領は、1975 年 6
月 25 日の独立宣言の式典にブラ
ジル政府の公式代表団の参加を認
めなかった。2000 年にカルドー
ゾ大統領がブラジル大統領として
初めてモザンビークを訪問し、翌
年シサノ大統領がモザンビーク大
統領として初めてブラジルを訪問
して、両国は保健、教育、社会政策、
治安分野における協力の拡大につ
いて合意した。しかし、ブラジル
が本格的にアフリカ諸国との関係
強化に乗り出したのはルーラが大
統領に就任してからである。ルー
ラ大統領は任期中（2003 ～ 10 年）
にモザンビークを 3 回（2003、08
年、10 年）訪問した。

ルーラ大統領時代に進展した
二国間プロジェクトのうち、代表
的なプロジェクトを 2 件紹介した
い。ブラジルの資源会社である
ヴァレ社は、2004 年にモザンビー
クのテテ州に存するモアチーズ炭
鉱開発の権利を国際入札で獲得、ゲブーザ大統領とルーラ ブラジル大統領
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2007 年 に は Mining Concession
を取得して 2011 年に生産を開始
した。当初、セナ線を通じてソファ
ラ州ベイラ港より石炭を輸出して
いたが輸送能力が限られており、
ナンプラ州ナカラ港を整備すると
ともに、モアチーズ炭鉱からナカ
ラ港までの 912㎞の鉄道を整備し
輸送能力を拡大することとした。
これがナカラ回廊であり、2017 年
5 月に同回廊の開業式典が開催さ
れた。もう一つは、モザンビーク
における抗エイズ薬製造工場の建
設プロジェクトである。2003 年に
モザンビークを訪問したルーラ大
統領が同構想を提唱し、2008 年
の同国訪問時に同プロジェクトの
実施を約束、2012 年 7 月にテメ

ル副大統領が出席して抗エイズ薬
製造工場の開所式が開催された。

モザンビークとアルゼンチンと
の外交関係は、1981 年に樹立さ
れ、駐モザンビーク アルゼンチ
ン大使館は 2013 年 7 月に開設さ
れた。2019 年 3 月にブエノスア
イレスで開催された第 2 回国連南
南協力会議に参加するため、パ
シェコ モザンビーク外務協力大
臣はアルゼンチンを訪問し、同国
政府との間で技術協力協定、経済
商業投資関係の発展に係る二国間

協力協定、農業分野に係る合意メ
モランダム、モザンビークの科学、
技術及びイノベーションに係る国
家システムの強化プロジェクト実
施のためのモザンビーク、ポルト
ガル、アルゼンチンの三角協力に
係るプロトコールに署名した。

（本稿は筆者個人の見方であっ
て、外務省・在モザンビーク大使
館の見解を述べたものではない。）

（いけだ としお　前駐モザンビーク日
本国大使）

モザンビーク、アルゼンチン、ポルトガル三角協力ナカラ回廊 ナカラ港とモアチーズ炭鉱を結ぶ鉄道

ラテンアメリカ参考図書案内

『生命の樹 －あるカリブの家系の物語』
マリーズ・コンデ　管啓次郎訳　平凡社（ライブラリー 891）
2019 年 12 月　1,900 円＋税  ISBN978-4-582-76891-6

カリブ海西インド諸島にあるフランス海外県グアダルーペの黒人中流階級に生まれ、
フランスで高等教育を受け、西アフリカでフランス語教師として働き、後にパリ大学で
比較文学の博士号を取り、大学教員の傍ら小説を書いてきた著者が描くグアダルーペの
ルイ家四代の物語。
島を出た曾祖父アルベールが、パナマの運河工事を皮切りに北米のサンフランシスコ
で稼いで島の黒人中産階級にのし上がり、子どもたちはフランス「本土」に留学して専
門職に就く者も出た。孫娘テクラについての、頭は良かったものの夢想と欲望のまま世
界中を彷徨う物語りを軸として、一族それぞれが生き方を変えていく姿を描いているが、
そこにはカリブのある家系史を通じて、出自のアフリカ、出身地のカリブ、働きに行っ
た北・中米と文化的背景のフランス等の欧州に、同時にそしてそのすべてに所属してい
るという意識を常に持つカリブの人々の小さな場所から生まれた大きな文化衝突の姿を
巧みに語る本書が、近年世界的に注目されるようになってきたカリブ海文学の代表作の
一つと評される所以である。	 〔桜井 敏浩〕
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キトとの出会い
UNESCO 世界自然遺産であるガラパゴス諸島（1978

年に認定）は有名で日本人の誰でも知っているが、「エ
クアドルの首都は」と聞くと、「キトですよね」と即座に
答えられる人は少なく、「とても暑いんでしょう」と言わ
れることが多い。もちろん、本誌の読者は「キトは高地
で、熱帯気候ではない」と即答されると確信しているが。
筆者は、1995 年に出張でエクアドルを訪問し、18 年ぶ
りに赴任のため 2013 年 3 月にキト国際空港（正式名称
はマリスカル・スクレ・デ・キト国際空港）に到着した。
1995 年の出張の時との違いは空港の位置である。キト
の国際空港は大使館から車で 10 分程度の距離に位置し
ていたが、2013 年 2 月に新空港がタバベラという近郊（キ
ト中心部から東に車で約 45 分程度の距離に位置）にオー
プンしたばかりであった。

久しぶりに訪れた第一印象は「昼間の日差しがきつい
空気の薄い首都」であった。それもそのはず、空港は標
高 2,400m、キト市内は標高 2,850m に位置する。標高が
2,850m あるということは、富士山の 7 合目に居住してい
るようなもので、酸素が平地の 70% となることを意味し
ている。勤務開始後数か月は、階段を登ったりラ・カロ
リーナ公園やメトロポリタン公園をジョギングすると息

が切れ、夜は眠りが浅く真夜中に何度か目が覚めるとい
う状況に悩まされた。

政治、行政都市の性格が強いキト
キトの由来は必ずしも明確ではないが、ツァフィキ語

で「世界の真ん中の土地」を意味する言葉から来たとの
説が有力である。ちなみに、キトの北には、北半球と南
半球が境となる赤道が通る la Mitad del Mundo（赤道
記念碑）がある。

キトの歴史はプレ・インカの時代に遡ると言われる。
15 世紀には第 11 代皇帝ワイナ・カヤック（母は現在の
エクアドル地域の生まれ）のインカ帝国の支配下におか
れ、クスコに次ぐ第 2 の都市として栄えた。当時、現在
のエクアドル地域は、帝国の 4 つの地域のうちの一つチ
ンチャイ・スウユ（Chinchay Suyu）の中心であった。
その後、キトはスペイン人に制圧され、1534 年にはサン・
フランシスコ・デ・キトと名付けられた（12 月 6 日はキ
トの日として祭日）。現在のエクアドルに相当する地域は
ペルー副王領下に置かれたが、南米でのスペインからの
独立の動きの下で 1822 年のピチンチャの戦いでアント
ニオ・ホセ・デ・スクレが勝利をおさめ、1830 年に最終
的に独立したエクアドルの首都となった。

ラテンアメリカ都市物語

赤道直下の首都キト、

知られていない魅力

第16回

板垣 克巳

キトを見渡して（写真は、特に断りのないものはすべて筆者撮影）
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20 世紀に入りキトは、政治、文化、金融の中心とし
て大幅に発展を遂げてきた。現在のキトは人口約 270 万
人を超えている。

政治は、プラサ・グランデの前にどっしりと構えてい
る大統領府（通称「カロンデレ宮殿」）を中心に行われ
ている。以前は大統領の執務、式典等のみで使用され
ていたが、現在は、毎日一定時間、国民や外国人に開
放されており宮殿内部を見学できる。

世界遺産の街、キト旧市街
筆者は、これまでラテンアメリカの多くの国々に居住

あるいは短期滞在する機会を得たが、首都の旧市街の
中でもすばらしい街並みと思われるのが、キトの旧市街
であると確信する。キト旧市街は 1978 年、UNESCO に
より世界文化遺産として認定された。

キトの旧市街はなぜ皆の心をつかむのであろうか。そ
れは 16 世紀に建設が開始されたスペイン人によるコロ
ニアル様式の教会建築の調和の素晴らしさであろう。こ
の時代の熱心な宗教関係者は布教の拠点として修道院、
教会の建設を進めた。有名なのは、聖フランシスコ修道
会により建てられた旧市街中心部に位置する聖フランシ
スコ教会・修道院であるが、聖ドミニコ修道会、イエズ
ス会などがそれぞれ、サント・ドミンゴ修道院、ラ・コ
ンパニア教会などを建設した。これらの教会は、今で
もキト市民の生活にとって切っても切れないものであり

心の寄りどころとなっている。毎年の聖週間（Semana 
Santa）には、旧市街がカトリック一色に染められる。
スペインのセビージャのプロセシオン（行進）も有名で
あるが、キトの聖金曜日のプロセシオンもそれに劣らず
荘厳な雰囲気を醸し出し見応えのあるものである。筆者
は知人の計らいでプロセシオンのルートにあたる通りの
家の 2 階の窓からこの儀式を観察する機会を得た。「ク
クルチョス（cucuruchos）」と呼ばれる紫のローブと円
錐形のフードをつけた市民が厳かに行進する光景（一
部のククルチョスは、足に鎖をはめ、身長の 2 倍もある
と思われる十字架を担ぎ引きずり歩く）は、まさに映画
でキリストが十字架を担いでゴルゴタの丘に向かうシー
ンと重なるものを感じたものである。信心深い年配の市
民のみならず、普段は宗教などまったく関心を持たない
と思われるような若者も多く参加している姿は印象的で
あった。ちなみに、2015 年 7 月にフランシスコ教皇（イ
エズス会）がエクアドルを訪問した際には、旧市街の中
心部の大聖堂を訪れるとともに、ビセンテナリオ公園（旧
キト国際空港）にて市民向けのミサを催している。

豊かな自然に囲まれているキト
エクアドルの観光省や外務省の方々によれば、エクア

ドルの魅力は、シエラ（山岳地帯）、コスタ（海岸地帯）、
オリエンテ（アマゾン地帯）、ガラパゴス諸島という「4
つの世界」がコンパクトにまとまっているところにある
という。シエラに位置するキトは、東をグアプロ渓谷に、
西をピチンチャ火山（Volcan Pichincha）に挟まれてい
るために南北に長い発展を遂げてきた。このピチンチャ
火山は 1999 年 7 月に噴火し、キト市内にも火山灰が降っ
た。最近は火山活動もなく、テレフェリコ（ロープウェー）
により手前の駅（標高 3,117m）から 20 分程度で終点の
クルス・ロマ駅（標高 3,947m）に到着することができる。
駅横の展望台からのキト市の遠景は、まさに絶景である。
この駅から火山の頂上（標高 4,794m）を目指して駆け

ラテンアメリカ都市物語 赤道直下の首都キト、知られていない魅力

夜のラ・コンパニア教会

キト周辺で見ることができるハチドリ（提供：Juan Carlos Rios 氏）キトでの聖週間のプロセシオンの行進
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昇る猛者もいる。
一方、Distrito Metropolitano de Quito（キト首都圏）

は、やや北西に伸びており、生物多様性の豊かな森林
群（この地域は 2018 年に UNESCO の生物圏保存地域
チョコ・アンディーノとして指定）が広がっている。キ
ト中心部から 3 時間ほど（120㎞）車を走らせると、パ
クト地方教区のマシピ・ロッジに到着。1300h の敷地の
中に民間資本が環境に配慮して建てたロッジで、ナショ
ナル・ジオグラフィック誌でも「世界のユニークなロッ
ジ」の一つとして紹介され、世界の自然愛好家によく知
られているスポットである。キトの喧騒から逃れてリラッ
クスし、地元ガイドの案内の下で森林の中でさわやかな
空気を吸い、色鮮やかな野鳥を観察して歩くことにより
心身をリフレッシュすることができる。

一方、50km 南に下ると車で 1 時間ほどでコトパクシ
火山（Volcan Cotopaxi、標高 5,897m。姿や形、積雪
は日本の富士山と瓜二つ）を目の前に眺められるホテル

（ホテル・コトパクシプンゴ）に着く。この一帯は、一面
鮮やかな牧草に覆われている起伏のある高原地帯（標
高約 3,000m）で、牧畜（乳牛、肉牛）を営む酪農家が
多い。富士山にも決して劣らず調和の取れた雄大なコト
パクシ火山の頂上まで登るのは大変であるが、ホテルか
ら、時間の経過にともない太陽の光、雲の動きにより山
の風景が刻々と変化していく様子を眺めることは、体力
を必要としないで老若男女皆楽しめる。富士山と同じく
何度眺めても飽きない。

日本との関係
エクアドルと日本の外交関係は 1918 年に樹立された。

黄熱病撲滅で有名な野口英世博士がロックフェラー財団
のミッションの一員としてエクアドルのグアヤキルを訪
問したのも同じ年であった。2018 年はこの意味で二重
の 100 周年。2018 年を祝うため日本、エクアドル両国に
100 周年実行委員会が発足し、両国それぞれで各種記念

イベントが行われた（エクアドルにおける実行委員長は、
近年、日本で好評を博している田邊バナナで有名な田邊
正裕氏。田邊委員長、本当にお疲れ様でした）。エクア
ドルにおける日本人は 350 人余りであるが、その多くの
方々、そして政治や経済、文化スポーツの面で関係し日
本をこよなく愛する多くのエクアドル人に支えられ、100
周年に関連する各種イベント（海上自衛隊練習艦隊のエ
クアドル訪問、日エクアドル商工会議所発足、ラ・カロ
リーナ公園の植物園内に造られた日本庭園、野口英世展
示会、シンガーソングライターのさだまさしも参加したキ
ト日本祭、河野外務大臣（当時）のエクアドル訪問、記
念切手の発行、モレノ・エクアドル大統領の訪日、日エ
クアドル租税条約の署名（2018 年）・発効（2019 年）な
ど）が盛大に行われ、両国の強い友好の絆が確認され、
次の 100 年に向けての熱い思いが皆の心に残った。

変化しつつあるキト、キトの将来
キト首都圏の中核的地域（parroquias urbanas（都

市小教区）と呼ばれる地域）は南北に長く西をピチンチャ
火山に、東をグアプロ渓谷に挟まれた幅が 5km、長さ
20km の地域では、通勤時間帯や雨天の日には交通渋滞
が激しく年々悪化する傾向にあった。路線バスが市民の
移動を支えていたが、これをある程度効率的に行うとの
発想で連結バスを専用レーンに走らせる方法をとった。
まず、1995 年にジャヤミール・マワット市長の下で運行
を開始した東西の中間線を走るトロリーバスである。こ
れを補完する形で 2001 年に東寄りにロケ・セビージャ
市長の下でエコビアが運行開始、2005 年には西側寄り
にパコ・モンカヨ市長の下でメトロバスが運行開始され
た。これでも交通渋滞は解決されることはなく、他のラ
テンアメリカの首都と同様にさらなる大量輸送手段が必
要とされ、長い議論の末、地下鉄の建設オプションが
とられることとなった。アウグスト・バレラ市長の下で、
南北に総延長 22km の地下鉄建設に関する入札が 2010

ラ・カロリーナ公園の中に建設された「日本庭園」（提供：Álvaro Samaniego氏）雄大なコトパクシ火山
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年に行われ、2012 年 12 月には駅舎建設が開始、2013
年には地下鉄路線自体の工事が開始された。建設コスト

（約 20 億米ドル）は、中央政府とキト市で分担し、世界
銀行、米州開発銀行、アンデス開発公社などが支援を
した。その後、マウリシオ・ロダス市長、現在のホルヘ・
ユンダ市長下でも工事は継続され、2021 年 2 月頃に完
了見込みであり、約 37 万人／日の輸送を見込んでいる。
長年バス通勤に慣れてきたキト市民の生活形態にどのよ
うに影響を与えるか興味深いものがある。

キトの将来はどうなるのであろうか。キトは、市長が
変わるたびに新たなビジョンが示され必ずしも一貫的
な方向性が見られないが（モンカヨ市長の「プラン・キ
ト 21 世紀」、バレラ市長の「グリーン都市ネットワーク」
やロダス市長の「ビジョン 2040」）、BiciQuito（自転車シェ
アリング）、Ciclovia（自転車専用レーン）延長、環境負
荷の小さい車両へ市バスの買い替え促進や公園、広場
の緑化・植林推進などの取り組みが取られてきており、
人間にとって住みやすく、より環境にやさしい都市への
変革に向かっている傾向がみられる。

サンフランシスコ大学のマリア・イサベル・パス建築
学部教授は、2150 年のキトについて次のように語ってい
る。パス教授の描く未来は多くのキト市民の期待する夢
であろう。

・�キト地下鉄の北への延長（カルデロン地区への 5km
延長）

・�アエロ・メトロ（ロープウェー。キト市ラ・カロリー
ナ公園付近から（峡谷を越え）クンバヤ地区やキト
国際空港を結ぶ）建設

・�キト国際空港周辺（タバベラ地区）における経済開
発特区建設

・キト周辺のマチャンガラ川などの浄化
・�キト市内のごみの分別回収徹底、リサイクル推進、

プラスチック袋使用削減

キト市民の気質について本稿では取り上げてこなかっ
たが、5 年間この街に居住した者としての個人的な意見
ではあるが「やや保守的で何事にも慎重、まじめで素朴」
との印象がある（ライバルのグアヤキル市民の気質は「明
るく、話し好きで、即断即決型で商売上手」との印象あ
り）。

他のラテンアメリカの首都と比し、地味なところもあ
るが、魅力も多いキト。是非とも、ガラパゴス諸島のみ
ならず、キトも訪れて頂きたい。筆者は 5 年後、10 年後、
20年後に再びキトを訪れ、その発展を自分の目で確かめ、
友人と再会しワインを酌み交わしたいと願っている。

（本稿は、個人の見解であって、外務省及び在エク
アドル日本国大使館の見解を述べたものではない。）

（いたがき かつみ　在レオン日本国総領事。前外務省国際協力局
開発協力企画室長、元在エクアドル日本国大使館公使参事官）

ラテンアメリカ都市物語 赤道直下の首都キト、知られていない魅力

キト市地下鉄路線図（キト市ホームページより）
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『夕陽の道を北へゆけ』
ジャニーン・カミンズ　宇佐川晶子訳　早川書房
2020 年 2 月　499 頁　3,100 円＋税　ISBN978-4-15-209914-3

麻薬カルテルの首領を批判する新聞記事を書いた夫はじめ祖母や親類縁者を誕生日パ
ーティの場で一族 16人をカルテルに殺害され、生き残った妻リディアと 8歳の息子ル
カが執拗な追跡を逃れるために、アカプルコからメキシコ市を経由して貨物列車の屋根
に乗り込み、各地の移民救援施設を転々としてやっと米国との国境の町ノガレスに着く。
途中知り合ったホンジュラスから北米を目指す姉妹、カルテルを抜けたと自称する殺し
屋の少年などとともに、大金を払って米国国境突破を請け負う「コヨーテ」と呼ばれる
案内人に従い、警備の手薄な砂漠を夜間徒歩で横断する過酷な脱出行の最終行程に出発
する。
リディア一家を皆殺しにしたカルテルの裏社会の力、熾烈な逃避行の中で成長してい
くルカと母リディアの家族愛、カルテルから常に追われる者の恐怖と絶望感とともに、
ギャング組織の構成員の暴力から逃れるために故国から北へ向かう姉妹に襲いかかる苦
難、列車への飛び乗りで命を落とす移民者たちの悲劇、警察と通じたカルテルの移民た
ちへの暴行、略奪、そして危険極まりない国境越えで起きる仲間の不慮の死などが描か
れており、メキシコ・中米から米国への越境に命を賭ける人々の姿は、逃亡サスペンス
ものに分類される小説の筋書きを超えた、迫力あるドキュメンタリータッチの小説にな
っている。著者はプエルトリコ系米国人で2013年からメキシコと国境の両側を4年が
かりで取材してこの小説を書いた。	 〔桜井 敏浩〕

『グアンタナモ　－アメリカ・キューバ関係にささった棘』
渡邉 優　彩流社　2020 年 3 月　256 頁　3,000 円＋税　ISBN978-4-7791-2655-0  

スペイン領キューバで 1898年にハバナ湾で起きた米海軍艦の等の爆沈事件を契機に
米国がスペインに宣戦布告し勝利を収めた後、独立したキューバから 1903年に東部の
グアンタナモ湾に海軍基地の租借権を獲得した。1959年 1月のキューバ革命成立以来、
革命政権はこのグアンタナモ海軍基地の返還を求め続け、国際世論の喚起に努めてきた
が、両国間関係が 1962年にソヴィエトが密かに持ち込んだミサイルによる戦争の一触
即発の危機の後に改善した時でも、米国政府は一貫して対キューバ経済制裁の撤廃とグ
アンタナモ湾海軍基地の返還交渉を拒否し続けている。2001 年の 9.11 同時多発テロ
事件後の容疑者収容所として用いられ、米国法の縛りを受けない場所として尋問という
名の拷問が行われたことが世界に大きく報道され、同基地の存続でさらに悪名を高めた
こともあり、米国内でも閉鎖論と維持論が交錯している。
本書は、グアンタナモの地理と地誌、スペイン人の到来以降の米国・キューバ関係史、
返還を求めるキューバの立場、国際法的観点からの検証、グアンタナモ収容所の組織、
経緯、キューバの反応と返還要求を詳細に記し、最後に米国政府の見解、維持論と不要
論の内容、考慮すべき事情、この問題の進展の将来について明解に述べている。
著者は、外交官としてスペイン、ラテンアメリカ等各地に在勤した前キューバ大使で、
現在は防衛大学校教授。『知られざるキューバ －外交官の見たキューバのリアル』（2018
年 ベレ出版。本誌2018/19 年冬号で紹介）の著書がある。	 〔桜井 敏浩〕
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『ブラジルの民衆舞踊パッソの文化研究』
神戸 周　渓水社　2019 年 12 月　248 頁　3,900 円＋税　ISBN978-4-86327-496-9

ブラジル北東部ペルナンブーコ州のカルナヴァルを彩る代表的な民衆芸能の一つフレー
ヴォ（Freovo）－「シンコペーションをともない、性急で浮き立つようなリズムを主要
な特徴とする行進曲」は、ブラジルの無形文化遺産に、2012年にUNESCOによって人
類無形文化遺産に登録された。フレーヴォのダンスをパッソといい、指導する学校と文化
施設が設立され、2016年 8月のリオデジャネイロ・オリンピックの開会式においても
フレーヴォの演奏とパッソの演技が披露されたことでも知られるようになった。
本書は、民衆のカルナヴァルでの行進曲に始まるフレーヴォの誕生から、パッソが格闘

技カポエイラの進退動作から派生したという関係を確認し、パッソというダンスをカルナ
ヴァルとは異なる脈絡で実践することの道を拓いたナシミエント・ド・パッソことフラン
シスコ・ド・ナシミエント・フィリョに着目し、その経歴、パッソの踊り手パスィスタと
して、また指揮者としての経歴、彼の指導法と影響、パッソの実技の実際、フレーヴォの
継承に向けた市立学校とナシミエントのパッソの教え子による「パッソの戦士たち」の取
り組みを紹介し、その背景にあるアフリカ系経済的貧困層の存在を示唆している。
著者はスポーツ人類学・舞踏学を専門とし、レシーフェにおける 1年間の研究調査の
成果を中心に纏めた、早稲田大学大学院スポーツ科学研究科に提出した博士号申請論文。
現東京学芸大学教育学部教授。	 〔桜井 敏浩〕

『楽園をめぐる闘い －災害資本主義者に立ち向かうプエルトリコ』
ナオミ・クライン　星野 真志訳　堀之内出版
2019 年 4 月　141 頁　1,600 円＋税　ISBN978-4-909237-39-2

2017年に襲来したハリケーン・マリアによって、プエルトリコは甚大な被害を受けた。輸
入物資に過度に依存していたが故の公共サービスの機能停止、さらに近年の過大な債務返済
のための緊縮財政による災害防衛機能の低下は、130年間にわたる米国政府との植民地的関
係がこれら機能不全の背景にあることが露呈されたと、数十もの草の根活動団体が声を上げ
るようになった。一方でこれを機会に、法人税率が低く個人税制優遇策のあるプエルトリコ
に企業や富裕層を呼び込もうと考える知事等政府高官や銀行家、不動産開発業者たちが行動
を起こそうとしていた。「訪問者経済」（極端に小さくした国家と元々住む住民数の最小化の
下での経済）と、「災害資本主義」（自然災害やクーデタなどの混乱に乗じて、平常時では考
えられないような急進的新自由主義改革。「惨事便乗型資本主義」とも訳されている）の拮抗
である。2017年以前から行われてきた「ショック・ドクトリン」としての極端な緊縮政策の
一環としての大学授業料の値上げ計画に対して、学生や教員が反対運動を起こしたことで政
府側からある程度の譲歩を引き出していたが、ハリケーン・マリアの災害は事態を一変させ、
復興の遅れは政府が公共サービスに関し限界まで弱らせてから売りとばす戦略があったと思
わせるものがあった。被災住民がニューヨークやフロリダ等へ移動することを仕向けるように
政府が陰に陽に支援したことから、路上で抗議する人たちを無くし土地を欲しがる外部の資
本に「白いキャンバス」を提供するという目論見どおりになってきた。しかし、教育長官がハ
リケーンによる危険性を理由に閉鎖されたまま廃校にしようとしたのに対抗して、学童の保護
者や教員が校舎を修繕し抗議活動を行って再開させ、食料の提供や瓦礫の片付け、電気や水
道の復旧整備などを自主的に行う民間団体が発足し運動を開始するなどの動きも活発化して
きた。しかし、ともすれば資本の動きの方が早く、時間との勝負になっているのが現状である。
著者はカナダのジャーナリストで、イラク戦争後の復興に群がる米国企業を批判した『シ

ョック・ドクトリン－災害資本主義の正体を暴く』（岩波書店 2011年）、地球環境について
論じた『これがすべてを変える－資本主義vs. 気候変動』（同 2017年）の著作がある。
	 〔桜井 敏浩〕
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『図説 マヤ文明』
嘉幡 茂　河出書房新社　2020 年 2 月　132 頁　2,000 円＋税　ISBN978-4-309-76292-0

古代文明を理解するためには、社会背景を考慮すると文明が誕生する原理がより深く見
えるという信念から、マヤ文明を知るために古代メソアメリカ地域全体の社会的背景の枠組
みまで視野を広げ、マヤの国威の発揚は経済や軍事、外交を基盤とするのではなく、民衆
に文化と芸術によって物質文化に反映したことを示唆し、マヤが誕生した地域のみで興亡し
たのではなく、メソアメリカ各地の社会と連続し、それらとの関係で盛衰を繰り返してきた
ことを探求している。
先古典期の古代都市の誕生、古典期に入って王たちの台頭、メソアメリカ各地と世界が

つながった後古典期と続き、この時代に王権の安定、領土の維持と拡大、交易ルートの確
保がなされた。本来人口増加のために行われた戦争は、初めのうちは大きな経済的ネットワ
ークの中でライバルの貴族を生け贄にし従属させるためだけだったのが、やがて他都市を破
壊してしまう戦争に拡大して、相互依存関係の崩壊がマヤの衰退につながったという。
多くの写真・図表で使い、パレンケ、ティカル等南部マヤやメキシコ各地の10か所の遺
跡を紹介しており、マヤ文明を知る上で興味は尽きない。著者は長くメキシコ国立自治大学
人類学調査研究所で考古学を研究してきた人類学者で、現在は京都外国語大学嘱託研究員。
	 〔桜井 敏浩〕

『メキシコ・地人巡礼』
小林 孝信　現代書館　2020 年 2 月　243 頁　2,000 円＋税　ISBN978-4-7684-5869-3

1979年に交換留学生としてプエブラ市に約 1年間滞在したことがあり、海外技術者研
修協会（AOTS：現 海外産業人材育成協会）を定年退職した著者が、35年ぶりにメキシコ
を訪れて、あちこちを訪ね旧友たちと再会するという紀行記だが、単に回顧の旅には終わら
せず、原子力発電所がありダム建設反対運動を行っている地で「フクシマ」原発事故の講
座をしたい、北の国境や南の国境の先住民の村に出向き話しをしたい、サパティスタ民族解
放軍を訪れたいなどの To Do リストを作り、それらを実践し精力的に回った旅の記録。
中部のメキシコ市から始め、ケレタロ、プエブラ、ベラクルス、ハラパ、ハルコムルコな

ど10か所、北部の米国との国境のフアレス等 4か所でチワワ州のタラウマラ族とも会い、
南部のミナティトランの町のほかチアパス州の 3か所を回りマヤ諸民族の村へも足を伸ば
して、サパティスタ民族解放軍の最前線の集落を見学し、観光と人々との交流、意見交換
を行った日々を詳細に記録している。“ふつうの市民”がここまでやれることを示したやや
異色のメキシコ紀行記。	 〔桜井 敏浩〕

『世界の国々 4 北アメリカ州 南アメリカ州 オセアニア州
 －ポプラディア プラス』

ポプラ社　2019 年 4 月　328 頁　8,000 円＋税　ISBN978-4-591-16143-2

世界の197か国々と他の地域について、各国2～ 12頁で自然と地形、歴史、産業と
経済、日本との貿易等の関係、くらしと文化、都市を、工夫をこらした地図、気候、基
本データで一覧できる学習用事典の北中米と南米編。
北アメリカはカリブ海のアンティグア・バーブーダからメキシコ合衆国に至る21か国・
地域、南アメリカはアルゼンチン共和国からボリビア多民族国まで 12か国（国名の正
式名称の五十音順）について、簡潔かつ実に分かりやすくカラーで紹介している。文末
に掲載された地図に出てくる地名を五十音で並べた索引も付いており、漢字にはルビを
振っている学童用とはいえ、優れた各国概要紹介図書である。	 〔桜井 敏浩〕
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ラテンアメリカ協会では、毎月、講演会・セミナーなどのイベントを開催し、ラテンアメリカ政治・経済・文化の最新事情の提供を通じ、日本と
ラテンアメリカの相互理解の向上、関係の促進・深化に努めております。新規イベントは都度、協会ホームページの「講演会・セミナーのご案内」
および「イベント・カレンダー」に掲載するとともに、会員向けのメールマガジン（新着情報）でお知らせしております。多くの皆様のご参加をお
待ちしております。

「ラテンアメリカから世界を見る」
協会主催の講演会・セミナーに積極的にご参加ください

欧米よりは遅れましたが、ラテンアメリカもまた、猛威を振う中国発の新型コロナウイルス（COVID-19）から逃れることはできませ
んでした。その感染状況と主要国へのインパクトをまとめた研究所レポートを 4 月 6 日に協会 HP に掲載しました。桑山幹夫上級研究員
による「ラテンアメリカへ拡散する新型コロナウイルスのインパクトとその対応策 （上）」です。「上」で政治・社会的な影響を分析してお
り、その後、発表する「下」で経済的なインパクトおよび今後の見通しを論じます。研究所のレポートは「会員限り」ですが、本論文につ
いては、感染症のインパクトが大きいことに鑑み、期間を限って一般公開とすることにしました。

2020 年に入ってからは、2 月に細野昭雄協会副会長および米首都ワシントンにある IAD（インターアメリカン・ダイアローグ）のアジア・
ラテンアメリカ・プログラム Director マーガレット・マイヤーズ共著の“JAPANESE ENGAGEMENT WITH LAC: Advancing 
Relations in an Era of Uncertainty”（「ラテンアメリカ・カリブ地域に対する日本の取組み －不確実性の時代における関係強化」）を、
また 3 月には「第 5 世代移動通信システム（5G）とラテンアメリカ－その展開の行方と疑念」と題する桑山論文を掲載しました。

ラテンアメリカ・カリブ研究所

< 最近のイベント >（講演会の詳細は協会ホームページの「講演会報告」をご覧ください。）

2月6日	 �「ラテンアメリカでのインフラ・ビジネスのチャンスと課題」
	  （株）国際協力銀行（JBIC）黒石邦典 常務取締役
	 日本工営（株）中尾 誠 前中南米工営社長

2月10日	 ラテンアメリカ協会 2020年新春懇談会

2月12日	 「2020年、日本の対中南米外交を展望する」
	 吉田朋之 外務省中南米局長

2月17日	 「最新のメキシコ情勢と今後の展望」
	 高瀬 寧　駐メキシコ大使
	 「チリの現状と今後の展望」
	 平石好伸　駐チリ大使

2月25日	 「ブラジルの最新情勢と今後の展望」
	 山田 彰　山田駐ブラジル大使講演会

3月27日	 2019年度第3回理事会（紙上）

2020年

JBIC 黒石常務（左）、日本工営 中尾前中南米工営社長（右）

新春懇談会

吉田 中南米局長

高瀬駐メキシコ大使

平石駐チリ大使

山田駐ブラジル大使
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　最新の各国・地域の政治経済・社会情勢を平易に解説する「ラテンアメリカ時事解説」、現地在住者による現地報告「33 か国リレー通信」、
その都市の歴史、現在の姿を生活ぶりやその土地独特の気質、生活スタイル、行事や縁のある人物の関わり等々を執筆者の視点・切り口で
語る都市考の「ラテンアメリカ都市物語」へのご寄稿をお待ちしています。
	 応　募： 事前にテーマと仮題をお申し越し頂いた段階で審議し、ご相談の上「執筆要領」をお送りします。
	 字　数： 3,000 字～最大 4,000 字 ＋外数として写真・図表 計 4 点まで。
	 締　切： 会報編集企画委員会に諮るので、『ラテンアメリカ時報』発行（4，7，10，1 月）の 3 か月以上前までにお申し越し下さい。
	 送付先：メールにてご氏名、ご所属・タイトル等の寄稿者情報を付して、 『ラテンアメリカ時報』編集部 kihou@latin-america.jp へ。
	 謝礼等：�『ラテンアメリカ時報』で採りあげた稿は、掲載誌発行と同時に協会 Web サイトの会員ページに掲載します。原稿料は原則とし

てお払い出来ません。

『ラテンアメリカ時報』寄稿募集のお知らせ

ラテンアメリカ協会では、年 4 回発行される本誌に広告を掲載してくださる広告主を募集しています。世界のボーダーレス化の深化は、
地域間連携に積極的で、資源が豊富で域内・域外のバリューチェーン構築に邁進するラテンアメリカへの関心の高まりとなり、発行部数は
着実に増加しています。域内諸国の最新情勢分析や政経文化トピックを掲載、内外の皆様から国内随一のラテンアメリカの専門誌として高
い評価を得ている『ラテンアメリカ時報』を貴社の商品・サービスの広告媒体の一つとしてご活用頂ければ幸いです。広告掲載料金は下記
のとおりです。是非掲載のご検討をお願いいたします。

　広告掲載料 A4　1 ページ	 裏表紙カラー 	 120,000 円 / 年 4 回
　表紙裏及び裏表紙裏	 カラー 	 100,000 円 / 年 4 回
　　　　　　　　　同	 モノクロ	  60,000 円 / 年 4 回
　本紙 1/2 ページ	 モノクロ	 40,000 円 / 年 4 回

詳細はラテンアメリカ協会事務局にお問い合わせください。

広告掲載のお願い

『ラテンアメリカ時報』次号予告
次号 2020 年夏号（2020 年 7 月 25 日発行予定）

の特集は、「ラテンアメリカ二大国ブラジル、メキシコ 

1 年半の通信簿」（仮題）です。ブラジルのボルソナー

ロ大統領が 2019 年 1 月に、メキシコのロペス・オブ

ラドール大統領が 2018 年 12 月に就任して 1 年半が

過ぎました。二人の個性、政治信条はまったく異なり

ますが、その治政がこの難しい大国の政治、経済、社

会にどのような変化をもたらしてきたかを、6 人の専

門家が解明します。

「駐日大使インタビュー」は、長年続いた左派政権

から中道に替わったウルグアイの駐日大使に、最新の

情勢と日本との関係について伺います。 

「ラテンアメリカ時事解説」では、情勢の変化に対

応してアルゼンチンやボリビアなどの政治経済情勢の

現状を取り上げ、ホンジュラスの保健事情について駐

在医務官に説明頂きます。また可能であれば、ラテン

アメリカでの新型コロナウィルス（COVID-19）の蔓

延と現地での対応を報告します。

現地からの報告「33 か国リレー通信」は、日本であ

まり知られていないカリブ海の独立国バルバドスにつ

いて現地に在勤する目から見たレポートです。「ラテン

アメリカ随想」はラテンアメリカに通暁した識者によ

るエッセイ風の読み物で、「ラテンアメリカ都市物語」

は筆者の視点での都市の姿を描く連載ですが、今回は

エルサルバドルの首都サンサルバドル市を、マルタ・

リディア・セラヤンディア駐日大使が紹介します。 

「ラテンアメリカ参考図書案内」は様々なジャンルの

近刊書を紹介するわが国随一の有用な図書情報で、協

会 Web サイトのデータベースに蓄積されるものです。
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一般社団法人 ラテンアメリカ協会
活動と入会のご案内

『ラテンアメリカ時報』の発行（年４回発行）�

�　ラテンアメリカをめぐる最新の話題と課題をいち早く
捉え、分析することで、日本におけるラテンアメリカに
関する最も充実した定期刊行物。

ウェブサイトでの情報提供
�　ホームページは、わが国随一のラテンアメリカに関す
る総合サイトとして、各国概況、ニュース、記事、イベ
ント情報、新刊案内、リンクなどから成る最も充実した
トップサイト。
　会員専用ページでは最新の評論（ マイアミ・ヘラルド
の「オッペンハイマー・レポート」などを毎週更新）、関
連ニュース速報、『ラテンアメリカ時報』既掲載記事ほか
がダウンロード可能。さらに充実中。

講演会・ワークショップの開催
�　国内、ラテンアメリカ諸国の関係者を招き、講演会、
セミナー、ワークショップを開催するとともに、各種調査、
研究活動を行っています。

※�法人会員は同一ドメイン名の複数の方が、サイトへフリーアクセスできます。
※在外会員への会報は、サイトでの閲覧となります。

会員の特典
●『ラテンアメリカ時報』の無料配布
●�協会サイト全ページへのフリー・アクセスとダウンロード
●�協会主催・共催セミナー、シンポジウムへの優先ご案内
●�メールでのラテンアメリカ・ニュースレターの配信

入会方法
協会サイトからお申し込み頂くか、
事務局へメール info@latin-america.jp　もしくは
03-6205-4262 へ FAX でご連絡下さい。

年会費（4月〜翌年3月分）�

（注）「駐日大使館等」には、総領事館、国際機関とこれに準ずる駐日代表部等含む。

法人会員 70,000 円（１口以上）

個人会員 10,000 円
在外会員 5,000 円
国別団体会員 10,000 円（１口以上）

賛助会員
駐日大使館等 10,000 円（１口以上）

学生 5,000 円

事 業 内 容 入会のご案内
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使命は、　迅速に　正確に
スペイン語圏の言葉と情報を伝えること

中南米経済速報

CRONICA （クロニカ）

有限会社イスパニカ
〒107-0052
東京都港区赤坂 2-2-19
アドレスビル
Tel. 03-5544-8335
Fax. 03-5544-8336
Email: hola@hispanica.org
http://www.hispanica.org/

●情報配信サービス ●語学研修

スペイン語

ポルトガル語

●通訳 ・翻訳

『ラテンアメリカ時報』　通巻 1430 号　2020 年春号
2020 年 4 月 25 日発行　定価　1,250 円
年 4 回（1,4,7,10 月）発行

発行所　一般社団法人 ラテンアメリカ協会
〒 100-0011 東京都千代田区内幸町 2-2-3 日比谷国際ビル 1 階 120A
　Tel.：03-3591-3831　Fax：03-6205-4262
　E Mail：info@latin-america.jp
　URL：　http://www.latin-america.jp/
　フェイスブック：https://www.facebook.com/
			  一般社団法人ラテンアメリカ協会 -601922436541582/
発行人　佐々木 幹夫
編集人　桜井 敏浩
印刷所　（株）アム・プロモーション


